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序 論 

 
１ 研究の背景及び目的 

 

社会環境は日々変化しており，グローバル化，高度情報社会，企業間の連携と統合，

景気の低迷・回復などに見られるように大きな環境の変化を受けており，社会の構造・

組織などはこの変化する環境への即応などを迫られ，これに対応して変化している．

これらの影響はシステムにも及んでおり，これまでのシステムには信頼性・安全性だ

けが求められていたものが，今や社会や利用者からの要求の変化に即座に対応し，そ

の責任を果たしつづけることが求められてきている．また，ネットワークの発達に伴

い多くのシステムが有機的に接続されるようになっている．このようなシステムでは

異種のニーズを持つだけでなく頻繁にニーズが変化しているなど，システムの外的変

化及び内的変化の両方に対して対応が求められており，システムの安定稼動が今まで

以上に求められている．システムの社会における責任はより一層重くなっていると言

える． 

一方，このような変化への対応は，システムの大規模化・複雑化をもたらし，シス

テム全体を正確に把握することを困難にしている．これはシステムの修正変更に大き

な危険が伴うことを意味する．このような環境下でシステムを安全に変化させる技術

が求められている．これは従来の信頼性・安全性などとは異なる概念を必要とし，こ

の概念をアシュアランスと呼んでいる[16,17]．これを実現するためのアシュアランス

技術は，異種のニーズを持ったシステムの共存を許容する「異種性」と，状況変化に

柔軟に対応でき常にニーズを満たす性質である「適応性」を併せ持ったシステム技術

の総称である． 

これらの変化への対応は，いろいろな企業活動の分野でも見られる．例えば，製造

業，通信会社などの企業合併にともなう統合システム化，国際会計基準の導入によっ

て連結経営を行うためのシステム統合，結合などがある．これらのシステムを統合，

結合，更新をする際，システムの安定稼動を阻害させずに，新しく機能を追加するこ

とが必須である．鉄道分野における列車の運行システムを例にとると，従来は運行管

理システム，ＣＴＣ（列車集中制御装置），連動装置，旅客案内装置，情報伝達シス

テム等，メインフレームを中心とする階層構造のシステムを構成していた．各システ

ムはニーズの要求レベルも異なり，各々独立したシステムを構成していた．しかし，

最近の大規模輸送管理システムはこれらのシステムを小型の汎用サーバを中心に構成
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し，ネットワークで接続して統合化する自律分散システムとして構成している．この

結果，今までは各システム間で途切れていた情報が一貫して流れ，運行状況の変化に

即応して制御がなされ，更に関連のシステム（装置）へも一貫して情報が流れるよう

になった．このため，運行業務の効率向上，乗客へのサービス向上等，大きなシステ

ム効果を上げている． 

このことは鉄道事業全体についても同様のことがいえる．従来は安全で正確な輸送

を行えば良かったものが，現在では安全性，快適性，利便性などの多様な質の高いユ

ーザ・サービスを求められている．一方で鉄道輸送を支える重要なシステムの 1 つで

ある自動出改札システム（ＡＦＣ: Automatic Fare Collection system）は，異種シ

ステムとの共存，異種ニーズとの連携，円滑なシステム更新などのシステムニーズが

存在する．具体的には高密度輸送におけるピーク時の乗降客の「流動性の確保」に対

応するための重要な課題の一つとして「自動改札機の処理速度向上」がある．一方で，

金券である乗車券を処理するためシステムの信頼性の確保が不可欠である．このため，

高速処理と高信頼性の両方を備えた乗車券システムが必要不可欠である．しかし，従

来の磁気式自動出改札システムでは駅内は簡易な集中システム構成で各端末は原則オ

フライン処理しており，保守コストも高く，拡張性も乏しいものである．これらの課

題を解決し，更に乗客の利便性向上やメンテナンスコスト低減のために新しい無線通

信方式のＩＣカード乗車券システムの開発が必要となった． 

この新しい無線通信式ＩＣカード乗車券システムは無線通信により改札機との処

理を行うため，改札時に処理を高速化するとデータ処理の信頼性が低下すると言う問

題がある．このため，「ＩＣカード」「自動改札機」「センターサーバ」という処理

時間の異なるシステムを統合した，「異種統合型自律分散システムアーキテクチャ」

を提案する．このシステムアーキテクチャを活用し，高速処理性と高信頼性を実現す

るアシュアランス技術を併せて提案する． 

本論文においては，異種（無線通信と有線通信，処理時間の異なるシステムなど）

を統合した情報処理システムにおける高速性と信頼性を実現するためのニーズと課題

を明確にし，これを解決するためのシステム構築技術と高速処理性と高信頼性という

要件を満たすための２つの自律分散処理技術，さらにはアシュアランス性を評価する

技術について研究する． 

 

２ 論文の構成 

 
 本論文の構成を図 0.1 に示す．本論文において，第１章「異種統合型情報サービス

システムのニーズと課題」では，鉄道乗車券システムやインターネットを使った電子
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商取引などのような高負荷トランザクションを処理する情報サービスシステムと設備

機器を含む制御システムとの異種統合型情報サービスシステムのアプリケーションニ

ーズとシステムニーズについて述べた．このような異種統合型システムにおいてはシ

ステムの障害，拡張，保守などのシステム状況変動時にも，高速性，高信頼性とリア

ルタイム性を両立させ，サービスの継続を保証するアシュアランス性が求められるこ

とを示す．しかし，従来の集中・分散管理システムでは，上記のようなアシュアラン

ス性には対応できないことを示し，異種統合の視点に立ったシステムアーキテクチャ，

アシュアランス性保証のための技術とその評価方法の必要性を明らかにする． 

第２章「分散技術動向」では，はじめに，本研究の前提条件となるアーキテクチャ

について調査し，従来の分散システムアーキテクチャと技術の動向を明確にする．ま

た，従来システムでは異種ニーズ／異種モード共存下でシステムのアシュアランス性

を満たすことが困難であることを述べる． 

異種統合システムの構築技術の 1 つはデータ駆動型アーキテクチャを持つ「自律分

散システム技術」であり，2 つめは異種ニーズ，異種モードを共存させ，またその変

化に適応していくための「アシュアランス技術」とその動向である．まず自律分散シ

ステムでは，データ駆動型アーキテクチャであるデータフィールドアーキテクチャに

ついて明らかにし，さらにオンライン中にシステム構築を行う時に有効なオンライン

保守技術，オンライン拡張技術について明確にする．また異種ニーズ，異種モードの

共存する環境下でのシステム安定稼動を保証する技術としてのアシュアランス技術に

ついて述べる．システム共存に必要な基礎技術であるデータフィールドとシステムの

共存方法を，前者については分離型，統合型，共存型に，後者については分離型と統

合型にそれぞれ分類いついて述べる，その上で，これらを組み合わせた異種システム

共存技術について明らかにする．  

第３章「異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャとアシュアランス技術」

では，異種統合型情報サービスシステムのニーズを解決するためのアーキテクチャ，

アシュアランス性を実現するための自律分散整合化技術と自律連携処理技術を提案し

た．異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャでは，異種データの特性に応じ

てデータフィールドを構成し，それらが目的に応じてゲートウェイを介してデータを

交換できるようにしてある．ここで各サブシステムに自律性を持たせ，それらがデー

タフィールドを介した連携により，システムの部分的障害，拡張，保守においても，

稼動の継続性が保証できることを明らかにする． 

「自律分散整合化技術」では，リアルタイム性制限の下で高トランザクション処理に

おいて生じるデータの欠損を回復するため，データフィールドごとにデータの滞留時

間を変化させた時間差異種データフィールドを構成し，それらの連携によるデータ間

の論理的整合化を図る技術を提案する．この技術により，トランザクションの発生特



 

 4

性に応じて整合化達成時間を最小にする，異種データフィールド数と各データフィー

ルド間の時間差を導出した． 

「自律連携処理技術」では，各サブシステムが持つ情報の局所的条件下で，サブシス

テムごとの処理の分散化／サブシステム間の連携と処理時間との関係を明らかにする．

この技術により，高速処理を達成するための最適なシステム分割／連携度合をトラン

ザクションの発生特性に応じ求められることを示す． 

さらに，このようなアーキテクチャと技術のもとで，システム変動下における稼動

の保証度合を評価するためのアシュアランス性評価として，機能信頼性評価技術を提

案する． 

第４章「鉄道乗車券システムへの適用」においては，上記の「異種統合型情報サー

ビスシステム」を，無線ICカード／有線ネットワーク／ゲート装置など複数の手段を

含む制御／トランザクション処理の統合された鉄道乗車券システムに対し，乗客の流

動性を妨げることなく，処理の高速性，高信頼性を実現するため，提案したシステム

アーキテクチャと2つのアシュアランス技術を適用し，それらの有効性が実証できるこ

とを示す． 

まず，現行の鉄道乗車券システムの概要と問題点を述べ，次に，ICカードを使った

無線と有線の異種システムが統合され，端末，駅サーバ，センターサーバを自律的に

制御するという新しい鉄道乗車券システム（異種統合型自律分散乗車券システム）に

ついてその機能と動作を概説する．さらに，このシステムにおける，無線通信方式の

IC カードゆえの欠点としての「データ抜け」という重大な問題が発生してもシステム

を止めること無く, データの信頼性を確保できるように「自律分散整合化技術」を適

用しその有効性を評価する．また，高密度輸送におけるピーク時の乗降客に対応する

ための重要な課題として「自動改札機の処理速度向上」の問題を明らかにし，その解

決技術としての「自律連携処理技術」を適用し，その有効性を評価する．これらの技

術を導入した場合と導入しない場合とを比較，評価し，アシュアランス度を高めるた

めのシステム構築技術の有効性を検証する． 

また，システム設計への適用として設計パラメータの最適値を求める評価方法を提

案し，これにより，ユーザーにとって最適な状態での設計値（改札機リーダ／ライタ

の通信エリアの大きさ）について自動改札機において検証する． 

第５章｢結論｣は本研究全体を総括し，異種統合型情報サービスシステムでの処理の

高速性と高信頼性を実現するためのシステム構築技術と２つの自律分散技術，アシュ

アランス性評価技術を示す．これらの技術は，今後ますます要求の強まる異種統合型

情報サービスシステム，高信頼性システムへ適用が想定され，本技術は今後の更なる

発展が期待されるものであることを述べる． 
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異種統合型自律分散アーキテクチャの構築 

自律分散整合化技術 
自律連携処理技術 

（自律分散アルゴリズム） 

第２章「分散技術の動向」 

第３章「異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャとアシュアランス技術」 

まとめ 第５章「結論」 

第４章「鉄道乗車券システムへの適用」 
・ 鉄道乗車券システムの特徴 
・ 実用化システムへの適用と検証 
・ システム設計への適用 

目的 

ニーズ 
と課題 

解決策 

適用 

従来の 
ニーズ 

アプリケーシ

ョンニーズ 
システム 
ニーズ 

課題と 
問題点 

第１章「異種統合型情報サービスシステムのニーズと課題」 

図 0.1 本論文の構成 

異種統合型情報サービスシステムの安定稼動「高速処理と高信頼の確保」 
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第1章  

異種統合型情報サービスシステムの 

ニーズと課題 

 

1.1 背景 

 

前節の序論でも述べたが，社会環境は日々変化しており，グローバル化，高度情報社

会，企業間の連携と統合，景気の低迷・回復などに見られるように大きな環境の変化を

受けており，社会の構造・組織などはこの変化する環境への即応などを迫られ，これに

対応して変化している．これらの影響はシステムにも及んでおり，これまでのシステム

には信頼性・安全性だけが求められていたものが，今や社会や利用者からの要求の変化

に即座に対応し，その責任を果たしつづけることが求められてきている．また，ネット

ワークの発達に伴い多くのシステムが有機的に接続されるようになっている．このよう

なシステムでは異種のニーズを持つだけでなく頻繁にニーズが変化しているなど，シス

テムの外的変化及び内的変化の両方に対して対応が求められており，システムの安定稼

動が今まで以上に求められている．システムの社会における責任はより一層重くなって

いると言える． 

また，昨今の情報技術の進展，とりわけ半導体の高集積化，高性能ＣＰＵ，ネットワ

ーク，モバイル通信技術等々により，システムをメインフレーム中心の集中型のシステ

ムから，近年は小型汎用機による大規模分散型システムへと変ってきた．このような背

景の下で大規模オンラインシステムを取り巻く環境は大きく変化している．特に，最近

のリアルタイム制御システムにおいては情報サービス機能が付加されるようになってき

ている．例えば従来はリアルタイム制御を主体にシステム化してきた鉄道の輸送管理シ

ステムシステムにおいて，制御に関連して集めた運行情報を乗客への情報サービスに直

接使用する業務を１つのシステム内に共存させようという考え方である．従来は種類の

異なるアプリケーションは別のシステムに分けて，実現させることが多かったが，近年

は小型汎用機やネットワークの進展と共に，別なシステムを作るよりも，１つのシステ

ムの中で共存させた方が多様なニーズに対して柔軟に応えることができる上，経済的に

も有利であるとの判断の下，このような異なる種類のアプリケーションを共存させるシ

ステムが多くなっている．また，ⅠＣカード技術も記憶容量の増大，セキュリティの強

化，カードの薄型化などが実現し，特に無線通信を用いたＩＣカードはその利便性から

鉄道乗車券や電子マネーなどへの利用が拡大している．情報サービスシステムにＩＣカ
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ードを利用した例では，多数のユーザのカードと端末との高負荷トランザクション処理

においてはリアルタイム処理による高速性と，あわせて高い信頼性が求められている．  

このように，高負荷トランザクションを処理する情報サービスシステムと設備機器を

含む制御システムを統合したシステムを「異種統合型情報サービスシステム」と呼ぶこ

ととする． 

 

1.2 アプリケーションニーズ 

 

前述のような環境の中で，情報サービスシステムのアプリケーションニーズ（システ

ムによるサービスを提供する側と受ける側の両方のユーザニーズを「アプリケーション

ニーズ」と呼ぶこととする）について考察する． 

鉄道では，以前は安全で正確な運転がされていれば利用者のニーズを満足していたも

のが，最近では，より便利で快適であることが求められており，例えば，夜間の運転時

間の拡大，自社内だけでなく他社の鉄道線路への直通運転，駅の中をスムーズに移動し

たい，会社が変わるたびに切符を買わなくとも乗り換えしたいとの要望など，さまざま

なニーズ・要望が出ている． 

金融・流通業界では，昔は窓口での入金･引き出ししか出来なかったものが，昭和 50

年代に実用化された ATM（Automatic Teller Machine）の普及により取引銀行だけでなく

他行のカードによっての口座取引が出来るばかりでなく，最近ではインターネットによ

る取引Ｅ-Comerce（電子商取引）によっていつでもどこでも，これらができるようにな

ってきている．さらに，セキュリティの高いＩＣカードの導入により，電子マネー機能

などの決済機能と連動した付加サービスも出来るようにもなってきた．これらは，以前

はサービス時間が限定されていたが，社会生活の変化の中で，夜間においても，土日・

祝日にもサービスを受けたいという要望から営業時間帯が次第に拡大してきおり，何時

でもどこでもどこからでも利用できる環境が求められている．したがって，このような

「サービスの継続」というニーズに対応するためにシステムも無停止化せざるを得ない

状況となっている．さらに，システムが単に継続して稼動するだけで無く，高負荷トラ

ンザクションの時も高速かつ信頼性の高い処理を滞りなく行い，待ち時間を最小化する

など，システムにおける処理の「流動性の確保」も求められている． 

このように，情報サービスシステムにおけるアプリケーションニーズは高負荷トラン

ザクション「サービスの継続」と「流動性の確保」が重要となっている． 

 

1.3 システムニーズ 

 

前項のアプリケーションニーズによるシステムニーズについて考察する．  
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アプリケーションニーズとしての「流動性の確保」をシステムとして実現するには高

負荷トランザクションを端末レベルで高速処理するために「設備制御システムによるリ

アルタイム性」が必要である．また，一方で「情報システムにおけるデータの信頼性確

保」も必要である．   

もう１つのアプリケーションニーズである「サービスの継続」についてはシステムが

故障，拡張，改修などの変動環境下でもシステムは「稼動の継続」が必要であり，また，

このような変動に対してシステムが適応することが求められてきている．これらの対応

はシステムを新しいシステムに更新することによって対応できるが，新たなシステム構

築はコスト増をまねき，既存の稼動しているシステムを段階的に変更していくというこ

とも必要となってきている．しかも，これらの対応はシステムを停止して行うのではな

くシステムを稼動させサービスを停止しない中で行うことも要求されている．つまり，

「システムの適応性」が必要となっている．  

このように，異種統合型情報サービスシステムにおけるアプリケーションニーズとシ

ステムニーズをまとめると図 1.1 に示すとおりとなる． 

 

図 1.1 アプリケーションニーズとシステムニーズ 

 

1.4 システム要件 

 
本項では異種統合型情報サービスシステムにおけるシステム要件を従来システムとの

違いの視点から明確にする． 

まず，日本での代表的な業種のシステムを例にとって前節に述べたニーズを満足する

ためにシステムに求められる要件について，以下に整理する[21]． 
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各種企業システム 

・ 企業合併などの環境変化に応じて対応できること（適応性） 

・ さまざまな職種の企業間での情報交換に対応できること（異種性） 

鉄道システム 

・ 運転制御情報と旅客案内情報の混在が出来ること（異種性） 

・ 新線開通，停車駅パターンの変更に対応できること（適応性） 

・ 会社間相互の乗車にシステムが対応できること（異種性，適応性） 

製造システム 

・ 異種システムが互いに連携して動くことを保障する（異種性）． 

・ ユーザニーズに即応できる製造システム（適応性）． 

 

システムの統合・結合･更新を行うに当たって，このように異種性，適応性，が求めら

れる． 

 

1.4.1 従来システムとの違い 

  

異種統合型情報サービスシステムについて，従来のメインフレーム中心の集中型シス

テムの例と比較して述べる．従来型の代表的な集中型のシステムに銀行システムやクレ

ジット会社のシステムを図 1.2 に示す．システムの中心となる計算機システムは２重化

複数台系システムで複数台が常時デュアル運転を行い，一部が待機予備系となっている

のが通常である．銀行カードやクレジットカードによりＡＴＭ（Automatic Teller 

Machine）などの端末からユーザが入出金などの処理を行うが，オンラインで数秒かかり，

データ量は数十バイト程度，トランザクションは一日当たり百数十万程度であり，いわ

ゆる階層型集中情報処理システムである．情報処理の視点からシステムが構築されてお

り，ここでは「情報処理システムビュー・アプローチ」と呼ぶ．しかし，このシステム

では高負荷トランザクションを高速処理しかつ，高信頼性が必要な「情報サービスシス

テム」の対応には限界がある． 

これに対して最近の大規模分散システム（例えば東京圏輸送管理システムＡＴＯＳや

ＩＣカード乗車券システム）は駅の端末や駅サーバ（連動装置など）も含めて全体をネ

ットワークで接続し，有機的に結合する大規模自律分散システムである[20]．これらシ

ステムの特徴は制御系システムと情報系のシステムが統合されたシステムであり，オン

ラインリアルタイムで処理される制御システムの視点からシステムが構築されており，

ここでは制御システムビュー・アプローチと呼ぶ． 

図 1.3 に示すように，異種統合型情報サービスシステムは高負荷トランザクションを
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処理する情報サービスシステムにおいて「処理の高速性／情報の信頼性」などの「異種

のニーズ」，「制御システム／情報システム」などの「異種のシステム」，「有線通信／無

線通信」などの「異種の手段」を統合したシステムである．  

 

 

図 1.2 従来情報システム（集中システム）の例  

 

 

図 1.3 異種統合型情報サービスシステムの例 
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1.5 異種統合型情報サービスシステムにおける課題 

 

異種統合型情報サービスシステムにおけるニーズは 1.2 項，1.3 項にある通り，システ

ムの安定稼動と高速処理性，高信頼性の確保である．この３つの要素を実現するための

課題は以下のとおりである． 

 

(1) システムの安定稼動 

 有線通信と無線通信などの異種システムが統合されたシステムや制御システムと情報

システムが統合されたシステムなどの異種統合型情報サービスシステムの安定稼動を実

現するには，システムアーキテクチャと処理技術の２つの問題がある．システムアーキ

テクチャとしては，このようなことが可能なシステムアーキテクチャにしておかなけれ

ばならない．また端末レベルでの高速処理を行う技術，システムの信頼性を確保する技

術が必要である．この観点では自律分散システムのシステムアーキテクチャが極めて有

効である[4,5,6,7,8]．  

 異種統合の視点に立ったシステムアーキテクチャ構築技術を本論文では研究対象とし

ている． 

 

(2) 高速処理性 

 従来の集中処理システムでは情報処理システムの視点から論じることが多く，昨今の

ような高負荷トランザクション大規模システムにおける失敗事例はその多くがトランザ

クション(処理量)急増時の対応である．このため，高負荷トランザクションに対応する

ため，端末レベルの処理をオンラインリアルタイムの制御システムとし高速処理する方

法がある．最近は駅の自動改札の例のように，さらに個々の端末レベルでの処理を高速

化する必要が生じており，課題となっている．高速処理技術として並列処理や分散処理

の技術があるが，高負荷トランザクションの条件下で高速処理を可能とする技術の研究

はまだ進んでいない．このため，システムのアシュアランス性の観点から，処理を前処

理と後処理に分割して高速処理行うなどの自律分散処理の技術とその評価方法を本論文

では研究対象としている． 

 

(3) 高信頼性 

 分散システムでデータ更新処理の信頼性確保の技術として，トランザクションデータ

が複数のデータベースサーバを更新する場合には全てのデータベースサーバが更新され

たか，または全くされなかったかのいずれかであることを保証する技術として２相コミ

ットメント制御[29]がある．しかし，無線通信や異種統合型情報サービスシステムにお
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いてはサービスの継続，処理の流動性確保の観点から信頼性を確保する前提で，ある一

定の条件下ではデータの不一致な状態を許容する必要がある．このためシステムのアシ

ュアランス性の観点から，本論文ではデータ整合化の技術とその評価方法を研究対象と

している． 

 

1.6 研究の方向性 

 
第１章では異種統合型情報サービスシステムのアプリケーションニーズ，システムニ

ーズ，システムの要件と課題などについて述べてきた．この中で，高負荷トランザクシ

ョンを処理する情報サービスシステムと設備機器を含む制御システムとの異種統合型情

報サービスシステムのアプリケーションニーズとシステムニーズについてその関係を明

確にした．このような異種統合型システムにおいてはシステムの障害，拡張，保守など

のシステム状況変動時にも，高速性，高信頼性とリアルタイム性を両立させ，サービス

の継続を保証するアシュアランス性が求められることを示した．しかし，従来の集中・

分散管理システムでは，前記のようなアシュアランス性には対応できないことも述べた． 

本論文では異種統合の視点に立ったシステムアーキテクチャ構築技術，アシュアラン

ス性保証のための技術とその評価方法を研究し，更に，実システムへ適用し，その有効

性を実証することを研究課題とした． 
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第2章  

分散技術の動向 

 

2.1 データ駆動型アーキテクチャを持つ自律分散システム 

 

本節では，本論文で扱う自律分散システムについて述べる．自律分散システムを

実現する上での基本となるのがデータ駆動型アーキテクチャである．自律分散シス

テムには，オンライン拡張性，オンライン保守性とフォールトトレランス性の三つ

の特徴がある[1]．また，異種ニーズ・異種モードの共存環境下でのアシュアラン

ス技術についてシステム構築の観点から調査し，以下にまとめた． 

  

2.1.1 自律分散システムのコンセプト 

 

(1) 自律分散システムの特徴 

 システムの大規模化と共に，各システムがネットワークを通して広域に接続され

るようになってきている．しかも社会，経済の頻繁な状況変化へ対応し，各システ

ムもそれに適応し，変化に対応して行くことが求められるようになってきている． 

このような背景の下，自律分散システムの特徴としてオンラインプロパティがあ

る．具体的には以下の 2 つの特徴をいう． 

 

① オンライン拡張性； 

システムの周囲の状況に合わせてシステムを建設，変更，修正を行わ

なければならないことがある．更にこの変更，追加があっても，他のサ

ブシステムの稼動を止めることは許されないようになってきている．こ

のようなシステムのオンライン稼動中に部分的な変更や段階的な構築

ができることをオンライン拡張性と呼ぶ．最近では経済環境が頻繁に変

化し，ハードウェアやソフトウェアの技術も急速に変わるようになると，

このオンライン拡張性が不可欠となる． 

 

② オンライン保守性； 

システムの一部を拡張したり，障害部分を修復したりした時には，必

ず確認（テスト）しなければならない．システムを止めず，もちろんこ

の時にもシステムへの影響を考え，全面的な稼動停止は許されない．従
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来はシステムが機能停止する夜間に保守をしていた．しかし夜間の業務

までシステム化されてきており，またビジネスのグローバル化，サービ

ス性向上によりシステム稼動時間が長くなり，機能を停止できる時間帯

がほとんどなくなり，稼動中に保守をせざるを得ない状況なってきてい

る．このように稼動中に保守ができることをオンライン保守性と呼ぶ． 

 

③ フォールトトレランス性； 

システムのハードウェア，ソフトウェアを含めた品質，信頼性を向上

したとしても，システムが広域，大規模になるに従い，どこかで故障の

生じてしまうことは避けられない．この時，例え部分的な障害に対して

も，その障害波及を阻止でき，システム全体の稼動停止が避けられるこ

とをフォールトトレランス性と呼ぶ． 

 

(2) コンセプト 

  自律分散システムコンセプトは次の観点に立ってシステムを定義している[4]． 

 

① 観点； 

自律分散システムでは， 

（ａ）サブシステムを統合したものがシステムである． 

サブシステムを，その目的，機能を持つものとして定義する．それら

のサブシステムが統合されたものがシステムで，トータルシステムが前

もって決まっている訳ではない． 

（ｂ）システムには機能不稼動なものを含む． 

システム内には，障害，建設途中，保守中などのサブシステムが全く

ないということは現実的にはない．システム内には，機能不稼動なもの

が全くないとの前提に立ったものが従来のシステムである．そのため，

機能不稼動なものがあれば，それをシステムの異常状態とし，システム

を停止するか，特別な運用に切り換えていた．しかし自律分散システム

では「異常が正常(常にどこかが異常になっていることが正常な姿であ

る)」という考え方をとる． 

 

② 性質；自律分散システムでは，上記２つの観点に立ち，次の２つの性質

を定義できる． 

（ａ）自律可制御性（autonomous controllability）；いかなるサブシステム

が機能不稼動になっても残りのサブシステムは自らを制御できる． 



 

 15

（ｂ）自律可協調性（autonomous coordinability）；いかなるサブシステム

が機能不稼動になっても残りのサブシステムは互いに協調できる． 

 

③ 条件；２つの性質，自律可制御性，自律可協調性を満たすためには，シ

ステムは次の条件を持てば十分である． 

（ａ）構造：均質 

サブシステムは均質な構造である．構造的には均質であるが，もちろ

んそれぞれは異なったアプリケーションの機能を持って良い．構造的に

均質とはシステムの入出力関係が同一構造ということで，いかなるサブ

システムも接続できる． 

（ｂ）機能：平等 

サブシステムの機能は平等である．それぞれが自らの判断で制御，協

調できることである．他のサブシステムに指令を出して動かしたり，他

のサブシステムから指令を受けて動くのではない． 

（ｃ）情報：局所 

サブシステムは局所的な情報を用いて制御，協調できる．大局的情報

によって，より評価を向上させることはできたとしても，自律的な制御

と協調は，局所的情報だけでできなければならない．障害や拡張によっ

て，常に変動するシステムにあっては，システム全体の構造や機能が変

化し，いつ，どこまでが全体かを決めることはできない．そのため従来

のように，大局的情報を前提とすることはできない． 

 

(3) 適用アプリケーションシステム 

当初は制御システムのネットワークにこの技術が適用され，その後鉄鋼，ＦＡ，

大規模鉄道システムの制御に適用され，さらにインターネットサービスプロバイ

ダシステム等，ネットワークアプリケーションへもその適用範囲が拡大されてき

ている． 

 

2.1.2 データフィールドアーキテクチャ 

 

(1) 構成 

自律分散システムを実現する上での基本となるのがデータ駆動型アーキテク

チャとしてのデータフィールドアーキテクチャである．図 2.1 に示すように分散

するサブシステムを均質な構造を持つアトムと呼び，これらをネットワークで接

続するコミュニケーション手段としてデータフィールドを持っている．1 つのア
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トムの構造はデータフィールドとアトム内のアプリケーションソフトウェアと

の間で，データ駆動のエンジンとなるＡＣＰ（Autonomous Control Processor）
から構成される．さらに 1 つのサブシステム内にある複数のアプリケーション間

も同様の仕組みでコントロールするためにアトム内データフィールドを持って

いる[5]． 

 

図 2.1 データフィールドアーキテクチャ 

 

(2) 特長 

  自律分散システムにおいては，データは流れているもの(フロー)と見なしてい

る．サブシステム間をながれるメッセージは内容を示す内容コード（ＣＣ：

Content Code）をデータに付けて流す．これを受けて各ＡＣＰは予め登録してい

る必要な内容コードのメッセージだけを取り出し，その内容コードに対応したア

プリケーションソフトウェアを駆動する方式を採用している．このようにしてメ

ッセージに送信アドレスを特定せず，内容を示すコードを付けてデータを流し，

受信側が主体的に必要なメッセージを選択して受信してアプリケーションソフ

トウェアを駆動することにより，自律性を実現しているのがデータフィールドア

ーキテクチャの特長である． 

 

(3) 内容コード通信方式 

  従来の通信は送信側が受信側のアドレスを指定していた．これに対しデータフ

ィールドアーキテクチャでは受信アドレスではなく，データの内容に対応した内

容コードを用いる．送信側はデータに内容コードをつけてデータフィールドにブ

ロードキャストする．各サブシステムはデータフィールドに自分の必要とする内

 

データ CC 
データフィールド（DF） 

アトム(ｻﾌﾞｼｽﾃﾑ) アトム内データフィールド 

CC；内容コード 

ACP ACP ACP 

ACP;Autonomous  Control

アプリケーション アプリケーション アプリケーション 

ﾒｯｾｰｼﾞ 
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容コードを持つデータが流れてくればそれだけを取り込む．従来は送信側が受信

側を指定するもので，「選択送信」である．これに対して内容コード通信は，送

信側は受信側を指定せず，受信側が自らの判断でデータをその内容で選択して受

信する「選択受信」である．この内容コード通信により，いかなるサブシステム

も通信に対して他のサブシステムから送信や受信を指示されることはなく，サブ

システムは，その送信，受信を自ら制御でき，かつ，協調が取れるという自律性

を達成できる． 

  データフィールドは物理的には，ネットワークであるが，メモリでも良い．1

つのアトム（サブシステム）の中に複数のアプリケーションソフトウェアを同居

させるのが現実解であり，このため，アトム内データフィールドを構成して，1

つの計算機の中でもデータフィールドアーキテクチャを実現している． 

 

(4) データ駆動型処理方式 

 従来の計算機ではソフトウェアが複数あると，それらの順番を決め，順次駆動し

ていた．これに対してデータフィールドアーキテクチャではサブシステム内のアプ

リケーションソフトウェアは，必要な内容のデータがそろえば処理を開始するとい

うデータ駆動方式である．駆動に必要なデータは複数あっても良い．複数の内容の

データに対してはデータの AND 駆動となる．OR の駆動条件でも良いが，これは入

力データごとにアプリケーションソフトウェアを分けたことに対応している．処理

結果はデータとしてデータフィールドに送出され，そのデータが他のアプリケーシ

ョンソフトウェアに順次利用されて行く． 

 

2.1.3 オンライン保守技術[6,59] 

 

(1) システムニーズ 

自律分散システムはオンラインプロパティ（即ち稼動中システムの段階的拡張

性，システムを止めずにテストや保守を行うオンライン保守性，いかなる部分の

障害に対してもシステム全体を止めないフォールトトレランス性）が特長であり，

このためデータフィールドアーキテクチャにおいて，システムを止めずに，シス

テム稼動中に，テストや保守を行う仕組みを実現する必要がある． 

 

(2) オンラインテストの定義 

テストモードのアプリケーションソフトウェアがテストデータを用いてテス

トするのが従来のオフラインテストである．オンラインデータをテストモードの

アプリケーションソフトウェアが用いてテストしたり，テストデータを用いてオ
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ンラインアプリケーションソフトウェアがテストするのをオンラインテストと

呼ぶ．図 2.2 にオフラインテストとオンラインテストの定義を示す． 

 

 

データ 

Ａｐｌ 

テスト オンライン 

テスト 

 

① オフラインテスト ② オンラインテスト 

オンライン 

 

③ オンラインテスト オンライン 

図 2.2 オンラインテストとオフラインテストの定義 

 

(3) データフィールド上のオンラインテストのための仕組み 

  オンラインテスト実現のためにはシステム内にオンラインモードとテストモ

ードのアプリケーションソフトウェア，及びオンラインデータとテストデータを

混在できなければならない．このためデータフィールドに流れるメッセージには

内容コードの他にテスト用データであることを識別するテストフラグ TF（Test 

Flag）を付加する．このメッセージがデータフィールドに送出されると，各サブ

システムはテストフラグを基にオンラインかテストかの処理を行う．アプリケー

ションソフトウェアはオンラインモードと同じ環境下でテストするが，その結果

として生成されたデータはテストフラグをつけてデータフィールドに送出し，そ

れ以外の出力装置への出力を抑止する．この出力抑止により実稼動中のプロセス

を妨害することはない． BIT（Built In Tester）は ACP の中の機能で，テスト

フラグのついたデータを受けてテスト処理するための機能である．EXT（External 

Tester）はテスト結果の監視や，テストデータ生成のためのアプリケーションソ

フトウェアである．EXT はシステム内にいくつあっても良い．EXT はデータフィ

ールドを監視し，オンラインデータやテストデータとそれらが処理されて生成さ

れたテストデータを対応付けることにより，テストの結果を把握できる． 

  オンライン保守技術により，オンライン稼動中のサブシステムを妨害すること

なしにテストができ，かつ現場でのテストを可能とし，テストデータ生成の負担

も大幅に改善できる． 

  以下にオンラインデータを用いたオンラインテストとオンライン稼動中のオ

オフラインテスト；①テストＡｐｌのテストデータによるオフラインテスト 

オンラインテスト；②テストＡｐｌのオンラインデータを用いたオンラインテスト 

          ;③オンライン稼動中のテストデータを用いたオンラインテスト 
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ンラインテストの２つの例について示す． 

 

(4) オンラインデータを用いたオンラインテスト 

オンラインデータを用いたオンラインテストは図 2.3 のように実行される．テ

ストアプリケーション（Test APL）は，オンラインアプリケーション（Online 

APL）が DF からデータを受信するのと同様に，同じ内容コードを持つオンライン

データを DF から受信する．ACP はこのオンラインデータにテストフラグをオン

してアプリケーションに渡す． 

ACP に組み込まれている組み込みテスタ（BIT）はテスト APL から生成される

出力データに対して，テストフラグ・オンを付加する．テストフラグ・オンが付

加されたデータは対応する内容コードを付加して DF に送信される．仮にテスト

APL が同じサブシステムに接続されているデバイスに，あるコマンドを実行しよ

うとすると，BIT はそのコマンドを抑制する．このことにより，テスト APL はオ

ンラインアプリケーションの処理の実行への干渉やオンラインデータへの損傷

を与えることなく，オンラインアプリケーションとテストアプリケーションの並

行テストが可能となる． 

また，オンラインテストによって生成されたテストデータの収集や，テスト状

況の把握は外部テスタ（EXT）と呼ばれるアプリケーションソフトウェアによっ

て実現される．EXT は DF に接続されたアプリケーションソフトウェアであり，

システムには複数の EXT が存在しうる． 

 

データフィールド(DF)

APL

ACP

APL

ACP

EXT

ACP

オンライン稼動 テストモード

テストデータ

CC DataTF（１）

オンラインデータ

CC DataTF（０）

出力抑制

BIT：Built In TesterEXT：External Tester

BITBIT BIT

データフィールド(DF)

APL

ACP

APL

ACP

EXT

ACP

オンライン稼動 テストモード

テストデータ

CC DataTF（１）CC DataTF（１）

オンラインデータ

CC DataTF（０）CC DataTF（０）

出力抑制

BIT：Built In TesterEXT：External Tester

BITBIT BIT

 
図 2.3 オンラインデータを用いたオンラインテスト 
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(5) オンライン稼働中のオンラインテスト  
オンライン稼働中のオンラインテストは図 2.4 のように実行される．テストフ

ラグ・オンのデータが DF に送信されると，通常のオンラインデータと全く同様

にオンライン APL によって受信され，処理される．しかし，受信側サブシステム

に組み込まれている BIT は，テストフラグにより，このデータがテスト目的であ

ることを知り，出力データにテストフラグ・オンをセットし，DF に送出する．オ

ンライン APL からデバイスに対するコマンドもやはり BIT によって抑制される．

このようにテストアプリケーションとオンラインアプリケーションは，あたかも

実環境のもとでオンラインデータを処理しているかのごとく稼動することがで

きる[24]． 

 

データフィールド(DF)

APL

ACP

APL

ACP

EXT

ACP

オンライン稼動 テストモード

テストデータ

CC DataTF（１）

オンラインデータ

CC DataTF（０）

出力抑制

オ 稼働中 オ

BITBIT BIT

BIT：Built In TesterEXT：External Tester

データフィールド(DF)

APL

ACP

APL

ACP

EXT

ACP

オンライン稼動 テストモード

テストデータ

CC DataTF（１）CC DataTF（１）

オンラインデータ

CC DataTF（０）

出力抑制

オ 稼働中 オ

BITBIT BIT

BIT：Built In TesterEXT：External Tester
 

図 2.4 オンライン稼動中のオンラインテスト 

 

2.1.4 オンライン拡張技術[7] 

 

システムの拡張には，幾つかのレベルがある．個々のソフトウェアモジュールや，

複数のソフトウェアモジュールが格納された計算機というコンポーネントレベル

から，システムとシステムとの統合というシステムレベルまである．自律構成化の

考え方から，いかなるレベルも同じように対応できることも含め，それぞれのレベ

ルでのオンライン拡張技術について述べる． 
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(1) コンポーネントレベル拡張技術 

データフィールドアーキテクチャでは，アプリケーションソフトウェアが，デー

タフィールドとのみインターフェースを持ち，アプリケーションソフトウェア間の

直接的な関係はない．そのため，アプリケーションソフトウェアは，計算機内に新

たにインストールされると，ＡＣＰ(Autonomous Control Processor)に必要な入力

内容コードと，処理した結果生成されるデータの出力内容コードを登録するだけで，

処理を開始できるようになる． 

ＡＣＰを介したデータフィールドからの受信によって得られた入力データを格

納するアトム内データフィールドは，アプリケーションソフトウェアごとに分割し

て管理される．データフィールドへの出力データも，同様にアプリケーションソフ

トウェアごとに独立に管理される．このため，アプリケーションソフトウェアの追

加においても他のアプリケーションソフトウェア間でのデータ利用に関して何ら

影響を与えるものでない．アプリケーションソフトウェアは内部データを持たず，

処理の途中で生じたデータを保持し，次の駆動時にこのデータを処理に用いること

はない．このため，アプリケーションが拡張したアプリケーションソフトウェア間

の関連が変化したとしても，影響を受けずそれらソフトウェアは処理を続行できる． 

 複数のアプリケーションソフトウェアが格納されている計算機の拡張とは，論理

的には，データフィールドにサブシステムを追加することである．そのため，いか

なる他のサブシステムの変更も要せず，処理を停止する必要もない． 

 

(2) システムレベル拡張技術 

 複数のシステムが互いに接続され，新たなシステムとして拡大するとき，二つの

統合方式がある．第一は，各システムが構成するデータフィールドを，統合によっ

て一つにする方式，第二は，それぞれのデータフィールドがゲートウェイを介して

接続され，元々のデータフィールドを保存する方式である．データフィールドでは，

そこに接続されたサブシステムがすべてのデータを共有できる．データフィールド

が一つになるということは，異なったシステムのデータすべてがデータフィールド

に流れ込むことである．詳細は２．３節で述べる． 

 

2.1.5 自律分散システムの応用動向 

 

 自律分散システムは，当初は制御システムのネットワークにこの技術が適用され，

その後鉄鋼プラント制御，ファクトリーオートメーション（ＦＡ），鉄道システム

に適用され，さらにインターネットサービスプロバイダシステム等，ネットワーク

アプリケーションへとその適用が拡大されてきている． 
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 ここでは鉄道の列車制御システムとファクトリーオートメーションシステムで

の応用事例を述べる． 

 

(1) 車上自律分散型の新しい列車制御システム（デジタルＡＴＣ）[19] 

高密度運転線区の列車制御システムでは高輸送力，高安全性，高信頼性が求めら

れる．従来は固定した区間ごとに列車の存在を検知し，そこに列車を進入させるか

どうかの判断により，各列車の速度を地上の集中制御装置で求め，それを各列車の

自動列車制御装置（ＡＴＣ；Automatic Train Control）に指示していた．このた

め下記のような問題を持っていた． 

 

①  列車本数を増やすことができない 

区間ごとにブレーキがかかったり，緩んだりすることで，無駄な時間が生じ

る上，列車間隔をある程度までしか縮めることが出来ない． 

②  下位の速度区間に入ると急激なブレーキがかかる． 

区間ごとに許容速度が決められているため，下位の速度区間に入ると急に急

激なブレーキがかかり，低速になればなるほどその傾向は顕著に表れ，乗り

心地が極めて悪くなる． 

③  地上装置が重厚長大である． 

地上装置に速度情報，ブレーキ情報などすべての情報を持たせているため，

設備が複雑となる． 

 

この問題を解決するため車上自律型のデジタルＡＴＣ（Ｄ－ＡＴＣ）が開発され

た．この新しい列車制御装置は自律分散システムのコンセプトにより作られている．

即ち，各列車が自らの位置検知を行い，地上からは停止する位置のみを列車に伝送

し，車上ではそれに基づく列車速度の決定と制御を自律的に行う自律分散型ＡＴＣ

システムである． 

地上システムは分散配置としてネットワークで結ぶ構成とし，車上システムは地

上からの停止点情報をもとに自律的に列車のブレーキ制御を行う自律分散システ

ムとしている．地上システムは，ネットワーク範囲内に在線する列車の位置を把握

し進路開通情報などを加味して，各列車にデジタル電文として送信する．従来のア

ナログ伝送方式と異なりデジタル符号伝送のＣＲＣチェックによって安全性は飛

躍的に増大している．このように各論理部に自律性を持たせた構成とすることによ

り，システムの異常が全体に波及することを防止するとともに，段階的な構築も可

能となっている． 

一方，車上システムは，地上から停止する位置情報をもらうだけで，車上におい
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て自身の速度と，勾配・曲線などの地理的条件を加味してブレーキ制御をする．し

たがって，新しい車両の機能が向上すれば，地上のシステムを変更しなくても，そ

の車両の性能に合わせたブレーキ制御をすることができるようになり，自律性を持

った車上システムとなっている．その結果，将来列車本数を増加させることがきわ

めて容易となり，混雑緩和となり，乗客へのサービス向上につながっている． 

 

(2) 東京圏輸送管理システム（ATOS） 

首都圏の列車輸送管理システムは制御と情報という異質なミッションであるオ

ンラインプロパティと異種プロパティを満足するように設計されている．列車の運

転を止めることなしに段階的にシステムを構築するという要請とすでに稼働して

いるシステムに影響を与えないようにするという要請との両方を満足している．こ

の シ ス テ ム は ATOS(Autonomous Decentralized Transport Operation Control 

System)と呼ばれ，10 年以上の開発期間を経て，1994 年に中央線で使用開始された

[3,60]．構築に当たっては，駅システムを順次構築していって最後に線区全体のシ

ステムが出来上がるという段階的構築手法が取り入れられている[61]． 

 

①  駅システムの構築 

②  駅ネットワークを通じて同一線区の他の駅システムとの接続 

③  上記２ステップの繰り返し 

④  駅システムが数割出来た段階で，運行モニターシステムの構築 

⑤  ③ステップ 

⑥  駅ネットワークが出来てきた段階で，線区ネットワークとの接続 

⑦  線区ネットワークと輸送管理システムとの接続 

 

駅システムは GW（ゲートウェイで結ばれた）制御と情報の２つのサブシステム

よりなり，異種のデータを同時に扱えるように構成されている． 

このように ATOS システムは大規模システムであり段階的に構築していき，駅数

を次第に増やし，線区を構成し，さらに線区を結んでゆくというボトムアップ手法

により構築されている． 

自律分散技術を使ったことによって，システムは完成した駅から逐次使用開始し

ていくというオンラインプロパティが実証された．使用開始後も駅システムの改修，

機能追加，線区指令装置の増設が頻繁に行われているが，システムの稼働停止に至

ることは無く，列車乱れが生じた後の平復時間（ダイヤが平常に戻るまでの時間）

も大幅に短縮されるなどの効果が上がっている．1992 年 6 月にまず中央線（東京
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－甲府間）から構築が開始され，1994 年 3 月に第 1 号となる相模湖駅装置が完成

し，稼動を開始した．以降，次々と駅装置と線区システムを構築し稼動を開始しな

がら，（2006 年 3 月末）現在は首都圏の主要線区（中央快速・緩行線，山手線，京

浜東北線，横須賀線，総武本線，東海道線，常磐線（上野～羽鳥間），東北線，高

崎線，埼京線，川越線，南武線など）に導入されている． 

 
(3) タイヤ生産管理システム 

近年，四輪駆動や RV 車などの SUV（Sports Utility Vehicles）など，市場での

急速なエンドユーザニーズの変化や多様化により，これまで以上に迅速，且つきめ

細かなタイヤの生産が要求されている．タイヤの耐久性や性能など，顧客ニーズに

マッチした高品質な製品をタイムリーに提供する必要がある． 

また，タイヤはさまざまな用途に使用されている．スクータのような小さいもの

からジャンボジェットのタイヤ，あるいは，鉱山などで使用される 1 本が数トンに

及ぶ建設車両用タイヤまである．このような多種多様なタイヤの構造や製法はかな

り複雑である．原材料は，天然ゴム，合成ゴム，カーボン，配合剤，補強材のナイ

ロン，ポリエステル，スチールワイヤー，アラミド繊維など数百種類以上にのぼる．

これらの原材料を加工して，つぎの工程で使用できるような中間部材を作り，成型

工程，加硫工程，検査工程など 15 工程以上を経て最終的な製品であるタイヤが完

成する[69]． 

ブリヂストンでは，1980 年代から工場内のネットワーク化を進めてきた．当初

は，制御機器メーカ独自のハードや，プロトコルを使用したネットワークであった

が，80 年代後半からは，Ethernet によるネットワーク化を進め，物理的な部分は標

準化をすすめていった．しかし，情報アクセス技術はまだバラバラであった．その

後 90 年代になって，クライアント－サーバ型による情報活用を進めていった．   

そのような経緯から，ブリヂストンは情報を加工して蓄えることなく，生のまま

流す考え方に着目した．生データを，品質，性能，稼動等の情報に分類し，たとえ

ば，長さ，重量，厚さ，製品タイヤの運動特性など 5,000 項目を超える情報に分類・

整理した．現時点で使用されていない項目も多数含んでいる．この生データを「広

義の改善」活動を行うための情報基本単位とする．基本単位である生データを利用

者が自由自在に収集して，利用する側で必要に応じて加工して取り扱えるようにす

ることで，製造現場部門のみならず，製品開発・設計部門にわたる顧客ニーズに立

脚した，改善活動の多様な情報要求対応できるようにした情報利用のコンセプトを

作り上げ，情報の Just In Time を実現することを目指した．  

このような仕組みを FOA（Flow Oriented Approach）と定義した．FOA では，工

場内のネットワークを活用して，情報すなわち生データが発生のつど送出する発信
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型の情報システム構造を基本にしている．そこで FOA を実現するアーキテクチャ

として柔軟性，拡張性を備えていた自律分散アーキテクチャを採用することとなっ

た [1,11]．90 年代始めには自律分散はまだメーカ独自プロトコルであったが，メー

カにオープン化を促し，かつ，他社制御機器メーカにもプロトコル実装を働きかけ，

ユーザ主導での標準化（ADS-net：Autonomous Decentralized System network）を進

めた [70]．自律分散システムのデータフィールドアーキテクチャは，すべての情報

を蓄えずに流しておき，必要なユーザが選択受信するという考え方で，まさに FOA

が狙っているコンセプトと合致していた．  

 

(4) 新聞生産工程管理システム 

デジタル技術の急速な進歩により，情報伝送媒体は大きな変革期を迎え変貌して

きている．インターネット上で個人組織を問わず，さまざまな情報を発信し，また，

情報を収集しているなど，既存のメディアを使わない情報交換が容易に出来る状況

となっている．このインターネットを媒体として使用すれば，現在のように新聞を

いちいち紙に印刷し配達するという非効率的な作業がいらなくなってしまう． 

21 世紀になり，このように新聞を取り巻く状況が大きく変わってきている．当然

ながら，読者が新聞に求めているニーズは変化し，多様化してきている．新聞の持

っている「モノと情報が一体化」しているという特徴は，他のマスメディアにはな

いもので，メディアとしてその価値を保ち続けるには，状況やニーズの変化を先取

りできるシステムの構築が求められた． 

このニーズに基づいて開発されたシステムが新聞生産工程管理システムである．

新聞の生産工程は，刷版工程，印刷工程，宛名工程，積込工程の４つからなってい

る[2]． 

 

刷版工程 : 大量生産の入り口であり，新聞専用の印刷機であるオフセット輪転

印刷機用の版である刷版を作成する． 

印刷工程 : 高速で低コストが求められる印刷であり，朝刊で一時間に８万部の

印刷をしている． 

宛名工程 : 店単位に細分化した，宛名を新聞の束ごとに書き込む． 

積込工程 : 分単位で着発するトラックに新聞の束を仕分けして積み込む． 

 

このように，作業内容もスピードも違う種類の作業をシステム化することは，相

当の難作業になるといえる．しかも，刻々変化するニュースバリューへの対応，顧

客数の変更への対応などをも同時に行う必要がある． 
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これらの処理能力の違い，変化への即応を可能ならしめたのが自律分散アーキテ

クチャである．本社システムと工場システムとを一つのデータフィールドで結び，

工場内の各工程のサブシステムを別のデータフィールドで結んで，制御データとサ

イズの違いを吸収するようにし，また，各レイアが自律してデータフィールドを介

してデータを共有することにより，フォールトトレランス性をも実現できている． 

朝日新聞の世田谷工場で初めて採用された後，より多くの工場で汎用的に使用で

きるように修正を加えた後，1997 年に川崎工場に導入，他の工場にも次々と導入さ

れていった．また，1998 年春には大阪と西部の両本社にもシステムが入って完成し

た． 

 

2.2 アシュアランス技術 

 

 アシュアランス技術はシステムの安定稼動を保証する技術で，異種性と適応性の

２つの要素を考慮したシステムに適用される技術の総称である．異種性と適応性を

持ちシステムの安定稼動を保証するシステムをアシュアランスシステムと定義さ

れている[14,15,16,17]． 

 

2.2.1 異種性 

 

システムは多くのニーズを満たすものとして構成されるが，このニーズの要求度

合いはシステムにより異なっており，これをニーズレベルと呼ぶ． 

システムの稼動の保証に求められている評価基準は様々であり，例えば以下のよ

うな異種の評価基準が挙げられる． 

 

① 信頼性 

② アベイラビリティ 

③ フェールセーフ 

④ 安全性（セキュリティ） 

⑤ リアルタイム性 

 

システムを設計する際にはこれらの評価基準ごとにニーズレベルを満たす必要

があるが，そのレベルはまちまちである．例えば制御システムにおいては一般に信

頼性とリアルタイム性が求められているのに対し，情報システムではアベイラビリ

ティや安全性が求められる．もちろん，これらのレベルをすべてのシステムのニー
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ズよりも高く設定すれば，すべてのシステムのニーズを満たすことができるが，そ

れは現実的ではない．そこでシステムごとに要求されるレベルを満たすことになる

わけであるが，システムのネットワーク化の背景により，ニーズレベルが異なるシ

ステムが接続されていることから，システムが単独でニーズレベルを満たすことが

できたとしても，他のシステムと連携した時にはその限りではない． 

異種のニーズレベルを持ったシステムの稼動を保証するためには，異種のニーズ

レベルの共存を許容するシステム技術と異種の評価基準を統合した新たな評価基

準が必要となる． 

 

2.2.2 適応性 

 

 ユーザニーズが異種性を持つのみでなく，それが時間的に変化することが，近年

より顕著になってきている． 

 このような異種性を持つユーザニーズの変化に対応して，システムとしても適応

して行かねばならない．従来のように，システムを量的に順次拡大するだけでは解

決しなくなってきている．ユーザニーズの変化に合わせ，システムを質的にも適用

できるような対応が必要になってきている．こういった変化するニーズに対応する

ためには，いかなる状況の変化が起こっても，常に柔軟に対応しうるシステムの構

築が必要となる．このような状況変化への対応能力を適応性と呼ぶ． 

 

2.2.3 アシュアランス性 

 

時間とともに変化する異種のニーズに適応でき，システムの稼動を保証できうる

性質をアシュアランス性と呼ぶ． 

システムを適応させるには，システムの中に異種のモード（建設，障害，テスト，

拡張など）が当然共存しうる．特に，この異種モードを共存させたとしてもシステ

ムの稼動を保証する性質をオンライン・プロパティ（on-line property）と呼び，

これを実現したのが自律分散システムである[4,5,6,7,8]．このオンラインプロパ

ティは，３つの性質，フォールトトレランス性，オンライン拡張性 (段階的拡張性)， 

オンライン保守性(稼動中テスト/修復性)からなる．アシュアランス性実現のため

に，この自律分散システムのさらなる研究が進められている． 

これまで，このアシュアランス，自律分散システムの技術は，一般産業，情報サ

ービス，鉄道，宇宙などの分野を主な対象としてきた．以上のような社会インフラ

に対する要求が強くなるにつけ，社会インフラでもアシュアランス技術が検討され

るようになってきた． 
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2.2.4 アシュアランス技術の動向 

 

アシュアランス技術は，米国国防省やエネルギー省，また，日本の研究者も加わ

り，1996 年設立した IEEE 主催になる HASE(High Assurance Systems Engineering 

Symposium)[10]がきっかけとなり，研究が加速された．日本でも，電子情報通信学

会の FTS 研究会のもとに第 2 種のアシュアランスシステム研究会が 2000 年秋に発

足[3]，以来，活発な研究活動が進み，北米以外では初めて HASE が 2002 年 11 月に

日本で開催された．米国などでは，このアシュアランス技術は，国防省ではインタ

ーネットなどの分野で，エネルギー省では，電力(原子力発電を含む)，交通（BART

など），都市公共設備など分野で検討されてきた．日本では，アシュアランスの言

葉は用いられてはいなかったものの，この技術では世界をリードしており，既に実

用化も進んでいる．以下，鉄道分野での実用例を紹介する． 

国鉄の民営化以降，JR 各社は，鉄道輸送の安全性のみならず，乗客へのサービ

ス向上のためのシステムを研究，開発してきた．この乗客へのサービス向上を目的

とすることにより，ニーズの異種性，そして適応性，つまりアシュアランス性を満

足させなければならなくなり，これを最初に実現したのが，世界最大規模の鉄道輸

送管理システム ATOS(Autonomous Decentralized Transport Operation Control 

System)である．このシステムは，従来のような列車追跡，進路制御といった制御

システムのみでなく，乗客への情報サービス，柔軟なダイヤ計画サービスなどの情

報システムを統合している．さらに，このシステムは，東京圏 19 線区，288 駅，

路線長 1045.5km，1 日あたりの乗客数約 1400 万人（2005 年度版 ATOS 見学パンフ

レットより）を対象とする世界最大規模の社会インフラである．規模が大きいため，

このシステムは，1990 年の計画以来 1992 年中央線での建設開始，1996 年実用化

から，順次他線区でも開発，実用化を進め，現在でも続行中である．このように開

発期間が長いことからも，ユーザニーズを完全に予測できず，システムの適応性は

不可欠である．また，情報と制御システムが連携して，それぞれの異種の要求を満

たし乗客指向の運行を実現し，アシュアランス性を実現した自律分散システムの技

術が用いられている[20,21]． 

また，乗客へのサービス向上のため，デジタル自動列車制御装置（D-ATC）も開

発し，順次，新幹線や東京圏の列車に導入を進めている．このシステムは，列車自

体を自律化させるもので，各列車が位置を検知し，列車相互の交信により，それぞ

れで走行速度やブレーキ制御により安全な運行を保証するものである．これにより，

従来のような地上側での集中的な制御でなく，状況に応じた制御ができるため，列

車間の間隔を狭めることができ，列車の混雑度を緩和できる．このシステムはもち

ろん，地上側のシステムとの連携も必要である．また，このような装置は，全車両
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に同時に設置することは経済的にも難しい．そこで，順次，この装置を導入し，線

路上には，新旧の装置を搭載した列車が混在する．当然，安全性は，実環境下でテ

ストされなければならないが，営業時間の増大により，テストも，営業時間内にや

らなければならないようになってきている．このような，稼動／テストモード，新

／旧装置搭載列車を共存させるといった異種ニーズと，運行状況の変動に合わせた

適応性からなるアシュアランス技術が研究，実用化されている[18]． 

この他，アシュアランス技術は，宇宙の分野で民生品を用いた高信頼，高機能，

高性能な高アシュアランスの宇宙用搭載コンピュータの実現を目指してアーキテ

クチャが提案されている[22,23]．また，医療分野でもペースメーカのような埋め

込み型医療装置は，機械的機能，電気的機能，ソフトウェア機能は分解されてデザ

インされ，各サブシステムはそれぞれに対する要求を満たすものとして設計され，

そのうえで再び統合されている．このように，異種の目的を持ったサブシステム群

を統合し共存させることはアシュアランス技術の一つであり，今後の研究に期待さ

れる．以上のように，アシュアランス技術は情報サービスシステムなどの社会イン

フラ向けに，研究，実用化が進んでいる．  
 

2.3 異種システム共存技術 

 

自律分散システムは，システムを構成している要素であるデータフィールドとサ

ブシステムとからできている．また，自律分散以外のシステムでもシステム同士が

互いに結ばれている場合，個々の結合が 1 つのデータフィールドであると見なすこ

とができる．  

共存のための技術について，基本的な構成方法をデータフィールドに対して３つ，

サブシステムに対して２つ提示し（表 2.1），その構成方法の組合せによって異種

システム共存の６のタイプを説明する．  
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表 2.1 システム共存の基本的構成方法  

 
2.3.1 データフィールド 

 

データフィールドの性質は，そのデータフィールドを構成している伝送速度，光

ファイバー，無線，メモリなどの物理的な要素とデータフォーマット，データ形式

などの論理的な要素によって次の３つに分類できる（表 2.2）．  

 

表 2.2 データフィールドの三つのタイプ 

 
(1) 統合型データフィールド 

物理的にも論理的にも同一のデータフィールドを統合型と呼ぶが，以下に述べる

分離型，共存型のデータフィールドを２つのシステムが共存できるようにしたもの

も含むものである．前者を一体型統合データフィールド，後者を接続型統合データ

フィールドと呼んで区別する．  

システム双方が同じように相手のデータを利用し，かつ，時間的にもほぼ同時に

データフィールドA

データフィールドB

サブシステムデータフィールド

データフィールドAB

Sa Sb

Sab

分離型

統合型

共存型

データフィールドA

データフィールドB

同じ 異なる
論理的

物理的

同じ

異なる

統合データ
フィールド 分離データ

フィールド
共存データ
フィールド
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連携を図りたいという要求がある．また，状況に応じてアプリケーションプログラ

ムを別システムの計算機に移行して実行することで，信頼性や応答性を改善したい

という要求がある．このとき，データフィールドを統合して一つにまとめる．この

データフィールドの統合は，全く物理的にも 1 つのネットワークとすることによっ

て実現できるが，２つのネットワークを接続するのみの対応でもよい．もちろん，

別に１つネットワークを新たに構成することでも対応できるがコスト面で得策で

ない．  

一体型統合データフィールドに流れるデータは，これまで別々に流れていたすべ

てのデータが合流するため，ネットワーク上のデータ伝送量は増大する．各サブシ

ステムは，内容コードを基に選択受信するため，どのサブシステムからのデータも

受信できる．  

接続型統合データフィールドでは，全サブシステムを複数のデータフィールドと

接続してデータ伝送量の増大を回避することができる．この方法によると，内容コ

ードを基に選択受信するため，どのネットワークから受信してもよい．また，計算

機は，それぞれのネットワークに同一データを重複して送信しても問題ない．この

ときは，受信側の計算機で，同一内容のデータを複数受信でき，ネットワークのフ

ォールトトレランス性を向上させることができる．このように，ネットワークの負

荷分散による性能向上とフォールトトレランス性向上を容易に実現できる．  

 
(2) 分離型データフィールド 

分離型データフィールドは物理的に異なる媒体を持ったデータフィールドとし

て定義される．流れるデータの論理的な構成は同一でもよく，また異なっていても

よい．このタイプの２つの分離型データフィールドを共存させるにはゲートウェイ

を必要とする．システムのデータフィールドを保存したままで，それぞれをゲート

ウェイで接続する．ゲートウェイは，接続するデータフィールド間にあって互いに

共有したいデータのみを選択し通過させる．従来のシステムにおいては，システム

をゲートウェイでつなぎ，その間のデータのやり取りを制御するために特別な装置

を必要とする．  

一方，自律分散システムにおいてはデータフィールドアーキテクチャによって以

下のように行う．各計算機の ACP が，そのサブシステムで必要とする内容のデー

タのみを取り込むのと同じ機能である．データフィールドを構成するシステムにと

っては，そこに接続されるいかなるサブシステムも自律したサブシステムと見なせ

る．ゲートウェイでも，それがデータフィールドに接続されれば，そのデータフィ

ールドを構成するシステムの自律したサブシステムになり得る．つまり，ゲートウ
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ェイとシステムを合わせて他方のシステムにとっての自律したサブシステムと見

なせる．ゲートウェイを自律させるために ACP を持たせる．システム内には，幾

つかのサブシステムが存在し，それらには，複数のアプリケーションソフトウェア

がインストールされている．ゲートウェイの ACP は，これらアプリケーションソ

フトウェアが必要とするデータの内容コードを登録する．これにより，一方のデー

タフィールドを流れるデータの中から，他方のシステムが必要とする内容コードの

データのみがゲートウェイを介して取り込まれ，他方のデータフィールドに送出さ

れる．このゲートウェイから取り込まれたデータは，システム内で発生したデータ

と全く同様に，そのデータフィールド上を流れ，それを必要とするサブシステムで

選択収集される．このデータが，他のシステムから送出されたかどうかにかかわり

なく，アプリケーションソフトウェアは，それを用いて処理を実行する．また，こ

の処理結果は，データフィールドに送出され，もし，他方のシステムがそれを必要

とし，ゲートウェイにその内容コードが登録されていれば，そこを通過して他方の

データフィールドに送出される．  

 
(3) 共存型データフィールド 

物理的には同じデータフィールドの中に，論理的に別の体系のデータを流して，

システム間で区別して使用する場合，これを共存型データフィールドという．デー

タフィールドは別に存在するとみなすが，コンテンツコードが異なるデータが流れ

ていると見れば同一のデータフィールドともみなせ，その意味では統合型データフ

ィールドと同じ働きをする．システムのデータフィールドは保存したままであるが，

これを実際に共存システムとして働かせるには，２つ以上のデータフィールドに１

つのサブシステムから接続できるように構成して，サブシステムからそれぞれのデ

ータフィールドに流れるデータを取り込めるようにするか，ゲートウェイで２つの

データフィールドを接続してもよい．  

元々あるネットワークに，別サブシステムを接続し，それぞれのシステムのネッ

トワークを用いるため，サブシステムはネットワークの本数だけ通信ポートを用意

する必要がある．サブシステムの ACP は，アプリケーションソフトウェアがイン

ストールされたときに，必要とする入力データの内容コードを登録する．共存型に

するために，サブシステムをそれぞれのデータフィールドに接続する方法はいろい

ろ考えられるが，たとえば実際にケーブルでつないだり，無線で構成されたデータ

フィールドであればそれらを受信発信できるようにしたりするなどである．  

この接続法では，ネットワークが複数あり，データフィールドに流れるデータは，

それぞれのデータフィールドを流れるため，ネットワーク上のデータは共存させる
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前と変化はしない．  

 
2.3.2 サブシステム 

 

データフィールドの場合と同様，サブシステムを共存する方法にも２つの種類が

ある．サブシステムが２つのシステムと結ばれているか，あるいは２つの別システ

ムのデータフィールドと結ばれているとき，いずれか１つのシステムあるいはデー

タフィールドとの間でしかデータのやり取りができない分離システムと，サブシス

テムが２つのシステムとデータをやり取りすることができる統合システムとの２

つがある．以下にこの２つのシステムについて説明する． 

 

(1) 統合型サブシステム  

このサブシステムは，複数の種類のアプリケーションを持っており，これがサブ

システム内に統合した形で存在する．それぞれのアプリケーションは，対応するシ

ステムあるいはデータフィールドとの間でデータ交換を行い，その結果をサブシス

テム内の別のアプリケーションで処理を行うことによってシステムの共存を可能

としている．  

 
(2) 分離型サブシステム 

このサブシステムには，１種類のアプリケーションプログラムしか組み込まれて

おらず，このアプリケーションプログラムは１つのシステムあるいはデータフィー

ルドとしかデータのやり取りができない．したがって，システム共存を行うために

はデータフィールド側で対応を取る必要がある．  

 
2.3.3 異種システム共存技術 

 

サブシステムとデータフィールドから成る２つのシステム A，B があるとき，こ

の２つのシステムを共存させるには，サブシステムとデータフィールドの型の組合

せにより，表 2.3 に示すような６つのタイプのシステム共存タイプがある．以下に

それぞれのタイプの特徴を説明する．  
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表 2.3 サブシステムとデータフィールドの分類  

 

Type-1; 統合型サブシステム－統合型データフィールド（図 2.5 (a)）  

サブシステムとデータフィールドが共に統合型であり，サブシステムからブロー

ドキャストされるデータは統合型データフィールドに流れる．この場合データフィ

ールドが一体型統合データフィールドである場合は，このシステムは１つのシステ

ムとなる．一方，接続型データフィールドである場合は２つのシステムが共存でき

たことになる．当然のことながらデータフィールドは統合されているため，それぞ

れのシステムのデータは同一データフィールド内に同時に流される．このためデー

タフィールドの伝送容量の検討が必要となる．  

 

Type-2; 統合型サブシステム－分離型データフィールド（図 2.5 (b)）  

サブシステムは統合型で，２つの分離型データフィールドの双方に接続されてい

る．データはサブシステムのアプリケーションプログラムが作成し，対応するデー

タフィールドにブロードキャストする．データの受信はデータフィールドに流れて

いるデータを選択受信して，対応したアプリケーションプログラムがそのデータに

より処理を行う．これは，統合システムによりシステムを結合することとなる．  

 

Type-3; 統合型サブシステム－共存型データフィールド（図 2.5 (c)）  

データフィールドは共存型であるため，統合型サブシステムのアプリケーション

プログラムはブロードキャストするが，データフィールドに合わせた形でデータフ

ォーマット作成する．接続しているデータフィールドからはデータを受信して処理

を行う．データフィールドを介してシステムの共存が可能となる．  

 

Type-4; 分離型サブシステム－統合型データフィールド（図 2.5 (d)）  

サブシステムは分離型であるので，それぞれに別のアプリケーションプログラム

を持っているが，データフィールドにブロードキャストされるデータは同一の仕様

のデータとして扱われる．統合型のデータフィールドに流れているデータはそれぞ

サブ
システム

データフィ
　　　ールド

Type-1              Type-2               Type-3

分離型統合型 共存型

分離型

統合型

Type-4              Type-5               Type-6
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れのサブシステムにおいて選択受信される．データフィールドの統合によりシステ

ムは共存している．  

 

Type-5; 分離型サブシステム－分離型データフィールド（図 2.5 (e)）  

サブシステムとデータフィールドが共に分離型であるということは，それぞれの

システム自体は互いに独立しているということである．これは，２つの独立したシ

ステムである．ゲートウェイで両方のデータフィールドを結ぶことによりシステム

共存ができる．  

 

Type-6; 分離型サブシステム－共存型データフィールド（図 2.5 (f)）  

サブシステムは分離型で，それぞれのアプリケーションプログラムはブロードキ

ャストされるデータフォーマットをデータフィールドに合わせた形で作成できる．

接続しているデータフィールドからはデータを受信して処理を行う．このままでは

システムの共存はできていないが，センターシステム同士をゲートウェイで結ぶか，

データフィールド間をゲートウェイで結ぶことによりシステム共存が可能となる． 

 

以上説明したことを整理すると，Type-1 と Type-4 はシステムは統合型データフ

ィールドによってすでに共存しているといえ，Type-2 と Type-3 は統合型サブシス

テムによってシステム共存が実現でき，Type-5 と Type-6 はゲートウェイでデータ

フィールドを接続することによるシステム共存の方法である．  
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図 2.5 サブシステムとデータフィールドの分類  
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また，この共存型データフィールドによる共存技術を使って，異種システムの共

存技術として次の２方式がある[24]． 

さらに，共存型データフィールドによる共存技術を使って，異種システムの共存

技術としてこの２種類を統合した方式を新たに提案する．  

 
(1) データ交換型システム共存技術  

２つのデータフィールドをゲートウェイ (GW)により結び，２つのシステムの間

でのデータを交換することによって，ニーズレベルの違う２つのシステムの共存，

あるいはニーズの異なる他システムとの共存が可能となる．すなわち，別々のデー

タフィールド DF（Data Field）を有した，ニーズレベルの異なるまたはニーズそ

のものが異なる２つのシステムを共存させるのがこの方式である．このように，ニ

ーズレベルもしくはニーズそのものの異なるシステム間に，相互のデータ交換処理

を行う GW によってニーズの差を吸収させ，システムの共存を可能とした（図 2.6）． 

 

 

図 2.6 データ交換型システム共存技術  

 
(2) データフィールド型システム共存技術 

統合型のサブシステムが両方のデータフィールドにアクセスできるように構成

する．このサブシステムは２つのシステムのデータを読むことによって，そのコン

テンツコードに従ったリアルタイムな自律制御が可能となる．データにどちらのデ

ータフィールドのデータかを区別できるフラグが付いているため，サブシステムは

どちらかの処理をデータによって制御できる（図 2.7）． 
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図 2.7 データフィールド型システム共存技術  

 
(3) データ交換・データフィールド統合型システム共存技術 

データ交換型とデータフィールド型の２つの方式を統合したシステム共存技術

である．データ交換型の持つ，「ニーズレベルの異なるまたはニーズそのものが異

なる２つのシステムを共存させる技術」とデータフィールド型の持つ「２つのシス

テムのデータを読むことによって，そのコンテンツコードに従ったリアルタイムな

自律制御が可能となる技術」の両方式の利点を活かしたシステム共存技術を提案す

る．（図 2.8）これを「データ交換・データフィールド統合型システム共存技術」

と呼ぶ． 

 

 

図 2.8 データ交換・データフィールド統合型システム共存技術 
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第3章  

異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャと

アシュアランス技術 

  

本章では，異種統合型情報サービスシステムのモデルを提案し，アシュアランス

性を定義する．さらに，異種統合型情報サービスシステムにおける「システムアー

キテクチャ」構築技術を提案し，このシステムアーキテクチャにより，高速処理の

ための「自律連携処理（自律分散アルゴリズム）」と高信頼性のための「自律分散

整合化技術」とを提案し，高速性と高信頼性を両立させる自律分散アシュアランス

技術について述べる．  

また，このようなアーキテクチャと技術のもとで，システム変動下における稼動

の保証度合を評価するためのアシュアランス性評価技術として，「機能信頼性評価

技術」を提案し，その技術について解説する．  
 

3.1 異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ構築技術 

 

本節では，前第 1 章で述べた異種統合型情報サービスシステムのニーズを解決す

るための「システムアーキテクチャ」構築技術について解説する．  
「異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ」は，異種データの特性に応

じてデータフィールドを構成し，それらが目的に応じてゲートウェイを介してデー

タを交換できるようにしてある．ここでは各サブシステムに自律性を持たせ，それ

らがデータフィールドを介した連携により，システムの部分的障害，拡張，保守に

おいても，稼動の継続性が保証できるようにした．  
詳細は３．１．３項で述べるが，本論文で提案する「異種統合型情報サービスシ

ステムアーキテクチャ」は，データフィールド毎に処理の時間を変化させた「時間

差異種データフィールド」技術により構成したシステムである．  

 

3.1.1  異種統合型情報サービスシステムの論理モデル 

 

前第２章では，異種ニーズ，異種モードの共存する環境下でシステムの安定稼動

を図るための技術として自律分散システムとアシュアランス技術について述べて

きた． 
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以下に，複数の異種システムを共存させる場合についての論理モデルを考察する. 

図 3.1 は複数の GW を用いて分離型システム共存を実現している. 自律制御プロセ

ッサーACP を内蔵した自律分散サブシステムである GW によって, 異種システムを

統合することにより, 接続されたシステム自体が 1 サブシステムとして取り扱え

るので, 統合に伴うパラメータの再設定や,システムの再稼動などの複雑な作業は

不要であり, 容易にシステム統合が可能となる. 任意のシステムが自律サブシステ

ムを内蔵した GW を介して容易に統合, 離脱が可能である[25]. 

図 3.1 のリカーシブモデルにより，複数の自律分散システムを統合したシステム

は，それ自身が自律分散システムとなる．個別のミッションを遂行するために構築

されたシステム S1 と S2 を統合接続するとき，これらを自律分散サブシステムであ

るゲートウェイ GW12 を介して互いに接続する．GW12 はシステム S1 の 1 サブシステム

でもあり，同時にシステム S2 の 1 サブシステムにもなる．GW12 はシステム S1 のデ

ータフィールド DF1 を流れるデータの内容コード(CC)をもとに選択し，システム S2

の DF2 に透過したり，あるいは反対に S2 の DF2 から S1 の DF1 にデータを透過したり

する．このことは GW12 自身に自律制御プロセッサー（ACP）ミドルウェアが組み込

まれ，各システムの 1 サブシステムとして機能することにより，可能となる．S1

のアプリケーション・オブジェクト（AO）に必要とされる内容コードは前もって

AO 自身により GW12 に登録される．この時接続されているアプリケーション・シス

テム S2 全体，及び GW12 は S1 にとっては１つの自律サブシステムとみなせる．同様

にシステム S1 全体，及び GW12 は S2 にとって，１つの自律サブシステムとみなせる． 

  

図3.1 リカーシブモデル 
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 以上において GW12 は S1 の AO に必要となる，事前に登録された内容コードをもつ

データを S2 より選択的に受信し，S1 に透過する．さらにシステム S2 が GW23 を介し

てアプリケーション・システム S3 に接続されているとき，S2 と S3 を接続している

GW23 及びアプリケーション・システム S3 は，S2 の 1 つの自律サブシステムとなる．

GW23 は S2 の AO に必要な内容コードをもつデータを S3 より選択し，S2 にパスする．

従って GW23 には S1 及び S2 の両方の AO に必要な内容コードを登録しておく． 

 このように ADS リカーシブモデルにおいては，自律分散システムは ACP を内蔵し

た自律分散サブシステムである GW によって，異種システムを統合することにより，

接続されたシステム自体が 1 サブシステムとして取扱えるので，統合に伴うパラメ

ータの再設定や，システムの再稼働などの複雑な作業は不必要であり，容易にシス

テム統合が可能となる．任意のシステムが自律サブシステムを内蔵した GW を介し

て容易に統合，離脱が可能である． 

 

3.1.2 異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ 

 

(1) アプリケーションモデル 

図3.2に示すような無線通信式ＩＣカードを使った異種統合型情報サービスシス

テムのアプリケーションモデルを考察する．このシステムはＩＣカードと端末，駅

サーバ，センターサーバがネットワークで統合されている自律分散システムである． 

 

 

 図3.2 アプリケーションモデル（鉄道ICカード乗車券システム） 
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ＩＣカードと端末間は無線通信によりオンラインリアルタイムで高速な処理が行

われる「制御システム」である．IC カードは識別コード（CC: Content Code）が付

いたデータをDF（Data Field）にブロードキャストし, 端末（改札機）はセレクト

してデータの収集・処理を行っている． 

各端末と駅サーバ間は駅内LAN ，駅サーバとセンターサーバはWANで結ばれており，

改札機からの高負荷トランザクション（2400万トランザクション／日；2006年7月）

を処理する「情報システム」である．各端末・サーバ間は, データフィールドを介

して自律分散処理をしている. 駅レベルでは, 駅サーバからDFにデータをブロード

キャストしており, 各端末（自動改札機, 自動券売機など）はセレクトしてデータ

を受け不正カードチェックや運賃計算などの処理をしている. また, 各端末は自律

して稼動しており, 一部の端末が故障しても他の端末には，その影響を及ぼさない

システムとなっており，データの信頼性を確保している．  

このアプリケーションシステムモデルの特徴は高速処理をする「制御システム」

とデータの信頼性を確保して高負荷トランザクションを処理する「情報システム」

とが統合されたシステムである[56]． 

 

(2) システムモデル 

前項の「異種統合型情報サービスシステム」のシステムモデルを図3.3に示す． 

 

 

図3.3 異種統合型情報サービスシステムのモデル 
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「異種統合型情報サービスシステム」の課題は制御システムと情報システム統合

による異種のニーズが混在しており，更にシステムの動的な変動（故障，拡張，改

修など）環境下でもその稼動を保証するシステムであることが求められている．異

種のニーズは制御システムのリアルタイム性と情報システムの信頼性であり，異種

の手段は無線システムと有線システムなどである．このような異種のシステム，手

段，ニーズなどを統合してもシステムのフォルトトレランス性，拡張性，保守性確

保し，システムの自律性，安定性を確保する必要がある． 

このため，本論文では，データフィールド（DF）毎に処理の時間を変化させたDF

を提案し,これを「時間差異種データフィールド」と呼び，この「時間差異種DF」に

よりシステムを構築した．このシステムアーキテクチャ構築技術により，異種ニー

ズ／異種モード下でシステムのアシュアランス性を満たすことが可能になっている． 
図3.3では処理速度が「高速処理」「中速処理」「低速処理」と3 種類の処理時間

の異なるDF 群から構成されている．この異種統合型システム自身も自律分散システ

ムであり，前節で述べた「異種統合型情報サービスシステム」である．このように

異種統合型情報サービスシステムはシステムニーズに合わせた「時間差異種DF 」に

より構成されているという特徴がある. このシステムアーキテクチャにより，高速

性と信頼性という異種ニーズの両立を実現している． 

 

3.1.3 時間差異種データフィールド 

 

前項で述べた異種統合型情報サービスシステムのアーキテクチャには異なる処理

速度のDFである「時間差異種DF」技術が提案され，これがこのシステムの特徴とな

っている．以下に従来のDFと時間差異種DFとの違いを述べる． 

 

(1) 従来のデータフィールド 

 ２．３．３項で異種システムの共存技術としてゲートウェイでデータフィールド

を接続することによるシステム共存の方法について述べてきた．図3.4に示すように

サブシステムで処理されたデータは処理直後にDFにブロードキャストされる．さら

にそのデータはゲートウェイ（GW）を介して直ちに他のDFに送信される．このよう

に従来のDFではGWは時間差無しにデータの送信を実施している． 
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図3.4 従来のデータフィールドとゲートウェイ 

 

(2) 時間差異種データフィールド 

従来のデータフィールドでは前述したように，処理直後にデータの送信が行われ

ていた．しかし，システムにおいては，その利用環境やニーズにより時々刻々と状

況が変化している．例えば，ネットワークの輻輳の度合い，障害発生の有無，サブ

システム間の処理速度（バッファの大きさ）の違い，等による状況の変化が考えら

れる．これらの状況の変化に合わせてシステムを柔軟に対応させ，システムの安定

稼動を図る技術として時間差異種DFを提案した．この時間差異種DFは，図3.5に示す

ように，各ゲートウェイ（GW）が状況を判断した上で時間差を持ってデータの送信

を行うものである．  

 

 

図3.5 時間差異種データフィールド 
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3.2   アシュアランス性の定義 

 

第２章で述べたように，アシュアランス性とは異種性と適応性の２つの要素を考

慮したシステムに適用される技術の総称であり，この２つの性質を併せ持つシステ

ムをアシュアランスシステムという． 

異種統合型情報サービスシステムにこの２つの性質を対応させたとき，図 3.6 に

示すように，異種性とは，システムのニーズレベルの異なる制御／情報システムな

どの異種システムの共存と高速性，高信頼性という異種ニーズの共存が該当する． 

また，適応性としては，時間的に変化する環境の中で段階的にシステムを，統合・

結合・更新していくという段階的システム構築が該当する．このような性質をうま

く利用してシステムの稼動を保証することが，異種統合型情報サービスシステムに

おけるアシュアランス技術である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 アシュアランス技術と異種統合型情報サービスシステム 
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3.3   自律分散高速処理技術 

  

 異種統合型情報サービスシステムにおいては「制御システム」リアルタイム処理

の条件下で「処理の高速性」と「サービスの継続性」が求められているが，サブシ

ステムレベルでは情報（データや処理法）が不完全だったり，情報が局所的だった

りするという課題がある．この課題を解決し，「高負荷トランザクション処理の高速

化」という目的を達成するため，異種統合型情報サービスシステムのアーキテクチ

ャを使った高速処理技術として「自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）」を以

下に提案する．   
また，従来の高速処理技術である「並列／分散処理技術」，「最短経路アルゴリズ

ム」についても以下に述べる．従来技術との比較から，今回，提案した「自律連携

処理技術（自律分散アルゴリズム）」について，基本理論，システムのモデル化，情

報と処理の局所性など，自律連携処理技術の理論を解説する．  

 
3.3.1   従来の高速処理技術 

 

(1) 並列／分散処理技術 

処理を高速化するための技術として分散処理技術がある．これは複雑な処理，大

規模な処理を複数に分割して処理し，その結果を結合して実現する．大きく分けて

分散実行と分散開発の二つの技術がある． 

分散実行は，複数のコンピュータで部分処理し，処理結果を通信路で統合して全

体処理を行う技術である．利点としては，高信頼，故障部分以外稼動可能であるこ

となどがある．また，分散開発は各々に分散したサブシステムを１つずつ，又は 1

部並行して，段階的に構築する開発体系で，主にソフトウェアの開発における仕組

みである．利点としては，複雑・大規模なシステムの開発が容易であること，仕様

が全て明確でなくても，部分毎に積上げ，徐々に開発可能であること，稼働中でも

拡張・変更が容易であることなどが上げられる． 

他にも並列処理技術がある．これは，コンピュータで複数の処理を同時に進行さ

せる事により，効率の向上をはかる技術のことである．基本的には，一つの処理目

標を複数の演算装置に分割して物理的な並列化を行う場合を指す．ただしマルチス

レッドなどで仮想的な資源の多重化を行い，演算装置の待ち時間を他のタスクに利

用する場合も並列処理と呼ぶ場合がある．並列処理は，大きくメモリ共有型とメモ

リ非共有型に大別される．代表的なものにグリッド・コンピューティングがある．

これは，インターネットなどの広域のネットワーク上にあるコンピュータ資源（記

憶資源も含む）を結びつけひとつの複合したコンピュータシステムとして処理を行
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う仕組みである．これらの技術は何れもハードウェア資源を活用した技術である． 

ソフトウェアによる分散処理の例として，遺伝的アルゴリズム（ Genetic 

Algorithm：GA）における代表的な並列/分散モデルがある．この 遺伝的アルゴリ

ズムにおける並列/分散化は大きく 2 つに分類される. 1 つはアルゴリズムとして

探索性能の向上を目指したモデルの分散計算モデルと, 並列化による高速化を図

るモデルの並列実行モデルとに分類される[32]． 

また，他にもエージェントを使ったアルゴリズムにより，高速処理する手法が提案

されている．たとえば，複数の自律ロボットが分散協調して作業に当たる場合，各

ロボットの移動・行動計画立案，センシング情報の統合などのためには，複数の制

約問題を解く必要がある．しかもこれらの制約問題は，センサーやロボットの限ら

れた計算資源で，分散した状態のまま，実時間で解かなければいけない．この問題

は分散制約充足問題に一般化することができる．分散制約充足問題とは，制約充足

問題の変数，制約が複数のエージェントに分散されたものである．分散制約充足問

題を解き，高速処理を実現するための手法である[33]． 

以上のように，従来の高処理技術は次のような特徴がある． 

 

①  ハードウェアの分散により高速処理を実現する技術 

②  ソフトウェア（アルゴリズム）はハードウェアの状態に合わせて，あらかじ

め決められた方法で高速処理可能としたものである． 

③  アルゴリズムは統計や確率的手法を用いており，シミュレーションなどの分

野での活用が有効である． 

 

 このため，高負荷トランザクションを高速処理可能とする分野での研究はまだ進

んでいない． 

 

(2) 最短経路問題のアルゴリズム 

 前項で高速処理についての従来の技術を述べた．異種統合型情報サービスシステ

ムを高速処理するためには処理技術と併せてトランザクション処理の内容，そのも

ののアルゴリズムを工夫することにより高速化が可能になるケースがある．例えば，

ネットワークの効率の良さを求めるために, ノード間の最短経路長を求める必要

がある場合などの「最短経路を求めるアルゴリズム」がそうである.この分野の技

術についても以下に調査した． 

最短経路長を求めるアルゴリズムには, 全ての 2 点間の最短路・最短距離を求め

る方法であるウォーシャル・フロイド法（Warshall-Floyd 法）[64], 特定の 2 点

間の最短路・最短距離を求めるダイクストラ法（Dijkstra 法）[65]などがある. 
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①  ウォーシャル・フロイド法（Warshall-Floyd 法） 

全ての 2 点間の最短路・最短距離を求める方法にウォーシャル・フロイド

法（Warshall-Floyd 法）がある. まず, 点 i から j に向かう枝がある場合は

その距離 dij を, ない場合は∞とした直接距離行列を作成する. 次に, i から

j に別の 1 点を経由した場合（枝 2 本）の最短路・最短距離を求め, 距離行

列を更新する. その際, 次に経由する点を pij として記憶しておく. 更新され

た距離行列を用いてこの操作を再度行えば, 枝 4 本まで使った最短路・最短

距離が求まる. この操作を 2h≧n-1 となるまで h 回繰り返せば, 最終的な最

短経路・最短距離が求まる.  

手順をアルゴリズムとして以下に示す.  

1. pij=j(i∈N, j∈N), h=1 とおく. 

2. 全ての i,j,k∈N(k≒i,j)に対し,  

dij＞dkj であれば, dij=dik+dkj, pij=pik とする.  

3. 2h≧-1 であれば終了. 

4. h=h+1 として 2 にもどる. 

  

②  ダイクストラ法（Dijkstra 法） 

ダイクストラ法（Dijkstra 法）は特定の点からの最短路・最短距離を求め

る方法である. n 個の点（集合 N）からなるネットワーク上で, 枝(i, j)の距

離が dij で与えられている. 始点 s から点 j までの最短距離を vj その路の直

前の点を pjとする. 始点 sから vjの小さい順に点 jへ枝を延ばしていけば, こ

のネットワークの最短経路を発見できる. 

 

以上のような方法で２点間の最短経路と最短距離は求められる．しかし，本論文

では，鉄道ＩＣ乗車券システムをアプリケーションモデルとしており，単に２点間

の最短経路と最短距離を求めることではなく，定期券などの特殊な乗車券と組み合

わせた時でも，最安運賃計算を端末のレベルでいかに高速処理するか，ということ

である．このような例はインターネットでのサービスを受けるケースで割引権限

（一定の条件で割引や無料のサービスを受けられる権利）を有する場合，その権限

を利用した場合と利用しない場合でサービス料金がどちらの場合が少ないかを選

択する，という問題を端末のレベルで高速処理する場合などが同様のケースである．  
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3.3.2   自律分散高速処理技術 

 

本項の「自律分散高速処理技術」は各ノード（サブシステム）が持つ情報／処理

が局所的であるという条件下で，処理アルゴリズムを工夫して高速性を達成する方

法として「自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）」を提案する．以下に自律

連携処理技術の基本理論とそのモデル化，そして，システムモデルによる自律分散

アルゴリズムとそのフローチャート，情報／処理の局所性，最適処理時間などにつ

いて述べる． 

 
(1) 自律連携処理技術の基本理論 

図3.7に示すように，端末でデータD１をシステムScでD２に変換する場合の処理時

間をtcとする場合に，この処理時間を高負荷トランザクション時の端末の視点で高

速化する方法について考察する． 

図3.7 通常の処理 

 
高速処理のための方法として，図3.8に示すように処理を前処理と後処理に分割し，

各々の処理結果を自律連携処理し図3.7の通常の１回処理と同様の結果を得る技術

を提案する．これを「自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）」と呼び，処理の

アルゴリズムを「自律分散アルゴリズム」と呼ぶ．トータルの処理時間はtcより少

なくなるとは限らないが，個々の端末レベルでの処理間の短縮は可能である． 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.8 自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）  
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(2) モデル化 

 前項の基本理論を利用し，ノードでの高速処理を可能にする「自律連携処理技術

（自律分散アルゴリズム）」のシステムの基本モデルを図 3.9 に示す．  
システム全体をＳとし，Ｓはノードの集合 U とノード間の最短経路の集合Ｌか

ら構成される．ここで，ノード間相互を結んだものを「リンク」，ノード間の最短

ルートを「パス」と呼び，その値を「パス値」（|L|＝ｌ）と表す．また，パス値が

特別のルール（|L|＝α(ＵPX，ＵPｙ)）であるノードの集合を集合Ｐと定義し，そ

の集合を「ドメイン」と呼ぶ．詳細は以下のとおりである．  

 
①  ノードの集合をＵとし，Ｕ={Ｕ1, Ｕ2, Ｕ3, …, Ｕn}と表す．集合Ｕは n 個

のノードから構成されている． 

②  各ノードは 1 個以上の他のノードと繋がっており，ノード間の最短経路の集

合をＬとする． 

③  ノードＵi とＵj の最短経路はＬij と表す． 

最短経路の値（絶対値）を|Ｌij|=lij (パス値)とする． 

④  ノードの集合Ｕとリンクの集合Ｌを合わせたものを システムＳ（Ｕ，Ｌ）と

する． 

⑤  各ノードは自律分散処理を行う． 

・ 自ノードは全てのノードまでの「パス値：lij (ローカル情報)」を持つ． 

・ 全ノード間相互のパス値は持っていない． 

⑥  集合Ｕの中で「パス値が特別のルール，|L|＝α(ＵPX，ＵPｙ)（エリア内の各

ノードの関係はα(ＵPX，ＵPｙ)で表される．」であるノードの集合をＰとし，

Ｐ={ＵＰ1,ＵＰ2, …, ＵＰk} で表し，「ドメイン」と呼ぶ． 

⑦  ドメイン集合Ｐは k 個のノードから構成される． 

但し，Ｐ⊂Ｕ,  n>k である． 
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図 3.9 自律連携処理技術のシステムモデル（基本）  

 
また，図 3.10 に一般モデルを示す．一般モデルではパス値が異なるドメイン集

合 P1，P2，P3 … Pi が複数存在する． 

 

 

図 3.10 自律連携処理技術のシステムモデル（一般）  
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(3) 自律分散アルゴリズム 

 図 3.9 のシステムモデルのノードでの高速処理を可能にする「自律連携処理技術

（自律分散アルゴリズム）」について述べる． 

ノードの処理時間とノード数，トランザクションとの関係を表 3.1 に示す．例え

ば，ノード数が多いと，ノード間の組合せが多くなり，処理は複雑化し，結果とし

て，処理時間は長くなる．また，トランザクションが多い場合は，処理が停滞し，

処理時間は長くなる．  

 
表 3.1 処理時間とノード数・トランザクションの関係  

 
処理時間  

多い  長い  
ノード  

少ない  短い  

多い  長い  
トランザクション  

少ない  短い  

 
このような特徴があるシステムにおいて，トランザクションの発生特徴に応じた，

処理方式（分割・連携と統合一括）の最適解を求めるのが，自律連携処理技術（自

律分散アルゴリズム）である．  

 
①基本モデルのアルゴリズム  

図 3.9 に示すように「ユーザ」がノードＡからノードＢまでのサービスを受

け，その処理をする場合（例えば，乗車による運賃，ネットワークサービスの

付加料金など）にドメイン集合Ｐ（パス値=特別のルール）を経由する場合と

しない場合のケースを考察する．ただし，ユーザは始点ノードでの処理データ

を終点ノードに伝達可能（例えば，ＩＣカードやインターネットを利用するな

どの方法）と仮定する．  
図 3.9 の「ノード A:Ｕa からノード B:Ｕb までの最小値を求めるアルゴリズ

ム」を以下に示す． 
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前提  
システムＳ（Ｕ，Ｌ）．Ｕ：ノードの集合（ｎ個）．Ｌ：ノード間の最短経路の

集合．  
ドメイン集合Ｐ（ただし集合 P 内ノード間のパス値：|Ｌ|＝０） , P∈U．  

但し，min(X):X の最小値．Min(X,Y):X と Y の最小値 

 
Step1：ノード  Ua からドメイン集合 P 内の各ノードまでの最短経路のパス値

の最小値を求める．      min (|La-P|) 
|La-P|はノード  Ua から集合Ｐ内のノード  UPi  (i=1~k)までの最短経路のパ

ス値．  

 
Step2：ノード  Ｕ b からドメイン集合 P 内の各ノードまでの最短経路のパス値

の最小値を求める．      min (|Lb-P|) 
Lb-P はノード Ub から集合Ｐ内のノード UPj(j=1~k)までの最短経路のパス値．  

 
Step3：  Step1 と  Step2 の値を連携し  
 min {min (|La-P|) + min (|Lb-P|) , |La-b|}    を求める  

 
②一般モデルのアルゴリズム  

図 3.10 の一般モデルにあるように，特別なパス値のルールが異なるドメイ

ン集合 P1，P2,P3…Pi が複数存在する場合に，「ユーザがノード Ua からノー

ド Ub まで自由に移動する場合の最小パス値を求めるアルゴリズム」を以下に

示す． 

 

前提 

システムＳ（Ｕ，Ｌ）．Ｕ：ノードの集合（ｎ個）．Ｌ：ノード間の最短経路の

集合．|L|：最短経路のパス値，Ｐ：ドメイン集合［（P1，P2，P3，…(q 個)］， 

但しドメイン集合 Pi のノードの数をｋ i(i=1~q)，Pi 内のノード UPij と UPik 間

のパス値|Ｌ pij－ pik|は特別なルールで決定する．P∈U，n>ｋ i ，ｋ i≧k，ｋ i

≧ j．  
また，ドメイン集合 Pi 内の min{|Ｌpij－pik|},…及び各ドメイン集合間の最短経

路のパス値 min(P1,P2),min(P1,P3), min(P2,P3),…は既知とする． 

この場合，ノード Ua からドメイン集合 Pi を経由して，ノード Ub まで到達す

るルートの組合せは∑
=

q

0r
rq p 個ある． 
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但し，min(X):X の最小値，min(X,Y):X と Y の最小値である． 

 

Step1：ノード Ua からドメイン集合 Pi 内のノードまでの最短経路のパス値の

最小値を，ルートの組合せ（∑
=

q

0r
rq p -1 個）について求める．  

 min (|La-P1|), min (|La-P2|),…  

 

但し， |La-P1｜はノード Ua から集合 P1 内のノード UP1i (i=1~k1)までの最短

経路のパス値である．同様に|La-P2|はノード Ua から集合 P2 内のノード UP2i  

(i=1~k2)までの最短経路のパス値である． 

 

Step2：ノード Ｕb からドメイン集合 Pi 内のノードまでの最短経路のパス値の

最小値を，ルートの組合せ（∑
=

q

0r
rq p -1 個）について求める． 

min (|Lb-P1|), min (|Lb-P2|),…  

 

 但し， |Lb-P1｜はノード Ub から集合 P1 内のノード  UP1j (j=1~k1)までの最

短経路のパス値．以下同様． 

 

Step3：Step1 と Step2 の値を連携し，全てのルートの組合せ（∑
=

q

0r
rq p 個)から

最短ルートパス値の最小値を求める 

 min {min (|La-Pi|) + min{|Ｌpij－pik| } +min (|Lb-Pi|) ,… 

 min(|La-P1|) + min{| Ｌ p1j － p1k|} + min(P1,P2) + min{| Ｌ p2j － p2k|)+min 
(|Lb-P2|) ,    …,|La-b|} 

 

③基本モデルのフローチャート 

また，図 3.9 の基本モデルを使って，自律連携処理について図 3.11 に「一括

統合処理」の場合，図 3.12 に「分割・連携処理」の場合のフローチャートを示

す．  
個々の処理における時間短縮が高負荷トランザクションの情報サービスシス

テムでは重要である．分割・連携処理の場合の前処理時間：tpre と後処理時間 tpost

は統合一括処理の場合の処理時間 tc と比較すると，「tc > tpre + tpost」とは限ら

ない．しかし，tc > tpre , tc > tpost である．このため，各ノードの高速処理が

実現している．  
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（但し，図 3.11 の  L は全ノード間相互の最短経路のデータ，図 3.12 の La-P は

ノード Ua から全てのノードへの最短経路のデータ，Lb-P はノード Ub から全ての

ノードへの最短経路のデータである．）  

 

 

図 3.11 一括統合処理の場合のフローチャート  

 

 

図 3.12 分割・連携処理の場合のフローチャート  

 
(4) ノード情報の局所性 

 本項では，ノードの特徴である，情報の局所性と処理の局所性について述べる．

この場合，重要な条件は，各ノードは自律分散システムであり，ローカル情報（自

ノードから各ノードまでの最短経路のパス値）のみを保有していることと，ノード
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での処理はリアルタイム処理で高速処理することである．何故ならば，もし，各ノ

ードがシステムＳ全体の全てのデータを保有していれば，最短経路の値は求めるこ

とが可能であるが，この場合はノードでの処理量が多くなり，ノードでの高速リア

ルタイム処理は困難である．前項でも述べたが，高負荷トランザクションの情報サ

ービスシステムにおいてはノードでの高速処理は必須である．このため，全体の処

理を各ノードでのローカル情報による分割処理し，後で連携することとした．  
各ノードには，固定情報としての「ローカル（Local）情報」と，処理の都度与え

られる，変動情報としての「インプット（Input）情報」がある．  
具体的には，図3.13に示すように，ノードは「自ノードから全てのノード間」の

パス値を持っており，この情報は各ノードの持つ「ローカル（Local）情報」であり，

各ノード固定の情報である． 

 

 

図 3.13 ノードの Local 情報  

 
また，図 3.14 に示すように，ドメイン情報はノード Ua または Ub での処理時に取

得するデータで，「インプット（Input）情報」と呼ぶ．このインプット情報はノー

ドでの処理の都度与えられる，変動情報である． 
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図 3.14 ノードの Input 情報  
 前述の Local 情報と Input 情報により，各ノードで高速リアルタイム処理をし，

この処理を自律的に分割・連携する技術が「自律連携処理技術」である． 

 

(5) ノードの処理の局所性 

図 3.15 は「Ua から Ub までの最短パス値を処理する場合」の例である．  
ユーザは自由に移動しており，Ua 利用後はどのノードへ向かうかは予測不可能

である．このため，各ノードは前項で述べた Local 情報と Input 情報により，自律

して可能な部分についての分割処理を行う．これを「ノードの処理の局所性」と言

う．このようにして，ユーザが Uｂまで移動した場合のノードの処理については，

「ノードの処理の局所性」による「Ua と Ub の分割・連携処理」の場合と「Ub 一括

統合処理」の場合が考えられる．この場合，Ua から Ub までの最短経路のパス値は

ドメイン集合 P を経由した場合と経由しない場合のパス値を比較し少ない方を求

めるものである．  
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図 3.15  Ua から Ub までの最短パス値を処理する場合の例  

 
(6) 処理時間の最適値 

図 3.15 の例から処理時間の最適値を求める論理式を考察する．  
前項でも述べたように，ノードの処理については，「Ua と Ub の分割・連携処理」

の場合と「Ub 一括統合処理」の場合がある．各ケースについて処理時間を求め，

その最小値が最適処理時間と処理方式である．この場合，ノードでの処理時間はト

ランザクション数，ノード数，ノードにおける Local 情報の量及び Input 情報の量

などの関数であるとする．  
一般的に処理時間にはデータのチェックや計算などの処理時間と通信などの付

帯処理時間がある．ノードでの基本的な処理時間を以下のように定義する．   

 
基本処理時間 T = T1 + T2 + T0 
T１：データチェック処理時間  
T２：データ計算処理時間  
T0：通信などの付帯処理時間  
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①  「Ua と Ub による分割・連携処理」の場合  

TAB = TA + TB 
= T1A + T2A + T0A + T1B + T2B + T0B 

TAB：処理時間の合計  
TA：Ua での処理時間  
TB：Ub での処理時間  

 
TA =f( p, j, Isa, Iia) 
TB =f( p, j, Isb, Iib) 

Isa（Isb）：ノード Ua（Ub）の Local 情報（自ノードから全ノード間の情報） 
Iia（Iib）：ノード Ua（Ub）の Input 情報（ドメインの情報）  
p:トランザクション数  
j:ノード数  

 
②  「Ub による一括統合処理」の場合  

TB’= T1B’+ T2B’+ T0B’ 
TB’：全て Ub で処理した時間  

 
TB’ =f( p, j, Isb’, Iib) 
Isb’ ：ノード Ub の Local 情報（全ノード間相互の情報）  
Iib：ノード Ub の Input 情報（ドメインの情報）  

 
③  処理条件  
ⅰ）処理時間  
 また，ノード（高速リアルタイム処理）の処理時間はリアルタイム処理時間以

下となる必要がある．  
TA≦TR 
TB≦TR 
TB’≦TR  
TR：ノードのリアルタイム処理時間  

ⅱ）Local 情報  
Local 情報は①のケースと②のケースで異なり，以下の関係がある．  
Isb’⊂（Isa∪Isb）  
|Isb’|＞|Isa| 
|Isb’|＞|Isb| 
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( ) }T,TTmin{j,pT '
BBA

* +=

④  処理時間の最適値  
以上から，処理時間の最適値は以下の式で表される．この式からも解るよう

に，TA + TB は①分割・連携処理であり，TB’は一括統合処理である．この比較

をトランザクション数，ノード数などから行い，まず，最適な処理方式が決ま

り，更にその場合の最適な処理時間が決定する．  

 
 

 
⑤  シミュレーションによる比較  

「Ua と Ub の分割・連携処理」の場合と「Ub 一括統合処理」の場合の 2 つの場

合について，具体的にノードを自動改札機の事例で，処理時間とトランザクショ

ンおよび，ノード数との関係をシミュレーション（詳細は 4 章「4.3.2  高速

処理のための自律連携処理技術」を参照）する．図 3.16 に処理時間とトランザ

クションの関係を，図 3.17 に処理時間とノード数の関係を示す． 

この結果からも解るように，トランザクション数・ノード数が少ない場合は統

合一括処理の方が処理時間は短い．しかし，トランザクションやノードが増加す

ると分割・連携処理のほうが処理時間は短くなっている．このように，「自律連

携処理技術」は高速処理を達成するための最適なシステム分割・連携度合をトラ

ンザクションの発生特性に応じ求められることがわかる．  
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図 3.16 処理時間とトランザクションの関係  

 

 

図 3.17 処理時間とノード数の関係  
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3.4   自律分散整合化技術 

 

 高負荷トランザクションを処理する情報サービスシステムと設備機器を含む制

御システムとの異種統合型情報サービスシステムでは高速処理と高信頼性の確保

に加えて，サービスの継続を保証するアシュアランス性も求められている．本節で

は異種統合型情報サービスシステムのシステムアーキテクチャにより，システムの

高信頼性を確保する技術として「自律分散整化技術」を提案する．この技術は，リ

アルタイム処理制限下での高トランザクション処理において生じるデータの欠損

を回復するため，データフィールドごとにデータの滞留時間を変化させた「時間差

異種データフィールド」を構成し，それらの連携によるデータ間の論理的整合化を

図る技術である． 

 本論文で提案した「自律分散整合化技術」について，従来技術との比較から考察

するため，以下に従来の整合化技術として，分散システムで複数のデータベースサ

ーバを更新する場合の「二相コミットメント制御」とデータベースのトランザクシ

ョンデータ障害時のデータリカバリーする場合の「ライト・アヘッド・ログ（ＷＡ

Ｌ： write ahead logging）」について述べる．その後，「自律分散整合化技術」に

ついて基本理論，システムのモデル化，整合化理論などについて述べる．   

 

3.4.1   従来のデータ整合化技術 

 
(1) 二相コミットメント制御 

分散処理ステムでは，複数のコンピュータ内のプロセス間での協調動作により処

理が行われる．各コンピュータのプログラム実行状態をプロセスｐとする．プロセ

スは変数の値の集合で与えられる状態を持ち，メッセージの受信，命令実行などの

事象の生起により状態が遷移していく．ここでプロセスpiの初期状態をSi0とする．

事象ei1により状態Si1に遷移する．このように状態Sijは，事象ｅij+1により状態Sij+1

に遷移する．前述の処理が複数のコンピュータで行われることから，異なったプロ

セスでの事象間ではどちらが先に起きたかをという，事象間の因果関係（causality）

や各プロセスがどのような状態にあるか等が重要である[30]． 

このため，分散システムで複数のデータベースサーバを更新する場合は全てのデ

ータベースサーバが更新されたか，または全くされなかったかのいずれかであるこ

とを保証する必要がある．このための制御がコミットメント制御である(図3.18)． 

但し，Tはトランザクションで，「分散データベースシステム内のオブジェクトに

対する1つ以上の基本演算の系列の実行状態」を言う．Wはプロセス  (ex. write 
process)を表す．  
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図3.18 コミットメント制御  

 
分散システム上でアトミシティを実現する代表的な技術は二相コミット技術で

ある．トランザクションＴに対して，1 つの指揮プロセス C と，ｎ個のデータベー

スサーバ DBS1，…，DBSｎをプロセスとして考える．ここで，指揮プロセス C は

Ｔが実行されているクライアントである．各 DBSｉは，障害しても記憶が消滅しな

い安全記憶としてのログＬｉを持つとする． 

二相コミットメントの基本手順は以下のとおりである． 

 

①  指揮プロセスＣは，トランザクションＴの処理をデータベースサーバ DBS1，

…，DBSｎに送信し，各 DBSｉは処理を実行する． 

②  ＣはＴからコミット処理を受けたとき，全データベースサーバ DBS1，…，

DBSｎに VOTE-REQ を送信する． 

③  各 DBSｉは VOTE-REQ を受信したとき，Ｔをコミットできるならば，ＹＥＳ

メッセージをＣに送信する．このとき，DBSｉでのＴのログＬi を記録する．

コミットできない場合は，ＮＯをＣに送信してアボートする． 

④  Ｃは全データベースサーバからＹＥＳを受信したら，ＣＯＭＭＩＴメッセー

ジを全データベースサーバに送信し，Ｔをコミットする．ある DBSｉからＮ

Ｏを受信したら，ＹＥＳを受信した全てのデータベースサーバにＡＢＯＲＴ

メッセージを送信し，Ｔをアボートする． 

⑤  各 DBSｉは，ＣからＣＯＭＭＩＴを受信したら，Ｔをコミットする．このと

きログＬi 内のＴの更新データを用いて，データベース DBSｉの更新を行う．

また，ＡＢＯＲＴを受信したらアボートする．このときは，更新を行わずに，

ログＬｉ内のＴの更新データを消去する． 

 

図 3.19 は，全データベースサーバがトランザクションＴをコミットする場合を

示す．各 DBSｉで，VOTE-REQ を受信して，ＹＥＳを送信してから，ＣＯＭＭＩ
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ＴまたはＡＢＯＲＴするまでの状態が不確定状態である．DBSｉが不確定状態にあ

るときは，コミットの意思を他に通知しているため，意思に反するアボートは行え

ない．ＡＢＯＲＴの通知を待つことだけが出来る．Ｃが VOTE-REQ を送信してか

ら，データベースサーバにＹＥＳまたはＮＯがＣに届くまでを第一相（問合せ送信

とその返信），次に，ＣがＣＯＭＭＩＴまたはＡＢＯＲＴをデータベースサーバに

送信する相を，第二相（結果の送信とデータベースの更新）とし，このように 2 つ

の相から構成されているため二相コミットメントプロトコルと言われる．また，ロ

グを保持していることにより，コミットの処理が途中で失敗しても，どこまで進ん

でいるかがデータベースで判断でき，トランザクション実行前の状態に戻すことが

出来る[35] [36]．  

 

 

図 3.19 二相コミットメント 

 

 このように，二相コミットメント技術はトランザクションデータを複数のデータ

ベースサーバで完全に更新することを保証するという点では優れているが，全ての

データベースにアクセスするため，異種統合型情報サービスシステムのシステムニ

ーズである，「リアルタイム性」や「稼動の継続」については不十分である． 

 

(2) ライト・アヘッド・ログ（ＷＡＬ：  write ahead logging） 

WALとは，トランザクションロギング(Transaction logging)を行うための一般的

な手法で，データベース更新の際にまずトランザクション・ログを確実に同期書き
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込みし，それが完了してからデータファイルやインデックスを書き込む（非同期）．

この方式はトランザクション・ログを先に書き込むことからWAL（Write Ahead 

Logging：ログ先行書き込み）と呼ばれ，多くのデータベースシステムで広く採用さ

れている．［66］ 

WAL の基本的な考え方は，テーブルやインデックスがあるデータファイルに書く

前に変更分が先にロギングされていなければいけないという点にある．すなわち，

ログレコードが永続的な記憶装置に書き込まれてから更新などの処理を行う．この

ような手順に従って処理を行えば，たとえクラッシュがおきてもログを使ってデー

タベースをリカバリできる．このため，トランザクションのコミットの度にデータ

ページをディスクに書き込む必要がなくなる．[67] 

障害が発生し，リカバリする場合は，データページに対してまだ行われていない

変更分はログレコードを使って再実行（「REDO」ロールフォワードリカバリ Roll 

Forward Recovery ）する．また，コミットされていないトランザクションはデー

タページから削除（「UNDO」ロールバックワードリカバリ:Roll Backward Recovery ）

される． 

 

 

図 3.20 ＷＡＬ処理手順「例：PostgreSQL」 

 

図 3.20 により，ＷＡＬの手順を「PostgreSQL」を例に説明する［68］． 

トランザクション・ログへの書き込みは 1 つの SQL 文が実行されるたびに，ハー

ドディスク上のトランザクション・ログ・ファイルに対して行われる．ただし，個々

の書き込みは，非常に小さなサイズのデータをシーケンシャルに追加するだけの処

理である．そのため，（ハードディスク上の）テーブル・データ・ファイルに対す

る書き込みに比べて 処理の時間は格段に短い． 

データをメモリ上にキャッシュして，データ操作は原則そのキャッシュ上で行うよ
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うにする．そして，一定周期(デフォルト 300 秒)で発生するチェック・ポイント

処理のときにのみ，キャッシュ上のデータをハードディスクのテーブル・データ・

ファイルに書き込む． 

ＷＡＬの実用例として，ハードディスク障害時のデータベース復旧処理の流れを

図 3.21 に示す． 

 

 

図 3.21 WAL による障害時のデータベース復旧処理 

 

この図の上部にある①サーバ・ダウンの部分は，いくつかの SQL 文が発行された

のちに，サーバがダウンした状況を表している．ダウンの直前においては，メモリ

上のデータ操作は ハードディスク上のテーブル・データ・ファイルに反映されて

いない．この状態でサーバを再起動させると WAL による復旧作業が始まり，トラン

ザクション・ログの内容が順次実行されていく（図 3.21 の下部②）．こうしてサ

ーバ・ダウン以前のメモリの状態がハードディスク上のテーブル・データ・ファイ

ルに反映されていき，データベースの不具合が徐々に解消される．そして最終的に

サーバ・ダウン直前の状態にデータベースが復旧されるのである． 
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ハードディスク自体に障害が発生すると，データベースの復旧はおろか，データ

のサルベージすら不可能になる場合がある．しかも，データ更新が頻繁に行われる

システムにおいては，チェック・ポイント処理時にハードディスクに対する大量の

アクセスが集中し，結果として，DBMS(Data Base Management System)のパフォー

マンスが低下する可能性もある．そこで最近ではハードディスク障害によるデータ

の消失を防ぐアーカイブ・ログ(Archive Log)の機能が加えられたものがある．こ

の機能は，トランザクション・ログと同等のログ（つまり，アーカイブ・ログ）を，

トランザクション・ログを記録するのとはまた別のハードディスク やバックアッ

プ装置に直接保管する方法である． 

WAL はトランザクションのデータリカバリーについては一定の効果がある．しか

し，システムの処理手順の管理が集中（Resource Manager）である事やデータ復旧

（チェック・ポイント）時のシステム停止などについて，適用するシステムの条件

によっては問題となる場合がある． 

 

3.4.2   自律分散整合化技術の理論とモデル化 

  

３．４．１（１）項で述べたが，分散データベースシステムにおいて，トランザ

クションが複数のデータベースサーバを更新する場合には，更新の原子性，すなわ

ち，全てのデータベースサーバが更新されたか，または全く更新されなかったかの

いずれであるのかを保障する必要がある．このための制御方式として，コミットメ

ント制御がある．代表的なものはコミットメント制御のためのプロトコルである二

相コミットメント（two-phase commitment）プロトコルがある[29]． 

しかし，この方法では障害が発生した場合に動作中のプロセスが一時停止する場

合がある．また，全プロセスが終了するまでの時間が掛かり，メッセージの数も多

くなるという問題点がある．この問題を解決するため，三相コミットメントプロト

コル[31]などが示されているが根本的な解決にはなっていない． 

 また，３．４．１（２）項で述べた WAL は特に端末レベルでのトランザクショ

ンのデータリカバリー問題の解決には一定の効果がある．しかし，この方法では，

チェック・ポイント時や障害時はシステムを停止してデータを復旧する必要がある．

異種統合型情報サービスシステムにおいては高速性，高信頼性の異種ニーズに加え

て，サービスの継続が必須条件である．このため，部分障害や保守，拡張など，シ

ステムの環境が変化しても，システム全体が停止しない仕組みが必要である． 

本項では，異種統合型情報サービスシステムのアーキテクチャの特徴である「時

間差異種データフィールド 」を使い，時間差によりデータ間の論理的整合化を図

る「自律分散整合化技術」を提案する．この技術について，モデル化とその理論を
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以下に述べる． 

 

(1) 基本理論 

異種統合型情報サービスシステムにおいては「制御システム」のリアルタイム処

理条件下で「サービスの継続」や「流動性の確保」を図る必要があるため，どうし

ても端末での処理において「データの抜け，データの誤り」などが発生する．しか

し，このような障害があっても，サービスの継続性の観点から一定の条件下ではサ

ービスを継続し，その後，早期にデータの整合化を実施した方が有効な場合がある．

「高速処理」自体が基幹サービスである高負荷トランザクションの情報サービスシ

ステムの場合はさらにその点の考慮が必要である．このため，サービスの継続性を

確保しつつ高速処理性と高信頼性を確保するアシュアランス技術が「自律分散整合

化技術」である． 

 

 

図 3.22 自律分散整合化技術  

 
この技術は図 3.22 に示すように，サブシテムＳＡがＳＢ１，ＳＢ２，ＳＢ３な

どと高速処理をするときに，処理に障害が発生しても，時間差でデータを滞留する

事で，その前後のデータの状況などを連携し，障害のあった当該データを事後に論

理的に整合化処理するものである．このことにより，サービスを継続しつつ，信頼

性の確保も可能となる． 
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(2) システムのモデル化（多段階整合化モデル） 

 図 3.23 に示すように，Ｎ個のレイヤーからなる「時間差異種データフィールド

による多段階整合化モデル」を考える． 

異種統合型情報サービスシステムにおいては，全てのデータがデータフィールド

（ＤＦ：Data Field ）を介して各ノードへ伝達される．各ノードはデータを一定

時間滞留させ，集約した後に整合化処理する．この一連の処理する階層をレイヤー

と呼ぶ．高速処理時にデータにエラーが発生してもサービスは継続し，各レイヤー

で整合化処理が行われる．データは順次時間差でノードに集約され，論理的な整合

化条件が整った場合は整合化処理される．されなかったデータは時間差で次のレイ

ヤーに移行する．このように，端末のノードはリアルタイム処理の高速性を確保し，

データの欠損が発生しても，データフィールド毎にデータの滞留時間を変化させた

時間差異種データフィールドを多段階に構成し，それらの連携による論理的整合化

図るモデルである． 

 

 

図 3.23 時間差異種データフィールドによる多段階整合化モデル 
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3.4.3   時間差異種データフィールドによる多段階整合化モデル 

  

前項で述べたように，自律分散整合化技術の多段階整合化モデルではレイヤー毎

のデータ収集の状況（データの滞留時間）が整合化処理に大きく関係する．このた

め本項では，この関係を明確にし，各レイヤーでの整合化に必要な時間について考

察する． 

以下に「トランザクションの開始から整合化終了までに要する累計整合化時間」

と「データの平均整合化時間」などを考察し，多段階整合化モデルにおける最適レ

イヤーの分割，最適整合化時間などについて，シミュレーションにより検証する． 

 

(1) 多段階整合化モデル 

 図 3.24 に単一レイヤーの場合の整合化モデルを示す． 

 この場合は，レイヤーにデータが到着したときに整合化処理を開始する条件とし，

完了まではデータは蓄積される．単一レイヤーのため整合化処理のデータが大とな

る．また，高トランザクションのため，レイヤーに格納するデータも多くなり，処

理の遅延が発生する．このため，各データは，整合化処理時間 th（通信時間を含む）

の他に，処理の待ち時間 tｗが発生する． 

 

データ データデータ データデータ データ

レイヤー

t2h

t3h

t4h

t5h t6h

t7h

データ到達時整合化・完了までデータは蓄積

t2w

t4w

t3w

データ データデータ データデータ データ

レイヤー

t2h

t3ht3h

t4h

t5h t6h

t7h

データ到達時整合化・完了までデータは蓄積

t2w

t4w

t3w

 

図 3.24 整合化モデル（単一レイヤーの場合） 

 

 図 3.25 に複数レイヤーの場合の整合化モデルを示す． 

この場合は，データは各レイヤーで一定時間滞留した後で整合化処理が行われる．

整合化できなったデータは，次のレイヤーに送信される． 

例えば，データ 1 はレイヤー1 のノードＳ11ｊで平均滞留時間ｔ1 後に同一ノード

に来た次のトランザクションデータ 1 と整合化処理（平均処理時間ｔ1ｈ）が行われ

ている．同様にデータ 2 はレイヤー2 のノードＳ21 で整合化が行われ，データ 3 は
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レイヤー3 のノードＳ31 で整合化処理が行われている．このように，トランザクシ

ョンが複数レイヤーに分散し，結果的に，整合化に要する時間も短縮可能である． 

 

 

図 3.25 整合化モデル（複数レイヤーの場合） 

 

多段階整合化モデルにおけるレイヤー数とトランザクション，処理時間（滞留時

間）の関係を表 3.2 に示す． 

レイヤー数が少ない場合は単位レイヤー当たりのトランザクションが多くなり，

ノードでの処理が停滞し，単位レイヤー当たりの滞留時間は長くなる．レイヤー数

が多い場合はその逆になる．整合化を早期に行うためには，累計の滞留時間の最適

値の決定が重要である．このため，データの発生パターンに応じた，整合化時間の

期待値（平均整合化時間）を最小にする「レイヤー数」とその時の「滞留時間」を

求める理論式について以下に解説する． 
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表 3.2 レイヤー数とトランザクション，処理時間(滞留時間）の関係 

 

 

(2) 整合化時間 

各レイヤーでの整合化に要する時間をｔ，開始から整合化終了までに要する累計

時間をＴと表し，これを「整合化累積時間」と呼ぶ． 

・レイヤー１では 

h111 ttT +=        (3.1) 

但し， t1 :レイヤー１でのデータ滞留時間 

t1h :レイヤー１での処理時間（整合化処理，通信時間を含む）とする. 

・レイヤー２では，同様にレイヤー１での時間Ｔ1 を加えて，以下のとおりである． 

h22h11h2212 ttttttTT +++=++=     (3.2) 

但し， t2 :レイヤー２でのデータ滞留時間 

t2h :レイヤー２での処理時間（整合化処理，通信時間を含む）とする. 

・レイヤーＮでは，レイヤー１からレイヤーＮまでの全体の整合化が終了するまで

の累計時間は，各レイヤーでの時間を加えて， 

( )∑
=

− +=++=
n

1j
jhjnhn1nn ttttTT      (3.3) 

但し，tn :レイヤーＮでのデータ滞留時間 

tnh :レイヤーＮでの処理時間（整合化処理，通信時間を含む）とする. 
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(3) 整合化時間の期待値 

 前項で整合化に要するレイヤー毎の時間と累計時間については明らかにした．し

かし，データの単位で見たときの整合化時間はどのレイヤーで行われてかによって

時間が異なっている．例えば，レイヤー１で整合化が行われたデータとレイヤーＮ

で行われたデータでは整合化までの時間が異なる．このため．システムの整合化を

評価する場合には「データの平均整合化時間」を指標とする．ここではこれを「整

合化時間の期待値」と呼ぶ．「整合化時間の期待値」について以下に考察する． 

 整合化時間の期待値Ｔexp は「不整合が発生してから整合化されるまでにかかるデ

ータ 1 件当たりの平均時間」と定義する．従って，（レイヤーj での整合化累積時

間）＊（レイヤーj での処理量 qj：件数）}÷（システム全体の処理量 Q：件数）で

あり，以下の式で表される． 

Q]q)tt[(T j

n

1j
jhjexp ÷×+= ∑

=
     (3.4) 

但し，（レイヤーj での処理件数 qj）÷（全体の処理件数 Q）＝pj とする. 

この時，pj を「整合化分担率」と呼ぶ．一方，tjh は単位ノード当たりの整合化処

理量の qj / ノード数 ij に比例すると仮定すると， jjjh iqt α=  (α: 単位処理デ

ータ数あたりの処理時間)となる．従って，式 3.4 は以下のようになる． 

( )∑ ∑∑ ∑
= == = ⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⎥
⎥
⎦

⎤

⎢
⎢
⎣

⎡
α+=

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩
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また，pｊはデータを蓄積する時間τ（トランザクションの発生特性）に依存すると

仮定すると，以下のとおりである．  

( )

( )
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d)(Pd)(Pp
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但し，P(τ): トランザクション発生の確率分布関数，Tj: 平均整合化累積時間  

式 3.5 に式 3.6 を代入して，最終的に整合化時間の期待値は以下の式となる．式か

らも判るように各レイヤーの滞留時間 tj とレイヤー数 j の関数である．この事か

らＴexp を最小にするような最適なレイヤー数と滞留時間が求められる． 



 74

( )

( )

( )

( )
∑ ∑ ∫∫
= =

∑ +

∑ +

∑ +

∑ + ⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢

⎣

⎡

⎪⎭

⎪
⎬
⎫

⎪⎩

⎪
⎨
⎧

⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛
ττ

α
+⎟

⎟

⎠

⎞

⎜
⎜

⎝

⎛
ττ= =

−

=

=
−

=

n

1j

j

1s

tt

tts
s

tt

tt

nexp

s

1m
mhm

1s

1m
mhm

j

1k
khk

1j

1k
khk

d)(P
i
Qtd)(P

)t,n(T

         （3.7） 

 

(4) シミュレーション 

前項の整合化分担率 p は,時間とともに変化し，その合計は「１」である．どの

レイヤーでの整合化分担率が高いかは，実際の場面ではユーザの挙動（トランザク

ションの発生特性）によって決定される．従って,整合化分担率 p は時間の関数で

表す事が出来ると仮定し，合計が「１」となる関数として，今回はポアソン分布に

よるものとした． 

（参考：実際に鉄道による乗客の移動時間は，約 25 分が平均値であり，極近距離

（数分）は少なく，数十分程度が最も多く，遠距離（１時間以上）は再び少なくな

る．） 

 

 

図 3.26 整合化分担率の分布（例：ポアソン分布） 

 

図 3.26 に示すようにポアソン分布によるものとすると， 

!
e)(P

τ
λ⋅

=τ
τλ−

       (3.8) 
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各レイヤーの整合化分担率 pはτ=Ｔj-1とτ=Ｔjとで区切られた面積に等しいため， 

∫∫
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!
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となる． 

従って，この場合の整合化時間の期待値は，式 3.5 より， 
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である． 

シミュレーションはシステムを n 分割し，n-1 個のＴｎを固定して残り１つのＴｎ

を動かした時のＴexp の変化を表したものである． 

図 3.27 に２レイヤーの場合，図 3.28 に３レイヤーの場合をそれぞれシミュレー

ションした時の「整合化時間の期待値Ｔexp」と各レイヤーの「整合化累積時間Ｔ」

との関係を示す．このＴexp を最小にするようなレイヤーの分割数が最適なシステム

である． 

 

 

図 3.27 Ｔ1 を変化させた時のＴexp の変化(2 レイヤー) 
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図 3.28 Ｔ1 とＴ2 を変化させた時のＴexp の変化(3 レイヤー) 

 

図 3.29 は図 3.27 と図 3.28 の各レイヤーの最適値のグラフを抜粋し，プロット

したものである．シミュレーションの前提値をλ=24.28,i1=3511,i2=424,i3=1 とし

たとき，Ｔexp は最小値 28.44 を得る．この結果，最適レイヤー数は３，最適滞留時

間はＴ1=24,Ｔ2=30,Ｔ3=40 が得られる． 

 

 

図 3.29 最適レイヤー分割のシミュレーション 
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(5) トランザクションの発生特性と最適レイヤー分割 

 前項でも述べたが,整合化分担率はトランザクションの発生特性によって決定さ

れる時間の関数として,今回はポアソン分布を利用してシミュレーションを行った．

参考までに,ポアソン分布のλを変化させた場合の最適レイヤー分割について,シ

ミュレーションした結果を以下に述べる． 

図 3.30 に整合化分担率のポアソン分布をλ＝12, 24.87, 50 の場合を示す．

前項のシミュレーションの場合のλの約１／２倍と２倍とした． 

図 3.31 にλを変えた場合の,最適レイヤー分割のシミュレーション結果を示す．

λが小さいと平均整合化累積時間,整合化時間の期待値は小さくなる．λが大きい

と同様に大きくなる．レイヤー数はλが何れの場合でも最適レイヤー分割は「３レ

イヤー」である． 

 

図 3.30 整合化分担率の分布（ポアソン分布λ＝12,24.87,50） 

 

図 3.31 最適レイヤー分割（ポアソン分布λ＝12,24.87,50） 
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3.5   システムのアシュアランス性評価技術 

 

3.5.1   評価技術の目的 

 

 今回の評価技術の目的は異種モード共存環境下におけるシステム稼動の保証度合

の評価は,「機能量×稼働時間」の最大化を実現するための評価基準を明らかにする

ことである.このための評価手法として機能信頼度評価技術を提案する． 

 

3.5.2   評価技術のコンセプト 

 

(1) ニーズ 

 システムの分散化により, 計算機や制御分野でシステムの構成, 制御技術の革新

がなされつつあり, 評価技法の面でも, これらに対応した新しい技法が要求されて

いる. 評価指標において代表的なものに「信頼性」があるが, この「信頼性」の

JIS(JIS-Z8115)による定義を以下に示す. 

 

①  システム:所定の任務を達成するために，選定され，配列され，互いに連係し

て動作する一連のアイテム(ハードウェア，ソフトウェア人間要素) の組み合

わせ 

②  アイテム:信頼性の対象となるシステム(系), サブシステム, 機器, 装置, 構

成品, 部品, 素子, 要素などの総称又はいずれか 

③  信頼性:アイテムが与えられた条件で規定の期間中, 要求された機能を果た

すことができる性質 

④  信頼度:アイテムが与えられた条件で規定の期間中, 要求された機能を果た

す確率 

 

従来, 高信頼化技法には, 多重冗長システムや優美劣化システム（gracefully 

degrading system）がある. これらのシステムは, 部分的故障の発生に対してもな

お, 一定の機能を維持させることを狙ったものである. そこで, 一定の機能が完全

に働いている時間をもとにしてＭＴＢＦ（mean time between failures）, ＭＴＴ

Ｒ（mean time to repair）などの信頼性尺度がある[25,43]. 

また, 優美劣化システムのように, 故障に応じて性能が低下するシステムでは, 

性能と信頼性を結びつける尺度が提案されている[28]. たとえば,Beaudry は計算

機の単位時間あたりの計算処理能力を, 計算容量（computational capacity）と定
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義し, システムダウンまでに可能な平均積算計算容量を MCBF（Mean Computational 

Before Failures）とよび信頼性尺度とした[38]. また,Meyer は, ユーザがシステ

ムを使用して得られる効用と, 信頼性を結びつけ, 期待効用を Performability と

呼び定義している[39]. 

さらに, 故障による社会や経済への影響と信頼性を結びつける尺度も考えられ, 

これは Risk Analysis とよばれている[63]. また, 多重系の予防保守のための有

効な点検方策決定アルゴリズムも検討されている[40]. 

以上の従来の議論では, ともに信頼性評価にあたりつぎの前提に立っている． 

 

① トータルシステムとして一定機能が維持されていれば正常，それ以外を異常

とする． 

② トータルシステムとしての一つの性能，効用の基準がある． 

③ トータルシステムに一つの仕事が与えられる． 

 

このように, 従来システムはシステム全体としての機能, 性能が達成されるか否

かを評価の基準としてきた. しかし, システムが大規模になると常にどこかのコン

ポーネントが故障していたり, 保守や拡張がなされたりするため, 部分的にも機能

させ続けねばならない. そのためには, 各サブシステムに自律性を与え, これらが, 

自律的に状況に合わせ連携をとりながら機能し, その結果として, システムの機能, 

性能をみる見方が必要となる. 

サブシステムが自律的に振舞う分散システムを評価するため, つぎのような前

提に立っている. 

 

①  各サブシステムは, それぞれの目的, 機能をもつ. これらの統合結果として, 

システムを考える. 

②  各サブシステムの連携により, システムの機能が達成される. サブシステム

の故障や保守, 拡張により, サブシステム間の結合関係が変化すれば, 達成

されるシステムの機能も変わる. 

③  各サブシステムで処理すべき仕事は発生しうる. これらの統合結果としてシ

ステムの仕事を考える. 

 

このように, 分散システムでは故障のしにくさ（信頼度）だけでなく, 部分的故

障発生後のサブシステム間結合の再構成による連携のとりやすさ（耐故障度）を評

価する必要がある[37]. 
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(2) 課題 

前述の分散システムに対する前提や信頼性評価に対する要求は, 現在のシステ

ム設計には当然考慮されてきた. しかし，従来の信頼性評価技法は, トータルシス

テムを第一義的に考える集中, または階層システムを対象としている. また, 故障

や保守, 拡張によるシステム構造の変化も考慮していない. 

最近の情報通信技術の発達は, 分散システムからの観点に立った信頼性評価技

法の発達を必要としている．このような観点から機能の残存度合を評価するため, 

機能信頼度 [41,42,43] が提案された． 

異種モード共存環境下におけるシステム稼動の保証度合の評価において，「機能

量×稼動時間」最大化を実現するための評価基準について，考察する．異種のモー

ドが共存し，しかもそれらが時間と共に変化する環境下で，システムの稼動を保証

しうる性質であるアシュアランス性に着目し，その観点から，システム全体を評価

するための評価指標として，機能信頼度[26,44,45]の概念を使用した,機能信頼性

評価技術を提案する． 

 

(3) システムモデル 

ここでシステムモデルを図 3.32 で定義する．Ｎ個のサブシステム（Ｓ1,Ｓ2，…,

ＳN）からなるシステムＳを考える． 

 

 

図 3.32 システムモデル 

 

システムＳはＮ個のサブシステム（サブシステム群）から構成され，各サブシス

テムＳi は機能 fi を持つ．多段階整合化モデルの場合，整合化の単位はサブシステ

ム単位，で考える．いずれも機能の単位は機能量として表現する事とする． 
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3.5.3   機能信頼性評価技術 

 

(1) システムのアシュアランス性 

 アシュアランス性はこれまでも述べたように，「時間と共に変化する異種のモー

ドに適応でき，システムの稼動を保証しうる性質」[16,17]と定義されている． 

これに基づいてシステムにおける異種性，適応性とアシュアランス性を具体化し，

以下のように定義した． 

 

①  異種性；異種モード（制御／情報システム等）の共存下でのシステム稼動

の保証度合の評価 

②  適応性；この異種モードの変化（障害によるシステム停止／復旧，高負荷

変動）する環境下でのシステム稼動の保証度合の評価 

③  システム運用のアシュアランス性；異種モード共存環境下におけるシステ

ム稼動の保証度合の評価において，システム全体機能の最大稼動を保証す

る性質．具体的には所定期間内の「機能量×稼動時間」の最大化を保証す

る事である． 

 

(2) 評価技術のコンセプト 

前項で述べた通り，システムのアシュアランス性は「機能量×稼動時間」の最大

化を保証する事であるため，その評価指標のアシュアランス度を下記のように定義

した． 

即ち，システム稼動の保証度合の評価するためのアシュアランス性評価として機

能信頼度[62]により，アシュアランス度Ａｆを定義した． 

 

システム稼動の保証度合のアシュアランス度 Af 

＝ΣΣ（機能×信頼度×稼動時間）／(全体機能×所定期間) 

＝ΣΣ（機能達成度×信頼度×稼動時間）／所定期間 

 

 ここで機能達成度＝機能／全体機能である．このように，機能達成度とは，サブ

システムＳ1 の機能が働いたというだけでない．他サブシステムとの連携により，

一連の処理が終了し，その結果，どの程度有効な出力を生じるかを評価するもので

ある．  

さらに，「機能達成度×信頼度」を「機能信頼度」と定義し，システム稼動の保

証度合のアシュアランス度 Af を次のように定義する． 



 82

 

システム稼動の保証度合のアシュアランス度 Af 

＝ΣΣ（機能信頼度×稼動時間）／所定期間   (3.11) 

 

(3) 機能信頼度の定義[9] 

前項の評価技術のコンセプトにより，機能信頼度を定義する．  

 
①機能の定義  

図 3.32 に示すように，システムＳはＮ個のサブシステム（Ｓ1,Ｓ2，…,ＳN）

からなり，各サブシステムＳi は機能 fi を持つ．但し，S:システム，Ｓi :サブシ

ステム，Ⅹ:システムの状態，Ⅹ0:無障害時の状態である． 

状態Ⅹの下で，システムＳが達成する機能 F(Ｓ,Ⅹ)は各サブシステムが持つ

機能 fi(Si,Ⅹ)の総和であり次式で定義する． 

( ) ( )∑
∈

=

Si
i XSifXSF ,,       (3.12) 

 

②機能達成度の定義 

システムＳが状態Ⅹの時，まったく異常がない状態Ⅹ0 の時のシステムＳに比

べ，サブシステムが発揮する機能の割合を，状態Ⅹの下での「サブシステムＳi

の機能達成度：ψi（Ｓi，Ｘ）」と呼ぶ．また，状態Ⅹの下での「システムＳの

機能達成度：Ψ（Ｓ，Ｘ）」と呼ぶ．機能達成度ψi（Ｓi，Ｘ），Ψ（Ｓ，Ｘ）は

次式により定義する． 

( ) ( )
( )0,

,
,

XSF
XSif

XSi i
i =ψ

      (3.13) 

( ) ( )∑
∈

=Ψ

Si
i XSiXS ,, ψ

     (3.14) 

このように，機能達成度とは，サブシステムＳi の機能が働いたというだけでな

く，他サブシステムとの連携により，一連の処理が終了し，その結果，どの程度

有効な出力を生じるかを評価するものである． 

 

③時刻ｔでの機能信頼度Ｒｔ 

時刻ｔでのシステムＳの機能達成度の期待値を，時刻ｔでの機能信頼度Ｒｔと

呼ぶ．Ｒｔは機能達成度と期待値Ｐ(Ⅹ|t)=Prob[Ⅹ|t]の積で表し，次式により定
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義する．なお,期待値Ｐ(Ⅹ|t)は時刻ｔ,状態ⅩのもとでシステムＳが達成する機

能がＦ(Ｓ,Ⅹ)となる確率である． 

( ) ( )tXPXStR
X

t |,)( ⋅Ψ=∑      (3.15) 

 

(4) 信頼度の定義 

 従来の信頼性は，高信頼化手段として，多重冗長化やバックアップなどの技法を

用いたとしても，正常なとき，またはバックアップなどの切替が成功したとき信頼

度＝１，異常なとき，またはバックアップなどの切替が失敗したとき信頼度＝０の

2 値のみを考えた特別な場合である．多段階整合化モデルの場合，滞留時間による

時間差で整合化処理を行っているため，「時間差異種データフィールドによる多段

階整合化モデル」における信頼度（Ｒｅ）は平均故障間隔(ＭＴＢＦ)，平均修復時

間(ＭＴＴＲ)の他に平均滞留時間（ＭＴＦＳ：mean time for stay ）も考慮し，

次式 3.16 で表す（図 3.33）． 

MTFSMTTRMTBF
MTBFRe

・er++
=       (3.16) 

但し，ｒe は障害滞留係数と呼ぶ．ｒe はシステムのエラー発生確率と滞留時間

で決まる．ｒe ＝障害発生後の滞留時間／平均滞留時間（ＭＴＦＳ）で表される．  

 

 

図 3.33 平均滞留時間と信頼度の関係 

 

(5) 平均機能信頼度（アシュアランス度）の定義 

システム稼動の保証度合を評価するアシュアランス度は図 3.34 に示すように機

能信頼度の所定期間（ミッション時間）全体にわたる「平均機能信頼度」と定義し，

次式 3.17 で表す． 
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∫⋅=
TM

dt)t(Rt)T/(Af M

0

1       (3.17) 

ＴＭ : ミッション時間 

Ｒｔ(ｔ) : 時刻 t における機能信頼度 

すなわち，「機能信頼度×稼動時間」の面積最大化がアシュアランス度を高める

ことである． 

 

 

図 3.34 平均機能信頼度（アシュアランス度） 
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第４章  

鉄道乗車券システムへの適用 

 

日本の社会は，少子高齢化，グローバル化などの大きな社会環境の変化を受けて

いる．このことは鉄道事業にも影響しており，従来は安全で正確な輸送を行えば良

かったものが，現在では安全性，快適性，利便性などの多様な質の高いユーザー・

サービスを求められている．一方で鉄道輸送を支える重要なシステムの 1 つである

自動出改札システム（AFC: Automatic Fare Collection system）は，異種システ

ムとの共存，異種ニーズとの連携，円滑なシステム更新などが難しいシステムであ

り，これらの改善というシステムニーズが存在する．具体的には高密度輸送におけ

るピーク時の乗降客に対応するための重要な課題の一つとして「自動改札機の処理

速度向上」がある．一方，金券である乗車券を処理するため信頼性が不可欠である．

このため，高速処理と高信頼性の両方を備えた乗車券システムが必要不可欠である．

しかし，従来の磁気式自動出改札システムでは駅内は簡易な集中システム構成で各

端末は原則オフライン処理しており，保守コストも高く，拡張性も乏しいものであ

る．これらの課題を解決し，更に乗客の利便性向上やメンテナンスコスト低減のた

めに新しい無線通信方式の IC カード乗車券システムの開発が必要となった(図

4.1)． 

 

 

図 4.1 鉄道ＩＣカード乗車券システムを取り巻く環境 

 

この新しいシステムにおいては拡張性，異種性，適応性を十分に考慮したシステ

ムアーキテクチャでなければならない．高密度輸送における旅客の流動性確保，サ
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ービスの継続は必須である．この新しい無線通信式 IC カード乗車券システムを磁

気式 AFC システムの老朽取替えにあわせて導入することとしたが，このシステム

では無線通信により改札機との処理を行うため，改札時に処理を高速化するとデー

タ処理の信頼性が低下すると言う問題がある．  

 本章においては，無線通信方式 IC 乗車券システムにおける高速処理性と高信頼

性という要件を満たすため，第 3 章で述べた，自律分散アシュアランス技術を適用

する．その上で，それらの有効性を実証する．具体的には異種統合型情報システム

のシステムアーキテクチャ技術と 2 つのアシュアランス技術を適用する．高速処理

性を実現するための IC カードと自動改札機による「自律連携処理（運賃計算の自

律分散アルゴリズム）」を適用し，さらにその有効性についてモデル化し，比較検

討を行い証明する．また，高信頼化のために各サブシステムでの「自律分散整合化

技術」を導入する．また，システムのアシュアランス性評価という観点から，第 3

章で述べた「機能信頼性評価技術」を適用し，システム稼動の保障度合いを評価す

るアシュアランス性評価を行い，その有効性を示した． 

 また，システム設計への適用として設計パラメータの最適値を求める評価方法を

提案し，これにより，ユーザーにとって最適な状態での設計値（改札機リーダ／ラ

イタの通信エリアの大きさ）について自動改札機において検証した．  

 

4.1   鉄道システム 

 

4.1.1   輸送業からサービス業へ 

 

通勤通学，旅行に行く際に利用する鉄道は，各線が平常通りに運転されているこ

とが当たり前となっている．もし，少しでも遅れれば多くのご利用のお客様に大き

な迷惑をかけてしまうこととなる．ご利用者にとっては，レール，車両と電気があ

れば，そして駅員と乗務員がいれば電車は動くと思われている． 

戦後まもなくの頃は，鉄道は人間系だけで動いていた．すなわち，電話での連絡，

直接言葉による情報伝達で，列車運転の安全性と正確性を担保していたことになる．

しかし，現在は大量高速輸送の時代である．ＪＲ東日本を例にとってみると，１日

当たり 12300 本の列車を運転し，1600 万人を輸送している．このためには，23000

機の信号機を正しくコントロールし，12000 台のポイントを正確に転換しなければ

ならない． 

したがって，戦後の鉄道の歴史は輸送量の伸びに従い，この輸送を安全に行うこ

とを目的として，一つずつシステム化してきたものと言える．その結果，世界で一
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番正確で安全な鉄道となったのである． 

しかし，1975 年以降輸送量はほぼ横ばいを保ち，国鉄が民営化してＪＲとなって

からまた少し伸びてきてはいるが，自動車や飛行機との競争の激化の中では，単に

安全に輸送するだけでなく，より便利で快適に目的地まで行けることが求められて

いる．これは，ＪＲとなってからの会社の経営方針にも反映され，新型車両の導入，

新在直通運転の実施，編成両数の増による混雑緩和などを行ってきた．つまり，こ

れまでの単に人を運ぶ輸送業からお客様本位のサービス業へと脱皮したわけであ

る． 

 

4.1.2   鉄道の安全を支えるシステム 

 

1960 年代後半頃のコンピュータの発展は鉄道システムにも大きな変革をもたら

した．各分野の業務をコンピュータによりシステム化し，業務の効率化と安全性の

向上を図ったのである．世界をリードしたのが日本の鉄道システムである． 

その代表的なシステムは次の３つである[58]． 

 

・座席予約システム   MARS 1964.2～ 

・ヤード自動化システム YACS 1968.9～ 

・新幹線運行管理システム COMTRAC 1972.3～ 

 

MARS は，それまで人手で販売していた座席指定券を新幹線の開業にあわせて，コ

ンピュータにより発売できるようにしたもので，指定席数を飛躍的に増大できた． 

YACS は，貨物の連結・開放の作業を自動的に管理するシステムであり，世界に例

を見ないものであった． 

COMTRAC は，後述する新幹線の輸送をコンピュータにより一元的に管理するもの

である． 

これらのシステムは中央集中システムとして開発され，当時，世界の先端をリー

ドするシステムであった． 

1987 年の国鉄分割民営化でＪＲになってからは経営の基本方針として，お客様・

地域・社会に貢献する「生活創造企業」，最新の技術を開発・活用する「未来志向

企業」，社員・家族の幸福を実現する「人間尊重企業」をかかげ，東京圏，新幹線

のシステムを見直して，高速化・快適化を図り，サービスレベルの向上に資するシ

ステムの開発に着手した． 

技術革新時代にふさわしいサービスを提供するため，列車が乱れた時でもきめ細
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かな旅客サービスの提供を行え，さらに早く平常ダイヤに復帰できる機能を有する，

東京圏輸送管理システム(ATOS)を 1996 年に中央線に導入し，以後逐次線区の拡大

を行ってきている．さらに，このシステムは，安全性の確保，指令業務の軽減と業

務の効率化，駅業務の省力化，保守作業管理など社員の働きやすい環境を作ること

も可能となっている． 

一方，新幹線においても，新幹線運行管理システム(COMTRAC)が東北・上越新幹線

開業時から設備されてきたが，北陸新幹線への対応をはじめ新しい施策に対応がで

きないものであった．そこで老朽取り替えに際して，新幹線の業務全体をネットワ

ークで結び，情報の共有化・一元化を行うようにし，また運行管理は危険分散とレ

スポンスの向上のため自律分散方式とした．このシステムはニュー新幹線総合シス

テム(COSMOS)と呼び，1995 年に使用開始した． 

 

4.1.3   鉄道のサービスを支える自動改札システム 

 

わが国に自動改札機（自動改札機には乗車券を改札する機能の機械と集札する機

能の機械，そして改札・集札両用の機械があるがここでは総称して自動改札機と呼

ぶ）が本格的に導入されたのは，1971 年頃である．導入に先立って，乗車券の形

態やラッシュ時の問題に対応するための研究が 1962 年に近鉄技術研究所で開始さ

れた．そして，1965 年（昭和 40 年）に試作機による実験が行われた．さらに翌年

の 1966 年には試作機を近鉄「あべの橋」駅に仮設して，定期券の実地試験が行わ

れた．その後，国鉄や大手の鉄道会社が本格的に研究を進め，1967 年大阪万博に

合わせて開業した阪急「北千里」駅にわが国初の実用機が導入された． 

試作段階の自動改札機は，現在の乗車券のように裏に磁気材料を塗布したもので

はなく，光学パンチ式や磁気バーコード式が用いられた．すなわち，定期券にデー

タを穿孔し，それを光学的に読み込んで判定するもので，情報量と耐久性に問題が

あった．最終的には情報量，耐久性，耐改ざん性，コストなどの面で優れている磁

気塗膜方式が採用され，現在も改良を加えて，IC カード乗車券が登場した今も多

く利用されている． 

一方，乗車券の開発に並行して，自動改札機の具備すべき機能の検討も行われた．

その主なものは以下のとおりである． 

①  有人改札口と同程度に通過旅客を処理可能なこと 

②  乗車券の投入と取り出しが容易に行えること 

③  乗車券が旅客の歩行に合わせて高速に搬送できること 

④  乗車券の情報が迅速に判定できること 
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⑤  乗車券が無効な場合は安全に通過阻止が出来ること 

当時から，旅客の流動性を安全に実現するため，高速処理と信頼性の確保が鉄道

サービスにとって重要であることは今も同じである． 

 

(1) 高速処理への取り組み 

自動改札機の機能で重要なのは処理速度である，少なくとも改札機内を歩行する

人の速度１ｍ／秒以上にしなければならない[52]． 

しかし，当時のマイクロエレクトロニクス技術ではそこまでの高速化は出来なかっ

た．そのため，サンプリング・チェック方式を採用し，見かけの処理速度を確保す

る方法とした．その後の技術の進歩により，現在では，磁気券の改札機内の搬送速

度は，2.5ｍ／秒になっており，人が早足で改札機を通過しても磁気券は前方の取

り出し口で待っている． 

 

(2) 信頼性への取り組み 

 乗車券は金券であるため，その磁気情報を正確にリード／ライトすることは重要

な機能である．しかし，導入期の磁気券は記録密度や磁気保持力が低く問題であっ

た．記録密度が低いと新しいサービスを付加する場合に問題となり，磁気保持力が

低いとハンドバックの口金やその他の磁気製品の影響を受け，1987 年頃には磁気

券の消磁によるトラブルが利用者の３％程度にまで達し，大きな問題となった．な

ぜなら，現在でも自動改札機の障害（異常券，券詰まり，機器障害など）でドアが

閉じる割合は 0.3％程度であり，これを基に自動改札機の通路数などの設計を行っ

ているからである．直ぐに高保持力券に改良した．機器には当たりが少ないことか

ら早期に実現し現在に至っている． 

 1990 年代に入ると，関東圏で自動化札システムが積極的に導入され，その後 10

年，自動改札機は社会生活にすっかり定着してきた． 

そして，2001 年からはこれまでの磁気券とは全く異なるＩＣカード利用した乗

車券システムが導入された．このシステムの実用化までには前述の自動改札システ

ム特有の問題点を解決するため，その開発に十数年を費やしている．現在（2006

年 10 月末）では，発行枚数が 1800 万枚を超え，2001 年 11 月の導入後 5 年を経過

したが大きなトラブルもなく順調に稼動している．世界的に見ても注目されている

システムである． 
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4.2   異種統合型自律分散ＩＣカード乗車券システム 

 

4.2.1   従来の磁気式自動改札システム 

  

鉄道乗車券システムの特徴は，多くの旅客利用が特定または不特定の時間に集中

するなど負荷変動が大きいため，「自動改札機の高速処理（旅客流動の確保）」が

必須である．また，各機器は始発から終電まで継続して使用されるため，「稼働時

間が長い（サービスの継続）」ことである．  

 

図 4.2 従来の磁気式自動改札システム  

 
図 4.2 に従来の磁気式自動改札システムのシステム構成図を示す．各機器の基本

はスタンドアロンで機能する．各機器は駅内の簡易な集中通信ネットワークと接続

されている．このため，拡張性が乏しく，保守コストも高い，という問題点がある．  

 
4.2.2   異種統合型自律分散ＩＣカード乗車券システム（Ｓｕｉｃａ） 

 

(1) 基本機能 

 鉄道乗車券システムの基本機能は「運賃の収受」と「不正カードのチェック」で

ある．  
 図 4.3 に異種統合型自律分散ＩＣ乗車券システムの機器構成図を示す．システム

は「IC カード」「端末（自動改札機など）」「駅サーバ」「センターサーバ」か

ら構成される. 機器の故障時も最低限のシステムの稼動が補償されないと駅が大

混乱しシステムとしては利用不可である. このため，「自律分散システムアーキテ

クチャ」としている． 
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 ＩＣカードと端末（リーダ／ライタ）間は高速処理を要求されているため，運賃

計算処理は 200msec，非同期，オンラインリアルタイムの制御システムである．こ

れにより，旅客の流動性の確保が図られている． 

 自動改札機と駅サーバ，センターサーバ間は不正 ID や運賃データが 1 時間から

1 日の周期で送受信される，ネットワーク情報システムである．運賃データは IC

カード，端末，センターサーバなどに一定量が蓄積され，情報の確実性，整合性を

図っている． 

 

図 4.3 異種統合型自律分散ＩＣ乗車券システムの機器構成図 

 

4.2.3   システム構成 

 

 図 4.5 にシステムの全体構成を示す．このシステムは時間単位の異なる 3 つの

データフィールド(DF)を持つという特異な構造をしている．DF1 において無線通

信は 1 秒以内に行われるが，DF2 ではデータは 1 時間毎に流れている．DF3 では 1

日毎と 1 時間毎の 2 種類の時間単位を持っている．これらの時間単位はデータの必

要性に応じてそれぞれ設定されており，高速性と高信頼性に寄与している． 

図4.4にＩＣカードと端末間の詳細を示す. 端末である各出改札機器はＩＣカー

ドとの間で無線通信を行う.ＩＣカードは内容コード（ＣＣ：コンテンツコード）が

付いたデータをＤＦ（Data Field）にブロードキャストし, 端末（改札機）はセレ

クトしてデータの収集・処理を行っている（図4.4）. 

各端末と駅サーバ間は駅内ＬＡＮで結ばれており,データフィールドを介して自

律分散処理をしている.駅レベルでは,駅サーバからＤＦにデータをブロードキャス

トしており,各端末（自動改札機, 自動券売機など）はセレクトしてデータを受け不
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正カードチェックや運賃計算などの処理をしている. また, 各端末は自律して稼動

しており, 一部の端末が故障しても他の端末には，その影響を及ぼさないシステム

となっている. 駅サーバが故障した場合はセンターからのデータが来ないため一部

の機能が利用できないが, 各端末は一定量のデータを保存可能なため, 駅での出札

や改札などの業務処理は継続可能である. また，各駅サーバはDF を介してセンター

サーバと結ばれており, 乗客がIC カードを持って駅サーバが正常な他の駅へ移動し

た場合は駅間DFよりデータを取得しており, すべての機能が利用可能である（図

4.5）[10,11,12,13]. 

 

 

図4.4 IC カードとターミナル間のデータフィールド 

 

前項でも述べたが,IC カード乗車券システムは端末での高速処理が必須要件であ

るため, IC カードと端末間のＤＦ1 は1 ／ 10 秒単位でデータの授受がなされてい

る. また, 端末は前述のとおり一定量のデータ保存が可能であるため駅サーバ間と

のＤＦ2ではデータが1 時間単位で授受されている. さらに駅サーバについても一定

量のデータ保存が可能であるためセンターサーバ間とのＤＦ3 は1 日に1 回データ

の授受がなされている. このように「秒」「時間」「日」の3 種類の異なるDF 群を

「時間差異種ＤＦ」と呼ぶ[56]. このように自律分散型IC 乗車券システムはシステ

ムニーズに合わせた「時間差異種ＤＦ 」により構成されているという特徴がある. 

これによりシステムの高速性と信頼性の確保を可能としている（図4.5）. 

また，各Suica カードには固有のID 番号（Identification number）が付けられ

ており，Suica を利用すると時間差異種DF を介した各機器に履歴が伝達されバック

アップ的に処理データを一定量蓄積（データのダム化）し, 障害時に対応する技術

が導入されている．これにより，一部の機器の故障時も最低限のシステムの稼動が

保証され, 不正IC カードの監視や, 詳細については後述するが改札機とＩＣカード

との処理時に「データ抜け」が発生した場合でも，データの整合性を確保する「自

律分散整合化技術」が導入されている.  
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図4.5 異種統合型自律分散型IC カード乗車券システムの構成 

 

IC カードの処理データはカード内に一定量（20 件），端末には一定期間（3 日

間）蓄積可能となっている．各出改札機器端末で蓄積しているデータは一定時間毎

にDF2 にブロードキャストされ駅サーバは必要なデータを内容コード（ＣＣ）によ

り「選択受信」し, そのデータを蓄積する．さらに，駅サーバはDF3 へデータを一

定時間毎に送信する．センターサーバは同様にＣＣにより必要なデータだけ「選択

受信」し, 一定期間（26 週間）分が蓄積される．これにより，センターサーバや駅

サーバが故障した場合であっても，駅の出改札機器は一定期間（3 日間）稼動可能

となり，旅客サービスは継続される．復旧後は直ちに各段階で蓄積されたデータは

再送信され，データの欠落を防ぐことが出来る． 

収集データから判明した不正カードに関する情報はリアルタイムで端末へ配信さ

れ，当該カードの利用を停止する．異種ＤＦを用いてのシステム監視により，セキ

ュリティーも大幅に向上している[57]． 

 

4.2.4   ＩＣカード乗車券システムの課題と解決技術 

 

以上に述べたように磁気式自動化札システムから，設備更新に合わせてＩＣカー

ド乗車券システムを開発・導入したがこの過程でいくつかの課題があった．ここで

はその主なものとして，高速処理性と高信頼性について述べる． 

 



 94

4.3   高速処理技術 

 

 改札機においてカードの不正判定と運賃計算処理を行うが，この場合に特に重要

なのは高速処理である．日本の鉄道の特徴は朝夕の猛烈なラッシュである．こうし

た状況において，旅客が通常，駅構内の平面を自由歩行する速度は１.４m/秒であ

る[46]．また，改札機内の歩行速度は１．０ｍ/秒であり[47]，この速度で通過す

る人の動作に自動改札機の処理スピードが対応する必要がある．[48,49,50,51] 

 高速処理は鉄道乗車券ステムにとって必須の要件となる．本節では，まず，IC

カードと改札機の高速処理の課題を説明する．この課題を解決するために第３章で

提案した，高速処理技術を Suica 乗車券システムに導入したので，この技術の有効

性の評価を行う．このために，システムのモデル化を行い，シミュレーションによ

り評価を行う． 

 

4.3.1   システムの高速処理性の課題 

 

磁気乗車券とＩＣカードを自動改札機で処理した場合の比較を図 4.6 に示す．磁

気式と非接触 IC カード式の改札機によるカード処理の違いは以下のようになる．

磁気式では，改札機に乗車券が入ってくると，データの「読み出し」を行い，それ

が正規の乗車券であるかを「判定」し，必要な事項を「書き込み」それを「確認」

するという 4 段階をおよそ 0.7 秒（実測値）で処理している．これに対して，非接

触 IC カードでは，まず，カードがその電波の中に存在しているかどうかの「存在

確認」をし，それが処理するに値するかどうかの「認証」をする．その後はデータ

の「読み出し」「判定」「書き込み」「再確認」を行う．このように，磁気式では乗

車券を投入してから放出するまでの間，すなわち，改札機内の 1.15ｍの距離を秒

速１ｍで歩行する 1.15 秒以内に処理をすればよい．しかし，ＩＣカードの場合は

ＩＣカードとリーダ／ライタとの通信・処理エリアが，隣接改札機への影響や技術

的問題から，あまり大きく取れないため現在は約 0.2ｍの半球状になっている．こ

のため，処理時間は歩行速度から 0.2sec 以下が必要となる．このため，自動改札

機の処理が最難関技術として十数年研究を続けてきた[53,55]． 
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図 4.6 自動改札機による処理の比較 

 

4.3.2   高速処理のための自律連携処理技術 

 

前述のようにハードウェアによる処理技術は一定の限界がある．一方，鉄道の運

賃は駅 2 点間によって決定するため，この処理を図 4.7 に示すように，降車駅で行

うと乗車経路によっては複雑な運賃計算となり処理時間が長くなり，スムーズな旅

客流動を阻害する恐れがある．このため，第 3 章の３．３節「自律分散高速処理技

術」で提案した，自律分散システムアーキテクチャを使った新しい「自律連携処理

技術（自律分散アルゴリズム）」を鉄道 IC 乗車券システムの運賃計算処理に導入し

高速処理を実現したのでその内容を以下に述べる． 

 

 

図 4.7 運賃計算処理の高速化の考え方 
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(1) 運賃計算の自律連携処理（自律分散アルゴリズム） 

図 4.8 は，改札機での処理を高速化するため，３．３節の「自律連携処理技術」

を運賃計算に適用した場合の概要を示す． 

X 駅と Y 駅間有効の定期券を所持する利用者は，定期区間外の A 駅で切符を購入

して入場し，同じく定期券区間外の B 駅で出場する時は不足運賃を精算する必要が

ある．この処理は IC カードを改札機の R/W にかざすだけで，必要な運賃を自動精

算する．この複雑な計算が降車駅の改札出口で行われる場合，その処理時間は非常

に長くなる．したがって，処理時間を短縮するために，乗車駅における前処理（乗

車時に予め定期区間内の乗継駅（仮精算駅）および乗車駅-乗継駅間の運賃を IC カ

ード内に記録する）と降車駅での後処理（乗車ルートの運賃を計算，比較して，最

安な運賃を確定する）と自律連携処理する．  

具体的に，図 4.8 では，A 駅改札機入場時に A 駅から最短の定期区間内駅（J 駅）

を選択し，A-J 間運賃（FAJ）と共にカード内に書き込みを行う．そして，B 駅改札

機出場時には B 駅から最短の定期区間内駅（K 駅）を選択する．次に「A-B 間運賃」

および「A-J 間運賃＋B-K 間運賃」を比較し安価なルートを選択すると共にカード

内処理を行う． 

このように運賃計算を各駅の改札機のローカル情報とインプット情報（定期券情

報）でローカル処理し，この処理を前処理と後処理に最適分割して計算し，最後に

連携処理するものである．この技術により，端末レベル（改札機）での処理時間を

大幅に高速化することができる[54]． 

 

 

図 4.8 運賃計算の自律連携処理（自律分散アルゴリズム） 
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(2) 処理時間の定義 

４．２．２項でも述べたが， IC 乗車券システムの基本機能は，不正カードのチ

ェックと運賃計算処理である．図 4.8 に示すように，定期区間外のＡ駅から乗車し

てＢ駅で降車した場合には定期区間を考慮した運賃がＢ駅で精算される．また，Ａ，

Ｂ両駅では不正カードのチェックが行われる． 

 システムの基本処理に必要な処理時間を「カード・端末による分散処理」の場合

と「センターサーバによる集中処理」の場合について求める．処理時間は「不正カ

ードのチェック・処理」と「運賃計算」 および付帯する通信時間などに要する時

間の合計と定義する． 

処理時間 T = T1 + T2 + T0      (4.1) 
T1：不正カードのチェック・処理時間  
T2：運賃計算処理時間  
T0：通信などの付帯処理の時間  

 
①「カード・端末による分散処理」の場合  

TAB = TA + TB 

= T1A + T2A + T0A + T1B + T2B + T0B    (4.2) 

TAB：Ａ駅とＢ駅の処理時間の合計  
TA：Ａ駅での前処理の時間  
TB：Ｂ駅での後処理の時間  

 
②「センターサーバによる集中処理」の場合  

TC = T1C + T2C + T0C       (4.3) 
TC：センターサーバでの処理時間  
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4.3.3   処理フローとモデル化 

 

４．３．２（２）節で定義した処理時間を図 4.9 の基本乗車パターンに合わせて

分散処理の場合と集中処理の場合について，処理フローと，これをモデル化したも

のを以下に示す． 

 

 

図 4.9 基本乗車パターン 

 

(１) 分散処理 

①  Ａ駅の処理フロー（図 4.10） 

②  Ｂ駅の処理フロー（図 4.11） 

③  Ａ駅の処理モデル（図 4.13） 

④  Ｂ駅の処理モデル（図 4.14） 

 

(２) 集中処理 

①  駅・センターサーバ間の処理フロー（図 4.12） 

②  駅・センターサーバ間の処理モデル（図 4.15） 
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図 4.10 分散処理：Ａ駅の処理フロー 
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図 4.11 分散処理：Ｂ駅の処理フロー 
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図 4.12 集中処理：駅・センタサーバ間の処理フロー 
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図 4.13 分散処理：Ａ駅の処理モデル 

 

①Ａ駅での前処理の場合を図 4.13 に示す．この場合の処理時間は以下の式で表さ

れる．  

{ } { }

δ−γ−++δ+γ+β+=

++−δ+−γ+
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ ⋅β+=

++++=++=

∫
∫

→

→

)D(T)D(Tnjpdttt

)D(T)D(T)1n()1j(tpdtt

T)tt()tt(TTTT

wrwrrrnowstartSuica10

wrwrrr1nowstartSuica0

A0csn0A0A2A1A

         (4.4) 

t0: ネガビットチェック時間 β: 不正カード発生率 

tn: カード ID チェック時間 γ: 1 個データ検索時間 

ts: 運賃データ検索時間 δ: 2 つデータ比較時間 

tc: 最小運賃データ抽出時間 p: トランザクション数 

t1: 一個 ID チェック時間 j: 総駅数 

Tr(Dr): カード読込時間 n: X～Y 間駅数 

Tr(Dr): カード書込時間  
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図 4.14 分散処理：Ｂ駅の処理モデル 

 

②同様にＢ駅の場合の処理時間は以下の式で表される．  
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∫

∫
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=
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=

γδγβ

δδγβ   

         (4.5) 

tsum2: 2 つ運賃データ合算時間，t2: 残額計算時間 

 
以上の結果から，分散処理の場合の処理時間 TAB = TA + TB である．式からもわか

るように，処理時間は P：総トランザクション数と j：総駅数の関数になっている．

Ｐやｊが増加するとＴも増加する．  
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図 4.15 集中処理：駅・センタサーバ間の処理モデル 

 

 センターシステムで集中処理する場合はＡ駅入場時は不正カードチェックのみ

とし，Ｂ駅出場時にカードチェックと運賃計算処理を行う，この場合の処理時間は

以下の式で表される．  
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  (4.6) 

Ｔｒ’(Ｄｒ): 読込データの通信時間，Ｔｗｒ’(Ｄｗｒ): 書込データの通信時間  
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ここで，待ち時間 TW，TR は以下のとおりである．  
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   (4.7) 

nl: workstation の回線数 (定数 ) 
cw: workstation の処理能力  
ρ : workstation の１つの回線の平均処理率 (定数 ): 
nl’: R/W の回線数 (定数 ) 
cr: R/W の処理能力１つの回線の平均処理率 (定数 ) 
ρ ’: R/W の１つの回線の平均処理率 (定数 ) 

 

4.3.4   シミュレーションと評価 

 

(1) シミュレーション 

 ４．３．３節の処理フローとモデル化から処理時間について導き出した式より処

理時間が「駅数」及び「トランザクション数」によってどのように変化するかシミ

ュレーションを実施した． 

ここで実際の鉄道線区を想定して，駅数が比較的少ない場合（十数駅）から中規

模（数十駅）大規模（数百駅）を想定して，処理時間と駅数の関係をグラフ化した

ものが図 4.16 である．同様に，処理時間とトランザクション数の関係をグラフ化

したものが図 4.17 である．シミュレーションにあたっては，表 4.1 のパラメータ

を使用した． 
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図 4.16 処理時間と駅数（集中・分散） 

 
図 4.17 処理時間とトランザクション数（集中・分散） 
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表 4.1 シミュレーションにおけるパラメータ 

 分散 集中 

Tr(Dr) 40 

Twr(Dwr) 80 

Tr'(Dr) - 10 

Twr'(Dwr) - 10 

t0 5 2 

t1 10 4 

β 0.01* 

ts 10 4 

tc 5 2 

tsum2+t2 6 1 

cw - 40* 

cr - 20* 

nl=nl' - 10* 

(*を除き単位 ms) 

 

(2) 評価 

前項のシミュレーション結果からわかるように駅数が小規模な場合（43 駅以下）

は集中処理が有効であるが中規模（43 駅以上）は分散処理が有効である． 

また，処理時間とトランザクション数の関係では，トランザクション数が少ない場

合（数万件）は集中方式が有効であるが，多い場合（42,700 トランザクション/day

以上）は分散方式が有効である． 

 これらの結果からもわかるように「自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）」

は駅数が多く，トランザクション数も多い，都市型の鉄道などには有効な技術であ

ることが証明された．同様に，端末数が多く，高負荷トランザクションの他のシス

テム，例えば，インターネットの E-Comerce などで順次サービスを受ける場合に割

引券を利用する場合としない場合の処理を高速に行うケースなどにも有効な技術

である． 
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4.4   システムの信頼性 

 

本節では, まず，ＩＣカードと端末間の通信処理に起因する問題点を明らかにし，

この対応として，システムの信頼性を確保する技術として，「自律分散整合化技術」

のIC カード乗車券システムへの適用を解説する.その後，第３章で述べた機能信頼

性評価技術により，自律分散整合化技術の有効性を評価する．比較対象としては, 整

合化技術を導入した自律分散システムと，整合化技術を用いないシステムとして従

来の集中管理型乗車券システムを扱う. まず, 各システムのモデル化を行い機能信

頼性の式を導出する. 最後にシミュレーションを行い, 結果の考察を行う. 

 

4.4.1   ＩＣカードと端末間の通信処理 

 

(1) IC カードと端末間の通信処理 

 具体的に改札機によるカード処理がどのように行なわれているか述べる. まず,

カードがその電波の中に存在しているかどうかの存在確認をし, それが処理するに

値するかどうかの相互認証をする. その後は判定に必要なデータをカードから読み

取り, 不正カードチェック, 運賃計算,SF 残金が十分か等の判定を行い, 結果のデ

ータをカードに書き込み, 最後に再確認を行なう（図4.18）. 改札側は判定後のデ

ータを仮データとしてデータベースに登録を行い, 最後の再確認でカードからAck 

信号(更新完了応答) が返ってくると, その仮データを確定データとして確定する. 

 

図 4.18 IC カードとターミナル間の処理:正常時 
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(2) 無線通信に起因する処理未了エラー 

前述したように，Suica システムではカード側のデータ処理が完了したことをR/W

側が受け取って，処理を完了する仕組みである．しかし, リーダにカードを挿入し

て使用する接点形IC カードとは異なり, 非接触式であるが故に, カードのかざし

方等旅客の使用方法に依存してしまうという欠点を持つ. 一連の処理が完全に終了

する前にエリアの外にカードを出されてしまい処理未了になる場合がどうしても発

生する．以下にそのような処理未了エラーのパターンについて説明していく. 

 

 

図4.19 IC カードとターミナル間：エラーe０ 

 

まず図4.19に示すエラーe０ は, データ読み取りを完了する以前に, カードがエ

リアの外に出てしまった場合である. R/W 側にデータが届いていないので当然運賃

計算なども実行できず, カード側もR/W も更新がなされていない状態になる. 

続いて図4.20に示すエラーe１は, データ読み取り後, 運賃計算結果をカードに書

き込む以前にカードがエリアの外に出てしまった場合である. R/W 側には運賃計算

結果のデータはあるがカードからAck 信号が返ってこないためデータを仮更新状態

のまま確定できない状態になる. 
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図4.20 IC カードとターミナル間：エラーe１ 

 

図4.21のエラーe２ は, カードへの書き込みは成功したが最後のAck 信号が返ら

なかった場合である. このエラーもR/W側には運賃計算結果のデータはあるがカー

ドからAck 信号が返ってこないためデータを仮更新状態のまま確定できない状態に

なる. カード側のデータは更新されているが，R/W 側が更新されていないという状

態の不整合が生じる． 

 

 

図4.21 IC カードとターミナル間：エラーe２ 
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(3) エラーに対しての従来技術での対応 

これらのエラー発生に対して, システム側がどのように対処するかについて述べ

ていく. まず従来技術での対応の仕方について述べる. 各エラーと処理のパターン

を表4.2に示す. 従来技術ではR/W 側(センター側) をメインのデータベースとし, 

カード側のデータはバックアップとしてシステムを構築していた. そして, カード

側とR/W 側のデータが不整合な状態でのシステム稼動を許していない. 

本来, トランザクション処理では, 複数の処理がひとつの処理単位としてまとめ

られ, トランザクションと呼ばれる単位で監視され「すべて成功」か「すべて失敗」

のいずれかであることが保証されなければならない. 従来技術でのシステムで

は,Ack 信号が返ってこない場合は計算結果を全て破棄し, 改札扉を閉める事によ

って, トランザクションをアボートする. つまり, どちらか一方が失敗したらもう

片方も失敗させ, どちらも成功したときに, 初めて全体を成功としようとする. し

かし,e2 のエラーの場合, 既にカードには書き込まれてしまっており, トランザク

ションをアボートしようにも, 肝心のカードは通信エリア外にあるためその内容を

棄却させる事ができない.このような状態になった時は窓口に行ってカードの内容

を書き換えて復旧するしかない. 

例えば,A 駅で乗車しようとしてe２ のエラーが生じた場合, カードにはA 駅で

乗車したというデータが書き込まれ,R/W 側にはデータが残らない. もう一度タッ

チしてもR/W 側からは, そのカードはA 駅から乗車したはずなのに,A 駅から乗車

しようとしていると見えてしまう. 

 

表4.2 従来：発生するエラーと処理のパターン
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4.4.2   自律分散整合化技術 

 

 正常処理(図4.22)に対し，第４．４．１項で述べた処理未了エラーe２ が発生した

場合は端末側にあるデータを「仮一件明細データ」としてDF に送りサーバ側はそれ

を「選択受信」し蓄積しておく(図4.23). 次の処理で送られてきたデータと前のデ

ータとの整合性を確認し，仮データから確定データへ補正する(図4.24)．この方法

は各端末による部分処理を統合処理することによって，結果としてデータの信頼性

を確保する技術である[57]． 

 

図4.22 自律分散整合化技術(1)：正常時 

 

図4.23 自律分散整合化技術(2)：データ抜け時 
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図4.24 自律分散整合化技術(3)：データの補正 
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(1) 整合化技術導入後のエラーに対しての対応 

この自律分散整合化技術を導入した場合の処理のパターンについて説明する. 

Suicaシステムではカードのデータをメインとし,R/W 側をバックアップとして捉え

ている. Ack 信号が返って来ない場合, 端末側にあるデータを「仮データ」として

登録しておき, 次回以降の処理が正常の場合には，正常なデータと前回の正常なデ

ータとからデータの整合性を確認し，仮データから確定データへ補正する（表4.3）．

つまり,Suica システムではシステム稼動の継続を重視しており, Ack 信号が返っ

て来ない場合でも改札を通過させ, その後の使用時にその正当性を確認する. 

この技術によって, カード側に正常にデータが書き込まれている場合はAck 信号

が届かなくても旅客に意識させる事なく, 流動の阻害を防ぐ事ができる. 

 

表4.3 整合化技術導入後：発生するエラーと処理のパターン 

 

整合化技術導入前と導入後の各サブシステム間のデータの送受信について図4.25

から図4.28に示す. 通常, センターサーバはカードのデータをバックアップ的に保

存しておく. データ抜けが発生した場合は, 前後のデータから正当性を確認してか

ら補正を行なう(図4.25). 

しかし, カードに保存できる件数を超えるデータ抜けが連続で発生した場合, 整

合化できる許容範囲をオーバーしたと考え, そのカードの使用を禁止する(図4.26). 

これはカード側に正常に処理が行なわれたデータが押し出されて1つも残っておら

ず．非常に信頼性にかける状態にあるためである. 

また, カード紛失時やなんらかの理由で不正カードが発覚した場合など緊急的に

センターから各駅にそのカードの利用を禁止するネガデータが送られる(図4.27). 

整合化技術を用いない従来の場合はデータ抜けが発生する度にカードの使用を停止

させその度に復旧作業を行なっていた(図4.28).
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図4.25 各サブシステム間の通信(整合化技術) 

 

 

図4.26 各サブシステム間の通信(整合化技術) 
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図4.27 各サブシステム間の通信(整合化技術) 

 

 

図4.28 各サブシステム間の通信(従来) 
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4.4.3   システムのモデル化 

  

 「自律分散整合化技術」をＩＣカード乗車券システムに導入した場合のシステム

を「自律分散型システム」と呼ぶ．本節では３．４．４項で述べた「機能信頼性評

価技術」を異種統合型IC カード乗車券システムへ適用し，「自律分散整合化技術」

のアシュアランス性を評価する. 自律分散型システムの評価の比較対象としては, 

整合化技術を用いないシステムとして従来技術の「集中管理型システム」を扱う.

まず, 各システムのモデル化を行い機能信頼性の式を導出する. その後，次項４．

４．４でシミュレーションを行い, その結果の考察を行う. 

 

(1) システムのモデル化 

 システムの機能信頼性を評価するためのモデル化の前提として，機能量と機能達

成度について，以下のように定義する． 

ＩＣカード 乗車券システムの基本機能は，不正カードのチェックと運賃計算処理

である. このチェックと運賃計算処理はカード内データを基本に処理が行われるの

で, 各サブシステムの機能量として,「カード内データ」と「サーバ内データ」が一

致した状態の時，そのデータを「一致データ」と定義する. また,ＩＣ 乗車券シス

テムに求められる機能達成度（式3.14）を「データの一致度」(図4.29) と定義する. 

ここで「データの一致度」とは,「サーバ」と「カ－ド」内のデータが一致している

度合い（例えば「一致データ」の件数の割合など）を表すものである． 

 

 

 

図4.29 データの一致度 
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(2) 自律分散型システム 

 自律分散整合化技術を用いた自律分散システムの機能信頼性のモデルを図4.30に

示す．各サブシステムは機能量として「一致データ」を持っている. 

サブシステム中の粒１つが「一致データ」１つを表している. これまでにも述べ

てきたように,Suica システムでのセンターサーバはバックアップとしてデータを

蓄積し, 他のサービスや異常時に利用している. 

 

 
図4.30 自律分散型システムの機能信頼性モデル 

 

(3) 集中管理型システム 

図4.31に集中管理型システムの機能信頼性モデルを示す．運賃計算を行うのは各

ターミナルであり, 複数のターミナルが連携する事によって集中管理型システムに

おけるセンターサーバの役割を果たしている. 集中管理型システムではターミナル

はR/Wの機能しか持たず運賃計算・データの保管はセンターサーバが全て行なう. 

 

 

図4.31 集中管理型システムの機能信頼性モデル 
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4.4.4   機能量の定義 

 

(1) 機能量の定義（基本） 

 機能量は「3.5.3 機能信頼性評価技術」の定義より，以下のようになる． 

状態Ⅹの下で，システムＳが達成する機能 F(Ｓ,Ⅹ)は各サブシステムが持つ機能

fi(Si,Ⅹ)の総和であり次式で定義する． 

( ) ( )∑
∈

=

Si
i XSifXSF ,,

      (3.12) 

 

(2) 機能量の定義（ＩＣカード乗車券システム） 

前項の2つのシステムモデルにおいて機能信頼性の定義を適用した場合，各数式が

どうなるかを示す．まず,「一致データ」である機能量は以下のようになる. 自律分

散型乗車券システムではカードと各ターミナルが持つデータを比較し, 集中管理型

システムでは各サブシステムである，カードとセンターサーバのデータを比較する.

状態X におけるカードi とターミナルjが持つ機能量と機能達成度をそれぞれ

)X,S(f )i(Card , )X,S(f )j(nalTermi , )X,S(f Server として定義する． 

 

①自律分散型システムの機能量 

・データベース一致データ 

( ) ∑
∈

=
nalTermij

)j(T)i(C)i(Card Di)X,S(f α      (4.8) 

( ) ∑
∈

=
Cardj

)j(T)i(C)j(alminTer Di)X,S(f α      (4.9) 

( )iα :サブシステムｉのステータスデータが論理的に正しいかどうかの判定係数 

)j(T)i(CD :カードとターミナル間で一致しているデータ数 

 

②集中管理型システムの機能量 

・データベース一致データ 

( ) ∑
∈

=
nalTermij

)j(T)i(C)i(Card Di)X,S(f α      (4.10) 

( ) ∑
∈

=
Cardj

S)i(CServer Di)X,S(f α       (4.11) 

( )iα :サブシステムｉのステータスデータが論理的に正しいかどうかの判定係数 

S)i(CD :カードとサーバ間で一致しているデータ数 

 



 

 120

4.4.5   機能達成度の定義 

 

(1) 機能達成度の定義（基本） 

機能達成度は「3.5.3 機能信頼性評価技術」の定義より，以下のようになる． 

状態Ⅹのもとでの「サブシステム Si の機能達成度：ψi（Si，Ｘ）」と呼ぶ．また，

状態Ⅹの下での「システムＳの機能達成度：Ψ（Ｓ，Ｘ）」と呼ぶ．機能達成度ψi

（Si，Ｘ），Ψ（Ｓ，Ｘ）は次式により定義する． 

( ) ( )
( )0X,SF

X,SifX,Si i
i =ψ       (3.13) 

( ) ( )∑
∈

=Ψ

Si
i XSiXS ,, ψ

      (3.14) 

 

(2) 機能達成度の定義（ＩＣカード乗車券システム） 

ＩＣカード乗車券システムの機能達成度である「データ一致度」の定義式を示す.

自律分散型システムにおけるカードi の機能達成度 )X,S( )i(Cardψ は式3.13と式4.8に

より式4.12となる. またターミナルj の機能達成度 )X,S( )j(nalTermiψ は式3.13と式4.9

より式4.13と表せる. 同様に集中管理型システムにおけるカードi とセンターサー

バの機能達成度 )X,S( )i(Cardψ , )X,S( serverψ は式4.14,式4.15となる. 

 

①分散型システムの機能達成度 

・データ一致度 

( )

ALL

nalTermij
)j(T)i(C

)i(Card D

Di
)X,S(

∑
∈=

α
ψ      (4.12) 

( )

ALL

Cardj
)j(T)i(C

)j(alminTer D

Di
)X,S(

∑
∈=

α
ψ      (4.13) 

α(i):サブシステムi のステータスデータが論理的に正しいかどうかの判定係数 

DALL:システム内データ数 
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②集中管理型システムの機能達成度 

・データ一致度 

( )
ALL

S)i(C
)i(Card D

Di
)X,S(

α
ψ =       (4.14) 

ALL

Cardj
S)i(C

server D

D
)X,S(

∑
∈=ψ       (4.15) 

α(i):サブシステムi のステータスデータが論理的に正しいかどうかの判定係数 

DALL:システム内データ数 

 

4.4.6   システム全体の機能信頼性 

 

(1) 機能信頼性の定義（基本） 

機能信頼性の評価に必要な「機能信頼度」と「平均機能信頼度（アシュアランス

度）は「3.5.3 機能信頼性評価技術」の定義より，以下のようになる． 

時刻ｔでのシステムＳの機能達成度の期待値を，時刻ｔでの機能信頼度Ｒｔと呼

ぶ．Ｒｔは機能達成度と期待値Ｐ(Ⅹ|t)=Prob[Ⅹ|t]の積で表し，次式により定義す

る．なお,期待値Ｐ(Ⅹ|t)は時刻ｔ,状態ⅩのもとでシステムＳが達成する機能がＦ

(Ｓ,Ⅹ)となる確率である． 

( ) ( )tXPXStR
X

t |,)( ⋅Ψ=∑      (3.15) 

システム稼動の保証度合を評価するアシュアランス度は図 3.34 に示すように機

能信頼度の所定期間（ミッション時間）全体にわたる「平均機能信頼度」と定義し，

次式で表す． 

∫⋅=
TM

dt)t(Rt)T/(Af M

0

1       (3.17) 

ＴＭ : ミッション時間 

Ｒｔ(ｔ) : 時刻 t における機能信頼度 

 

(2) 機能信頼性の定義（ＩＣカード乗車券システム） 

ＩＣカード乗車券システムの機能信頼性がどうなるか考察する. これまでに述べ

たように, エラーe0,e1 が生じた場合は集中管理型システムでも整合化技術を用い

た自律分散型システムでも救う事はできず, 改札扉を閉めてトランザクションをア
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ボートするしかない. そこで今回は, 正常に処理が行なわれるか, エラーe2 が発

生するかのどちらかしか生じないと仮定する. また, 各サブシステムの物理的なダ

ウン等「データ抜け」以外の障害は発生しないものとする. さらにモデルをシンプ

ルなものにするため, 平均的なユーザを想定しその平均的なカードに基づき各サブ

システムの機能量,機能達成度, システム全体の機能信頼性を求めていく. 

 

表4.4 利用例：集中管理型システム 

前日ラスト 1回目(乗) 2回目(降) 3回目(乗) 4回目(降) 5回目(乗) 6回目(降)

OK OK OK e2 OK e２ OK 

 

まず, 集中管理型システムにおけるシステム全体の機能信頼度を求める. 集中管理

型システムでは整合化技術を使用しない（データの不一致を許容しない）ため, エ

ラーe2 が発生した場合, 旅客は自動改札機を通過することができず, 係員窓口で

データを修正しなければならない. データ不一致が発生した時刻gn，修正するまで

に要する時間をts とすると, gn よりtS の時間だけカードとサーバのデータが一致

していないため, カードの機能量 ),( )( XSf iCard  は0となる.表4.4の例では,3 回目

(時刻g3)と5 回目(時刻g5) でデータ不一致が起きたため, それぞれ時刻g3 +ts,g5 

+ts にデータ修正が完了するまで ),( )( XSf iCard = 0 となっている(図4.32). その影響

によってサーバの機能量 ),( XSf Server もその間(n-1) ・M に低下する. 
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図4.32 集中管理型システムの機能達成度 

 

式4.14, 4.15と先ほど求めた機能量により, カードの機能達成度とサーバの達成度

は図4.32 のようになる. これによりシステム全体の機能達成度Ψ(S,X) は1 か

(n-1)/2n となる. 機能信頼度はこの機能達成度Ψ(S,X) と期待値P(X | t) の積で

あり(図4.33),この時間積分をミッションタイムで割ったものが平均機能信頼度Ａｆ

式3.17である. 
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図4.33 集中管理型システムの平均機能信頼度 

 

最終的に集中管理型システムの平均機能信頼度Ａｆは式3.17より次式となる. 

( )
M

SM

f T

qte
n

nT

MT

qSte
n

nqStMT
A

×××
+

−
=⎭

⎬
⎫

⎩
⎨
⎧

××⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛ ×

+
−+×−×

= 2
1

2
111

    (4.16) 

TM: ミッションタイム，ts: ダウンタイム，q: タッチ回数 

e: エラー発生確率，n: データ件数 

 

続いて, 自律分散型システムにおけるシステム全体の機能信頼度を表4.5の例から

求める. 自律分散型のシステムは整合化技術を用いるため, データ抜けをカードに

保存できる件数(n) まで許容できる．データが抜けた状態で稼動を継続することが

できるが, 機能量としてはその度に段階的に低下していく(図4.34)．その時の機能

達成度は図4.35のようになり, 各時刻における機能達成度の期待値は図4.36となる． 

 

表4.5 利用例：自律分散型システム 

前日ラスト 1回目(乗) 2回目(降) 3回目(乗) 4回目(降) 5回目(乗) 6回目(降)

OK e2 e2 OK e2 OK OK 
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4.34 自律分散型システム：カードとターミナルの機能量 

 

 

図4.35 自律分散型システム機能達成度 
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図4.36 自律分散型システムの平均機能信頼度 

 

これらの事から式3.17より平均機能信頼度Ａｆは式4.16と同様に,  

M

q

J

j

k

kjk
kjjj

f T

eeC
n

kngg

A
∑ ∑
= =

−
+ −

−
−

= 0 0
1 )1()(

    (4.17) 

gi: タッチ時刻，n: カード内データ件数 

となる. 

 

4.4.7   シミュレーションと評価 

 

(1) シミュレーション 

シミュレーションを行うに当たって，平均的なユーザを考える．図 4.37 は時間

帯によって改札利用人数がどのように分布しているかを表す，ある駅での実測値で

ある．このデータから支配的な駅利用を行うユーザを想定した（図 4.38）． 
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図4.37 各時間帯における駅改札利用人数の分布 

 

 

図4.38 シミュレーションに用いるパラメータ：ユーザの利用方法 

 

シミュレーションに用いた核パラメータを表 4.6 にまとめた．今回は，システム

構成とエラーが生じた後の処理の仕方によってどのような差が生じるかを明らかに

したいので，エラー発生確率は自律分散型と集中管理型で共に同じ値を用いた．こ

の確率も Suica システムのフィールドにおける実測値を用いた． 

整合化処理はバックグラウンドでセンターサーバによって実行される．これまで

は，夜中に 1 度行われるだけであったが，トランザクション数の増加に伴い 2006

年 1 月からは日中に 2 回，夜中に 1 回行われるようになった．この整合化処理をい

つ行うかは重要な決定要素である．トランザクションのピーク時にデータ抜けが多

数生じる可能性が大きいので，その後に整合化処理を行うことが理想的だと考えら

れる．今回は図 4.39 に示す時間に整合化処理を行うものとしてシミュレーションを

行った． 
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表 4.6 シミュレーションに利用するパラメータ 

パラメータ 値 

ミッションタイム (TM) 21 [hour] 

ダウンタイム (tS) 10 [min.] 

タッチ回数 (q) 4 

エラー発生確率 (e) 0.4 [%] 

乗車時間 30 [min.] 

1 回目タッチ時刻 (g1) 08:00 

1 回目タッチ時刻 (g2) 08:30 

1 回目タッチ時刻 (g3) 18:00 

1 回目タッチ時刻 (g4) 18:30 

設計パラメータ 値 

整合化処理の回数 1～3 

カード内データ保持件数 (n) 1～40 

 

 

 

図4.39 整合化処理の回数 
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(2) 評価 

前節までの評価条件に従ってシミュレーションを行った結果を図 4.40 に示す． 

 

図4.40 シミュレーション結果(データ保持件数) 

 

横軸がカードに保持されるデータ件数，縦軸がシステム全体の機能信頼性である．

IC 乗車券システムにおける機能信頼性は「データ一致度」を用いているので，これ

はデータの信頼性を確保し，システムが安定的に稼動できることの性質を表してい

る．自律分散整合化技術はカードに保存されているデータ件数を許容範囲として，

それ以下のデータ不整合を補完することが出来る．カードが多くのデータを持つほ

ど，「データ抜け」をたくさん許容できるというわけである．シミュレーション結果

からも，十分なデータ数を持たせれば自律分散型システムが高信頼となることがわ

かった．ただし，データ保存件数が 20 件を超えた辺りから，その効果は小さくなる．

これはエラー発生確率の小ささに対して，必要以上のデータを持たせても効果がな

いという事である．コストの問題もあり，適切なデータ容量を決める事が重要であ

り，評価の結果，現在の設計地である 20 件，整合化処理の回数 3 回が適切であるこ

とがわかった． 

続いて，エラー発生確率を変化させた場合のシミュレーション結果を示す．図

4.41～4.43 は整合化処理を行う自律分散型で，図 4.44 は整合化処理を行わない集

中管理型のシミュレーション結果である． 
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図 4.41 シミュレーション結果(整合化技術 1 回) 

 

0

0
.2

0
.4

0
.6

0
.8 1 5

20

35

50

65

80
95

0.5

0.54

0.58

0.62

0.66

0.7

0.74

0.78

0.82

0.86

0.9

0.94

0.98

機能信頼性

エラー発生確率

データ保存件数

整合化処理2回

 

図 4.42 シミュレーション結果(整合化技術 2 回) 
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図 4.43 シミュレーション結果(整合化技術 3 回) 
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図 4.44 シミュレーション結果(整合化技術なし) 
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図 4.45 シミュレーション結果(整合化技術 3 回) 
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図 4.46 シミュレーション結果(整合化技術なし) 
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図 4.45 と図 4.46 はエラー発生確率の範囲を 0-1%として実際の数値に近いものを

用いてシミュレーションを行った場合である． 

一見，整合化技術利用と利用なしでは，利用しない場合の方が機能信頼性が高い

ように見える．確かに，エラー発生確率が高いにも関わらず，データ容量が少ない

場合は低い機能信頼性となってしまうが，そのような場合でもカードに十分なデー

タを持たせる事によって集中管理型システムと比較してもかなり高い水準を維持す

ることができる(図 4.43, 4.44)． 

このように，異種統合型ＩＣカード乗車券システムに「機能信頼性評価技術」を

適用し，システムのモデル化，機能信頼性の適用，その評価を行う事によって「異

種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ」と「自律分散整合化技術」の有効

性が実証できることを示した．  
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4.5   最適システム設計値の算出とその評価手法 

  
これまでに，異種統合型情報サービスシステムの高速処理性と高信頼性を実現し，シス

テムを安定稼動するために，「時間差異種データフィールド」による，異種統合型情報

サービスシステムの「システムアーキテクチャ」構築技術を提案した．このアーキテク

チャにより，高速処理を実現する技術として「自律分散連携処理技術」，高信頼性を実

現する技術として「自律分散整合化技術」を提案し，シミュレーションによりその有効

性を評価してきた． 
本節では高速性と高信頼性の技術を実際のシステム設計に適用する方法について示

す．特に，ＩＣカードとリーダ／ライタ間の処理においては「通信エリアの大きさ」が

重要な設計パラメータになる．まず，システムのモデル化を行い，その評価方法を提案

し，シミュレーションにより設計パラメータの最適値を求める． 
 

4.5.1   システムのモデル化 
  

これまでも述べてきたように，非接触ＩＣカードシステムにおいては，システムの高

速性と高信頼性を確保し，アプリケーションニーズである，「流動性」と「システムの

継続性」を確保する必要がある． 
特に重要な部分はＩＣカードとリーダ／ライタとの関係である．ＩＣカードはリーダ

／ライタの「通信エリア」内で処理がなされ，信頼性を阻害する要因として「データ抜

け」がある．エラー率がその一因であることなどの詳細については４．４節で述べた．

また，高速処理においては改札機の処理能力を無限に高速化できないことから，一定の

能力値において人が利用する場合，マンマシンインターフェイスの関係からどうしても

エラーが発生する．このように，高速性と高信頼性はエラー率によって変化する．この

エラー率は通信エリアの大きさに関係し，通信エリアの大きさは改札機の流動性に関係

する．ＩＣカードとリーダ／ライタ間の関係をモデル化したものを図 4.47 に示す． 
 

図 4.47 ＩＣカードとリーダ／ライタ間の関係 
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ＩＣカードを人が手に持って移動する場合，通信エリア内を正常にカードが通過する

には，通過時間（エリア内滞在時間）以下で改札機はデータ処理をする必要がある．こ

の関係は次式のようになる． 

tt p ≤         (4.18) 

tp：改札機の処理時間 

t：カードの通信エリア滞在時間 

改札機の処理能力はハードの性能値によって決まるが，本モデルにおいては改札機の処

理時間（処理能力）は「エリア内通過時間（カードがエリア内を通過する時間）」と等

しいもの，すなわち，tp＝t とする． 

 
(1) エリア内通過時間（実測値） 

図 4.47 に示す，自動改札機の通信エリア内をカードが通過する時間（エリア内滞

在時間）の実測値を図 4.48 に示す．エリア内通過時間ｔで通過した人数の実測値で

ある．この場合，通信エリアの大きさはｒ＝0.1ｍである． 

 
図 4.48 改札機 R/W の通信エリア内のカードの通過時間（実測値） 

 
(2) 改札機 R/W の通信エリア内のカードの通過時間（近似式） 

実測値は正規分布に近似可能であり，図 4.49 に示す． 
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図 4.49 改札機 R/W の通信エリア内のカードの通過時間（近似グラフ） 
 

従って，エリア内通過時間ｔの確率は以下の式で表される． 

( )
⎭
⎬
⎫

⎩
⎨
⎧ −
−= 2

2

22
1

σ
µ

σπ
texp)t(f      （4.19） 

μ:tの平均値  σ:tの標準偏差 

 
4.5.2   設計パラメータの評価方法 

 
本項では設計パラメータの評価方法について「サービスの継続性（信頼性）」と「流

動性（処理性）」の観点から述べる．４．２節の高速性の評価で述べたエラー率 e はプ

ロセスタイム（処理時間）ｔの関数であり，ｔは通信エリアｒの関数である．また，４．

３節で述べた機能信頼性による評価では機能信頼度Ｒt はエラー率 e の関数である．こ

の関係は以下のとおりである． 
e = f(t)        (4.20) 

t = f(r)        (4.21) 

Rt = f(e)        (4.22) 

この場合，詳細は後述するが，ｒによりｔが変化し，ｔが小さい（高速：通過人数は大）

と e は大きくなる．e が大きいと，Rt は小さく（信頼性が低下）なる．このように，エ

ラー率は通信エリアの関数である． 
このため，「サービスの継続性（信頼性）」と「流動性（処理性）」を両立させる最適

な通信エリアの設計値を求めるためには，通過人数を最大にし，エラー率を最小にする
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通信エリアの大きさを求める必要がある． 
 

(1) サービス継続性指数 
図4.49と式4.19からエラー率eとエリア内通過時間ｔとの関係は以下のとおりと

なる．エリア内通過時間が tｐ以下である割合は図 4.50 の面積 A で表せる． 
 

図 4.50 エリア内通過時間の分布と確率 
 
正規分布の面積は式 4.19 を積分し，以下の式 4.23 で表せる． 

∫=
pt

p dt)t(f)t(F
0       (4.23) 

改札機の処理能力が tp であると，面積 A は通過できないため，エラーとなる．従っ

て“tp”で改札機を通過できないエラーの発生する確率を e とすると e は右グラフの

面積比で表される． 
  e=A/(A+B)        (4.24) 

ここで，エラーの発生しない確率を E とし，「サービス継続指数」と定義する． 
E は以下の式で表される． 

∫
∞

=
+

=−=
pt

dt)t(f
BA

BeE 1       (4.25) 

また，これまでは通信エリアｒ＝0.1ｍの実測値から近似式を求めてきたが，この実

測データを使って，通信エリアを変化させた場合を図 4.51 に示す．この場合，人の

挙動は通信エリアが目には見えないために変わらないとした． 
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図 4.51 通信エリアの大きさによるエリア内通過時間の分布 

 
図 4.51 からわかるように，ｒ（エリアの半径）が増加（大きくなる）と 面積 A

は減，面積 B は増する．このため， e が減少し，E は増加する． 
 
(2) 流動性指数 

通信エリアの大きさと改札機の流動性について以下に述べる．これまでにも述べ

てきたが，高速処理では通過人数が増加し，流動性は良くなる．しかし，信頼性が

低下し，この信頼性すなわちエラー率と通信エリアとの関係は前項でのべたとおり

である． 
図 4.52 に改札機通過時のカードと人の関係を示す． 

 

図 4.52 改札機〕通過時のカードと人の状態 
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① カードの流動性 

図 4.52 に示すように，カードは通信エリア内に 45°で突入し，45°で出て行く

ものする．このとき，エリア内のカードの移動速度を VCとすると通過時間 tc は
以下の式で表される． 

CV
rt 2

=        (4.26) 

ｔcが小さいほど，通過数は増加するため，カードの流動性を表す指数 Tc を以下

のように定義する． 

r
V

t
T C

2
1
==        (4.27) 

 
② 人の流動性 

図 4.52 に示すように，改札機内を人が歩行して移動する場合はその通過時間は

以下の式で表される． 

G
G V

Lt =        (4.28) 

改札機内の人の移動速度；VG 
改札機の長さ； L 

ｔG が小さいほど通過人数は増加するため，人の流動性を表す指数 TG を以下の

ように定義する．ただし，R/W での処理が終了すると改札機内には複数の人が同

時に滞在可能であるため，処理が改札機内に同時に滞在できる人数; n とする

と以下の式となる． 

n
L

V
n

t
T G

G
G ×=×=

1       (4.29) 

 改札機の流動性を評価するため，以上の①カードの流動性と②人の流動性を合わせて，

以下のように「流動性指数 F」を定義する． 

G

C

G

C

G Vnr
VL

n
L

V
r

V

T
TF

2
2 =

×

==       (4.30) 
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4.5.3   シミュレーションによる最適値の決定 
 
前項で定義した，「サービス継続性指数 E」と「流動性指数 F」によるシミュレーシ

ョン結果を図 4.53 に示す． 

 
図 4.53 シミュレーションの結果 

 
図 4.53 からもわかるように，サービス継続指数は通信エリアの増加に伴って増加す

るが，ある時点から飽和していく．流動性指数は通信エリアの拡大に伴って，急激に減

少する． 
シミュレーションの結果から，通信エリアの設計最適値は 0.072ｍである．現在，実

際に導入している R/W の通信エリアは約 0.09ｍであり，本シミュレーションでは，や

や信頼性が優位にあり，流動性が低下しているが，ほぼ現実と一致している．このため，

本シミュレーションの有効性は実証された． 
 

 
 

但し， 

Ｌ=1.0 

n=2 

ＶC=0.38 

ＶG=1.4 

μ=0.52 

σ=0.14 
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第5章  

結 論 

 

5.1   本論文の研究対象と成果 

 

5.1.1   研究のアプローチ 

 

近年，電子マネーや鉄道乗車券システムなどに見られる非接触ＩＣカードを使っ

たシステムは,高負荷トランザクションを処理する情報サービスシステムと設備機

器を含む制御システムとの異種統合型情報サービスシステムである．このような異

種統合型システムにおいてはシステムの障害，拡張，保守などのシステム状況変動

時にも，高速性，高信頼性とリアルタイム性を両立させ，サービスの継続を保証す

るアシュアランス性が求められている． 

このため，本論文では，これまでのような，情報システムの視点ではなく，制御

システムの視点から情報サービスシステムを考察し，高速性と高信頼性の両立とシ

ステムの安定稼動を実現するため，時間軸の異なる「時間差異種データフィールド」

を提案し,この技術による「異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ」の

構築とアシュアランス性保証のための自律分散技術とその評価方法が必要である

ことを示し，このシステムアーキテクチャ構築技術とそれを基にして，高速性と高

信頼性を実現するための 2 つの自律分散アシュアランス技術とアシュアランス性

の評価技術について提案した．さらに，実システムに適用し，その有効性を実証し

た． 

本論文の２章では異種統合型情報サービスシステムに必要な分散技術の動向に

ついて，３章ではシステムアーキテクチャ，アシュアランス性を実現する技術につ

いて，４章では鉄道乗車券システムへ適用したときの，システム構築技術と 2 つの

アシュアランス技術，アシュアランス性評価技術について，それぞれ考察，検証を

行った．以下では，各アプローチにおける成果の概要についてまとめる．  

 

5.1.2   異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ構築技術の確立 

 

異種統合型情報サービスシステムにおいては異種ニーズとして高速性と高信頼

性があり，これらを実現させるためには制御システムと情報システムという異種の
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システムの共存技術が必要である．このために，従来システムでは異種ニーズ／異

種モード共存下でシステムのアシュアランス性を満たすことが困難であることを

述べた．これらの課題を解決するため，異種統合の視点に立ったシステムアーキテ

クチャが必要であることを示し，異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ

を提案した．このシステムアーキテクチャでは，異種データの特性に応じてデータ

フィールドを構成し，それらが目的に応じてゲートウェイを介してデータを交換で

きるようにしてある．ここで各サブシステムに自律性を持たせ，それらがデータフ

ィールドを介した連携により，システムの部分的障害，拡張，保守においても，稼

動の継続性が保証可能にした． 

このように，時間差により処理を行う「時間差異種データフィールド」技術を提

案し，異種統合型情報サービスシステムのシステムアーキテクチャ構築技術を確立

した． 

 

5.1.3   高速性と高信頼性のためのアシュアランス技術の確立 

 

前項のシステムアーキテクチャを基に高速性と高信頼性を確保するアシュアラ

ンス技術について以下の 2 つの技術を提案した．さらにそのようなアーキテクチャ

と技術のもとで，アシュアランス性を評価する技術を提案し，その有効性を明らか

にした． 

 

(1) 自律分散高速処理技術の確立 

異種統合型情報サービスシステムにおいては「制御システム」リアルタイム処理

の条件下で「処理の高速性」と「サービスの継続性」が求められているが，サブシ

ステムレベルでは情報（データや処理法）が不完全だったり，情報が局所的だった

りするという課題がある．この課題を解決し，「高負荷トランザクション処理の高速

化」という目的を達成するため，異種統合型情報サービスシステムのアーキテクチ

ャを使った高速処理技術として「自律連携処理技術（自律分散アルゴリズム）」を提

案した．   

「自律連携処理技術」では，各サブシステムが持つ情報の局所的条件下で，サブ

システムごとの処理の分散化／サブシステム間の連携と処理時間との関係を導出

した．この技術により，高速処理を達成するための最適なシステム分割／連携度合

をトランザクションの発生特性に応じ求められることを示し，その技術を確立した．  
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(2) 自律分散高信頼性技術の確立 

 高負荷トランザクションの情報サービスシステムにおいては，高速処理と高信

頼性の確保に加えて，サービスの継続を保証するアシュアランス性も求められて

いる．サービス継続性の観点から，障害が発生してもシステムを停止することな

く稼動を継続させることが必要であり，このため，サービスの継続と高信頼性を

確保する技術として「自律分散整合化技術」を提案した． 

 この技術は，リアルタイム処理制限下での高トランザクション処理において生

じるデータの欠損を回復するため，データフィールドごとにデータの滞留時間を

変化させた「時間差異種データフィールド」を構成し，それらの連携によるデー

タ間の論理的整合化を図る技術である．この技術により，トランザクションの発

生特性に応じて整合化達成時間を最小にする，異種データフィールド数と各デー

タフィールド間の時間差を導出可能とし，その技術を確立した． 

 

(3) アシュアランス性評価技術の確立 

異種統合型情報サービスシステムの異種モード共存環境下におけるシステム稼

動の保証度合の評価において，「機能量×稼動時間」最大化を実現するための評価

基準について，明らかにした．異種のモードが共存し，しかもそれらが時間と共に

変化する環境下で，システムの稼動を保証しうる性質であるアシュアランス性に着

目し，その観点から，システム全体を評価するための評価指標として，「機能信頼

性評価技術」を提案した． 

システムのアシュアランス性は「機能量×稼動時間」の最大化を保証する事であ

るため，その評価指標のアシュアランス度を以下のように定義した． 

 

システム稼動の保証度合のアシュアランス度Ａf 

＝ΣΣ（機能×信頼度×稼動時間）／(全体機能×所定期間) 

＝ΣΣ（機能達成度×信頼度×稼動時間）／所定期間 

 

 ここで機能達成度＝機能／全体機能である．  

 

さらに，「機能達成度×信頼度」を「機能信頼度」と定義し，システム稼動の保

証度合のアシュアランス度Ａf を機能信頼度の所定期間（ミッション時間）全体に

わたる「平均機能信頼度」と定義した． 

＝ΣΣ（機能信頼度×稼動時間）／所定期間 
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5.1.4  鉄道乗車券システムへの適用によるアシュアランス技術の確立            

 

鉄道乗車券システムは朝夕のラッシュ時に高負荷トランザクションとなり，この

ときに高速な処理が求められる．また，運賃というお金にかかわる情報を処理する

ため，信頼性の確保も必須事項である．最近ではさらに安定稼動が求められており，

流動性の確保はもとより，サービスの継続性についても重要になっている． 

このような，鉄道乗車券システムは，無線 IC カード／有線ネットワーク／ゲー

ト装置など複数の手段を含む制御／トランザクション処理の統合された「異種統合

型情報サービスシステム」である．乗客の流動性を妨げることなく，処理の高速性，

高信頼性を実現するため，この鉄道乗車券システムに対し提案したシステムアーキ

テクチャと 2 つのアシュアランス技術を適用し，それらの有効性を実証した． 

また，実システムの設計において機能信頼性評価技術が有効に活用されることも

明確にした．さらに，システムの規模拡大とトランザクションの急激な増大に対し

ても，アシュアランス性が満たされていることを実証し，鉄道乗車券システムへの

適用によるアシュアラン技術を確立した． 

 

(1) 自律連携技術の確立  

鉄道乗車券システムの基本機能は，不正カードのチェックと運賃計算処理である．

この処理は通常は鉄道の降車する駅の端末で行われるため，降車駅の端末の処理負

荷は大きい．このため，端末レベルでの高速処理を可能とする「自律連携技術」を

提案し，その高速処理技術の有効性を評価した．自律連携処理を使った分散システ

ムと自律連携処理を使わないシステムとして，集中システムの２つのシステムモデ

ルを提案した．システムの有効性とその条件を明らかにし，技術の評価するため，

この 2 つのモデルについてシミュレーションを行った． 

その結果，この技術により，一定の条件下で，最適なシステムの選定と，トラン

ザクション数（42700 件／日）や駅数（43 駅以上）などが，トランザクションの発

生特性に応じて求められることを示し，この技術の有効性を証明した． 

 

(2) 自律分散整合化技術の確立 

鉄道乗車券システムにおける，無線通信方式のIC カードと自動改札機リーダ／ラ

イタとの処理は，ユーザーの使用方法に依存するため，リアルタイム処理制限下で

高トランザクション処理による， データの欠損，いわゆる「データ抜け」という重

大な問題がどうしても発生してしまう．このため，「データ抜け」が発生してもシ

ステムを止める事無く， データの信頼性を確保するため「自律分散整合化技術」を
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鉄道乗車券システムに導入した． 従来技術の集中システムではデータが損失した状

態での稼動を許す事ができず，システムを停止して，障害に対応していた．しかし，

「自律分散整合化技術」では一定の条件下でシステムの稼動を許容するため， 従来

の評価法では両者の正当な比較・評価ができないといった問題があった． 

この問題に対応するため，機能信頼性評価法を用いて，整合化処理を行う自律分

散型システムと，従来の整合化処理を行わない集中管理型システムを比較した．ま

ず， システムアーキテクチャ，障害の起きるパターン，その障害がシステムにどの

ような影響を与えるかという事を調査し，それに従いシステムのモデル化を行った． 

また，IC 乗車券システムの基本機能は，不正カードのチェックと運賃計算処理であ

るので機能信頼性における，最小単位である機能量を「データの一致」と定義した．

さらに，旅客の利用方法とエラー確率は実測値を用い，カードに保存できるデータ

件数，整合化技術の回数を設計パラメータとしてシミュレーションを行った． 

また，エラーの発生確率を変化させた場合のシミュレーションも行い，そのこと

からエラー発生確率に対応して，カードに適切なデータ容量を持たせることが重要

であることを明らかにした．シミュレーションによる評価の結果，現在の実測値で

あるエラー発生確率においては現状の設計値であるカードの保存件数20 件，整合化

処理3 回が適切である事を証明した． 

このように，システムのモデル化，機能信頼性評価技術の適用，評価を行うこと

によって「自律分散整合化技術」の有効性を実証した． 

 

5.1.5   最適な設計パラメータ評価手法の確立 

 

改札機のリーダ／ライタの通信エリア（半球状の半径）は高速処理性と高信頼性

にかかわる重要な設計パラメータであることを明らかにし，その最適な設計値を求

める方法を提案した． 

「サービスの継続性」という観点から，特に信頼性に関する「エリア内通過時間」

の実測値から近似式を求めて，エラー率と通信エリアとの関係を明らかにし，サー

ビス継続指数」として定義した．一方で「流動性」の観点から，カードと人の改札

機の通過度合いとして，「流動性指数」を定義し，通過量と通信エリアの関係を明

らかにした． 

この 2 つの関係は流動性が良くなると信頼性が低下し，サービス継続性が低下す

る．この 2 つの関係を実ステムでシミュレーションしその結果，通信エリアの最適

値が 0.07ｍであることがわかった．これは実際のシステムとほぼ一致しており，

この手法の有効性が実証された． 
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5.2   今後の課題 

 

本論文では，異種統合型情報サービスシステムの高速性と高信頼性を実現するた

めのニーズと課題を明確化し，これを実現する技術として「異種統合型情報サービ

スシステムアーキテクチャ」構築技術と２つの自律分散技術，アシュアランス評価

技術を提案した．その結果を鉄道乗車券システムへ適用しアシュアランス性の面か

ら評価比較してその有効性を確認し，システムの方式を決定することが出来た．さ

らに，最適なシステム設計を行うための手法について提案し，最適値を求め，その

有効性を確認した． 

今後，本論文で提案したアシュアランス技術とアシュアランス性評価技術につい

ての課題としては以下のように考える． 

鉄道乗車券システムについて，モデルを用いてアシュアランス性の評価を理論的

に求めてきたが，実際のシステムはもっと複雑で多岐にわたっており，「データの

一致度」以外にも機能は多くある．今後は，現在の「鉄道乗車券システム（ＩＣカ

ード Suica 乗車券システム）」での実績をもとに各アシュアランス技術，評価手法

の検証をさらに深度化したいと考える． 

また，高速処理では一定の条件（高トランザクションや駅数が多い）では分散処

理がよいとの結論を得た．これは高トランザクションや駅数の多い中規模以上の鉄

道会社へは本論文で提案した技術の導入が適していることとなる．また，高信頼性

の面でも整合化技術を導入した分散システムが良いとの結論を得ている．鉄道のシ

ステムはトータルとして機能する必要があり，分散システムの導入がトータルとし

て優位性があることを示唆している．今後，多くの鉄道・バス各社が IC カード乗

車券システムの導入を検討している．導入にあたっては，短期間に多くの投資が必

要となるため，中小規模の鉄道・バス会社などにおいては年間の投資額の制約から，

一括してすべての機能を持ったシステムの導入は出来ないところもある．そこで，

本論文で提案した，異種統合型情報サービスシステムの特徴である，異種システム

共存可能技術により，サービスを継続しながら，長期間にわたってシステムを構築

する事が可能となる．具体的には，まず，IC カード乗車券ステムの基本機能を導

入し，その後，順次その時々に合わせたサービス機能を付加していくことも可能で

あるので，年間の投資額を抑えることが出来る．さらに言えば，このような機能の

拡張がサービスを停止することなく継続して稼動した状態で新サービスと旧サー

ビスの切り替えや機能増強が可能で在ると考えられる．サービスという視点だけで

なく，投資計画というマネージメントビューという視点から見たときには，また違



 

 147

った構築技術が必要になる場合も考えられる．今後は，このような視点からの検討

も必要になると思われる． 

現在，「ＩＣカード Suica 乗車券システム」は導入当初の完結した自社インフラ

から各種の施策により，他社システムとの結合が進み，オープンなインフラへと変

化している．他社とのシステム結合は今後益々多くなるものと思われる．また，最

近の銀行や証券取引所などのシステム障害に見られるように高負荷トランザクシ

ョンの情報サービスシステムにおける，高速処理性と高信頼性を確保することは，

今後システム間の結合が進んでくると，企業経営の面からも非常に重要な位置を占

めてくるといえる． 

本論文の「異種統合型情報サービスシステムアーキテクチャ」構築技術や高速性

と 高 信 頼 性 を 両 立 さ せ る 2 つ の ア シ ュ ア ラ ン ス 技 術 は 他 の 企 業 シ ス テ ム

（E-Commerce 等）への本技術の適用が有効であると考える．他企業との間で，シ

ステムニーズは同じであっても，システムの持っている目的がそれぞれの企業の経

営方針の違いから，ニーズの質と量は異なっていると考えられる．そのような異種

システムを共存させながらシステムを統合･結合する技術，つまりサービスを提供

しながらシステム拡張が行えるようになれば，利用者にとってもメリットがあるば

かりでなく，企業経営にとっても，より柔軟な企業戦略とシステムの品質が確保で

きるので大きなメリットを持つことが出来る． 

以上のように，今後，交通業界においては，本研究で提案したアシュアランス技

術と評価手法を用い，より具体的，定量的な検討を行い実用に供していきたいと考

えている．さらに，鉄道乗車券システム以外においても，今後ますます重要性の高

まる，高トランザクションの「異種統合型情報サービスシステム」に対するアシュ

アランス性を保証する技術として，高速処理性，高信頼性の必要なシステムに本研

究の成果を導入したいと考えている． 
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